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01 宮崎県市町村防災相互応援協定

（趣旨）

第１条 この協定は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号。以下「法」という。）第 67 条

第１項の規程の趣旨に基づき、県内において大規模な災害が発生し、被災市町村独自では十

分な応急措置が実施できないときに、円滑に市町村間相互の応援を行うために、必要な事項

について定めるものとする。

（定義）

第２条 この協定において、災害とは、法第２条第１号に定める災害をいう。

（連絡窓口）

第３条 市町村は、あらかじめ相互応援に関する連絡担当部局を定め、災害が発生したときには、

速やかに必要な情報を相互に伝達するものとする。

（応援項目）

第４条 応援項目

(1) 災害応急措置に必要な職員の派遣

(2) 食料品、飲料水及び生活必需品の提供

(3) 避難及び収容施設並びに住宅の提供

(4) 医療及び収容施設並びに住宅の提供

(5) 遺体の火葬のための施設の提供

(6) ごみ及びし尿の処理のための装備及び施設の提供

(7) 災害応急措置に必要な車両及び資機材の提供

(8) ボランティア団体の受付及び活動調整

(9) その他応援のための必要な事項

（応援要請の手続）

第５条 被災市町村の町は、応援を要請しようとするときは、次に掲げる事項を明らかにして、

口頭により行い、事後において速やかに文書を提出するものとする。

(1) 被害及び被害が予想される状況

(2) 前条に掲げる応援項目の種類及び内容

(3) 応援を希望する期間

(4) その他必要な事項

（応援の実施）

第６条 応援を要請された市町村長は、あらゆる手段を講じ、応援に努めるものとする。

２ 被災市町村以外の市町村の長は、災害の実態に照らし、特に緊急を要し、被災市町村の長が

前条に定める要請ができないと判断される場合には、県消防防災課と協議の上、同条の要請

を待たないで、必要な応援を行うことができるものとする。この場合には、同条の応援要請

があったものとみなす。

（応援部隊の指揮）

第７条 応援部隊は、応援を要請した市町村長の指揮の下に行動するものとする。
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（経費負担）

第８条 応援に要した経費は、応援を受けた市町村の負担とする。ただし、特段の事情がある場

合は、当事者間の協議によるものとする。

（平常時の任務）

第９条 この協定に基づく応援が円滑に行われるように、各市町村は、自らの応援能力等を正確

に把握するものとする。

２ 前項の規程による応援能力を相互に把握するため、年１回以上、連絡会を開催して応援に必

要な情報の交換をするものとする。

（他の協会との関係）

第１０条 この協定は、市町村が別に消防組織法の規程に基づき締結した消防相互応援等その他

の協定を排除するものではない

（その他）

第１１条 この協定の実施に関し必要な事項又はこの協定の定めのない事項については、市町村

が協議して定めるものとする。

（効力発生の時期）

第１２条 この協定は、平成８年９月１日から効力を生じる。

この協定の締結を証するため、本書 44 通を作成し、記名押印のうえ、各１通を保有するものと

する。

平成８年８月２９日
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02 宮崎東諸県災害時相互応援に関する協定

宮崎市、国富町及び綾町（以下「市・町」という。）は、市・町において災害が発生した場合に

おいて、災害を受けた市・町の応急措置について相互に応援協力するため、次のとおり協定する。

（応援の種類）

第１条 応援の種類は、次のとおりとする。

（１） 食糧、飲料水及び生活必需物資並びにその供給に必要な資器材の提供

（２） 被災者の救出、防疫、施設の応急復旧等に必要な資器材及び物資の提供

（３） 救援及び救助活動に必要な車両等の提供

（４） 救助及び応急復旧に必要な職員の派遣

（５） 前各号に掲げるもののほか、特に要請があった事項

（応援要請の手続）

第２条 応援を要請する市・町は、第５条に定める連絡担当部課に対して次の事項を明らかにし

た上で、口頭又は電話により応援を要請し、後日文書を送付するものとする。

（１） 被害の概況

（２） 前条第１号及び第２号に掲げる応援を要請する場合にあっては、物資等の品名、数量等

（３） 前条第４号に掲げる応援を要請する場合にあっては、職員の職種及び人員

（４） 応援場所及び応援場所への経路

（５） 応援の期間

（６） 前各号に掲げるもののほか、必要な事項

（応 援）

第３条 応援を要請された市・町は、あらゆる手段を講じ応援に努めるものとする。

（費 用）

第４条 応援に要した経費は、応援を受けた市・町の負担とする。

２ 前項の場合において、応援を受けた市・町が当該費用の一時繰替え支弁を求めたときは、応

援 する市・町は一時繰替え支弁するものとする。

（連絡担当部局）

第５条 市・町は、あらかじめ相互応援のための連絡担当部課を定め、災害が発生した

ときは速やかに情報を相互に交換するものとする。

（資料の交換）

第６条 市・町は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう、地域防災計画その他

の資料を相互に交換するものとする。

（その他）

第７条 この協定の実施に必要な事項及びこの協定に定めのない事項については、市・町が協議

して定めるものとする。

第８条 この協定の証として、本協定書７通を作成し、各市・町は記名押印の上、各１

通を保有する。

付 則

１ この協定は平成 7年 11月 1日から効力を生じる。
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03 宮崎東諸県災害時相互応援に関する実施細目

（趣 旨）

第１条 この実施細目は、宮崎東諸県災害時相互応援に関する協定（以下「協定」という。）の

実施に必要な事項を定めるものとする。

（連絡担当部課）

第２条 協定第５条により市・町は、相互応援のための連絡担当部課名、担当責任者及び同補助

者の職、氏名、電話番号その他連絡に必要な事項をあらかじめ相互に連絡する。

（応援職員の派遣に要する経費）

第３条 協定第４条第１項に定める経費のうち、協定第１条第４号に定める応援職員の派遣に要

する経費の負担については、次のとおりとする。

（１） 応援を要請した市・町が負担する経費の額は、応援した市・町が定める規定により算出し

た当該応援職員の旅費の額及び諸手当の額とする。

（２） 応援職員が応援業務により負傷し、疾病にかかり、又は死亡した場合における公務災害補

償に要する経費は、応援市・町の負担とする。ただし、被災地において応急治療する場合

の治療費は、応援要請市・町の負担とする。

（３） 応援職員が業務上第三者に損害を与えた場合において、その損害が応援業務に従事中に生

じたものについては応援要請市・町が賠償の責めに任ずる。

（４） 前３号に定めるもののほか、応援職員の派遣に要する経費については、応援市・町及び応

援要請市・町が協議して定める。

２ 応援職員は、応援市・町名を表示する腕章を付け、その身分を明らかにするものとする。

３ 応援職員は、災害の状況に応じ、必要な被服、食糧等を携行するものとする。

４ 応援要請市・町は、災害の状況に応じ、応援職員に対する宿舎の斡旋その他の便宜を供与す

るものとする。

（救援物資等の経費の支払方法）

第４条 応援市・町は、協定第４条第２項の規定により応援に要する経費を一時繰替え支弁した

場合は、次に定めるところにより算出した額について、応援要請市・町に請求する。

（１） 生活必需物資等については、当該物資の購入費及び輸送費

（２） 車両、機械器具等については、借上料、燃料費、輸送費及び破損又は故障が生じた場合の

修理費

付 則

１ この実施細目は、協定の発行日から適用する。
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04 中核市災害相互応援協定

中核市各市（以下「協定市」という）は、いずれかの市域において災害が発生し、被害を受け

た都市（以下「被災市」という）が独自では十分な応急措置が実施できない場合に、被災市の要

請にこたえ、当該災害により被害を受けていない市が友愛的精神に基づき、相互に応援協力し、

被災市の災害応急対策、災害復旧及び災害からの復興を円滑に遂行するため、次のとおり協定を

締結する。

（応援の種類）

第 1条 応援の種類は、次のとおりとする。

(1) 食糧、飲料水及び生活必需物資並びにその供給に必要な資器材の提供

(2) 被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等及び災害からの復興に必要な資器材及び物

資の提供

(3) 救援及び救助活動に必要な車両等の提供

(4) 救助及び応急復旧及び災害からの復興に必要な職員の派遣

(5) 前各号に掲げるもののほか、特に要請があった事項

２ 被災市は、災害による被害により被災市のホームページを利用して災害情報等の発信をする

ことができなくなったときは、協定市に対し、当該災害情報等を協定市のホームページに掲載

することを要請することができる。

（応援要請の手続き）

第 2条 応援を要請しようとする被災市は、次の事項を明らかにし、第 5条に定める連絡担当部

局を通じて、電話又は電信により応援を要請するものとする。この場合において、被災市は必

要事項を記載した文書を後日、速やかに協定市に送付しなければならない。

(1) 被害の状況

(2) 前条第1項第1号から第3号までに掲げる応援を要請する場合にあっては、物資等の品名、

数量等

(3) 前条第 1項第 4号に掲げる応援を要請する場合にあっては、職員の職種及び人員並びに業

務内容

(4) 応援場所及び応援場所への経路

(5) 応援の期間

(6) 前各号に掲げるもののほか、必要な事項

（応援の実施）

第 3条 応援を要請された協定市は、法令その他特別に定めがある場合を除くほか、極力これに

応じ応援活動に努めるものとする。

2 激甚な災害が発生し、通信の途絶等により被災市との連絡がとれない場合には、被災市以外の

協定市相互が連絡調整し、自主応援活動を行うことができる。

（応援経費の負担）

第 4条 応援に要した経費は、協定市が協議して別に定める。

（連絡担当部局）

第 5条 協定市は、あらかじめ相互応援のための連絡担当部局を定め、災害が発生したときは、

速やかに情報を相互に交換するものとする。

（資料の交換）

第 6条 協定市は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう、毎年 1回地域防災計画その他
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参考資料を相互に交換するものとする。

（会議）

第 7条 この協定の運用体制を整備し、併せて協定市の防災体制の整備に資するため、中核市市

長会事務担当者会議の補助機関として中核市市長会防災担当者会議を置く。

（事務局）

第 8条 この協定の実施に必要な連絡調整を行うため、中核市市長会防災担当者会議の会長の属

する市に事務局を設置する。

（雑則）

第 9条 この協定の締結後、新たに中核市への移行によりこの協定への参加希望がある場合は、

特段の事情のない限り、協定市はこれを受け入れるものとする。

（その他）

第 10条 この協定は、協定市及び協定市の各機関が消防組織法（昭和 22 年法律第 226 号）第 39

条第 2項の規定により別に締結した相互応援に関する協定及び水防に係る応援に関し締結した

協定等に基づく応援を排除するものではない。

第 11条 この協定の締結に関し必要な事項及びこの協定に定めのない事項については、協定市が

協議して定めるものとする。

（協定の発効）

第 12条 この協定は、令和 3年 4月 1日から効力を発生するものとする。

令和３年４月１日

協定締結権者

豊田市 豊田市長

函 館 市 豊 橋 市 長 崎 市

旭 川 市 岡 崎 市 佐世保市

青 森 市 豊 田 市 大 分 市

八 戸 市 高 槻 市 宮 崎 市

秋 田 市 枚 方 市 鹿児島市

福 島 市 八 尾 市 久留米市

郡 山 市 東大阪市 那 覇 市

いわき市 姫 路 市 山 形 市
盛 岡 市 和歌山市 福 井 市

宇都宮市 大 津 市 甲 府 市
越 谷 市 豊 中 市 寝屋川市
川 越 市 明 石 市 水 戸 市
川 口 市 西 宮 市 吹 田 市
船 橋 市 奈 良 市 一 宮 市
横須賀市 尼 崎 市 松 本 市
柏 市 鳥 取 市
前 橋 市 松 江 市

高 崎 市 呉 市

八王子市 福 山 市

富 山 市 下 関 市

金 沢 市 高 松 市

長 野 市 松 山 市

岐 阜 市 高 知 市
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05 中核市災害相互応援協定実施細目

（趣旨）

第 1条 中核市災害相互応援協定第 11 条の規定に基づき、協定の実施に関し必要な事項を定める

ものとする。

（経費等の負担）

第 2条 協定第 1条第 1号から第 3号までの規定の応援に要する経費のうち、次に掲げる経費は

応援を要請した市（以下「応援要請市」という。）の負担とし、その他の経費は応援をした市（以

下「応援市」という。）の負担とする。

(1) 協定第 1条第 1号及び第 2号に掲げる食糧等の購入費及び輸送費

(2) 協定第 1条第 3号の車両等の借上料、燃料費、輸送費及び破損又は故障が生じた場合の修

理費

2 協定第 1条第 4号の応援（以下「応援業務」という。）に要する経費の負担については、次の

とおりとする。

(1) 応援業務に従事した職員（以下「応援職員」という。）の旅費及び諸手当は、応援市の条

例等の規定により算定した旅費の額及び諸手当の額の範囲内において応援要請市の負担とす

る。

(2) 応援職員が応援業務により負傷し、疫病にかかり、障害の状態となり、又は死亡した場合

における公務災害補償に要する経費は、応援市の負担とする。

(3) 応援職員が応援業務中第三者に損害を与えた場合において、その損害が応援業務の従事中

に生じたものに係る賠償については応援要請市が、応援要請市への往復の途中において生じ

たものに係る賠償については応援市の負担とする。

(4) 前 3 号に定めるもののほか、応援業務に要する経費については、応援要請市と応援市との

間で協議して定める。

3 応援職員は、応援市名を表示した腕章等の標識を付け、その身分を明らかにするものとする。

4 応援職員は、災害の状況に応じ、必要な被服、当座の食糧等を携帯するものとする。

5 応援要請市は、災害の状況に応じ、応援職員に対する宿舎の斡旋その他の便宜を供与するもの

とする。

（経費の請求）

第 3条 前条に定める経費の請求は、応援市の市長名による請求書（関係書類添付）により、連

絡担当部局を経由して応援要請市の長に宛てて行うものとする。

2 自主応援活動に要する経費の負担及び請求については、前条及び前項の規定を準用する。

（連絡担当部局）

第 4条 協定第 5条の規定により協定市は、相互応援のための連絡担当部局の課名、担当責任者

及び同代理者の職氏名、電話番号その他連絡に必要な事項をあらかじめ相互に連絡するものと

する。

（その他）

第 5条 この実施細目により難い事項及び実施細目に定めのない事項は、協定市が協議して定め

るものとする。



２．協定等

【相互応援（公共機関等）】

資料 2-8

（実施細目の発効）

第 6条 この実施細目は、令和 3年 4月 1日から効力を発生するものとする。

令和３年４月１日

協定締結権者
豊田市 豊田市長

函 館 市 豊 橋 市 長 崎 市

旭 川 市 岡 崎 市 佐世保市

青 森 市 豊 田 市 大 分 市

八 戸 市 高 槻 市 宮 崎 市

秋 田 市 枚 方 市 鹿児島市

福 島 市 八 尾 市 久留米市

郡 山 市 東大阪市 那 覇 市

いわき市 姫 路 市 山 形 市
盛 岡 市 和歌山市 福 井 市

宇都宮市 大 津 市 甲 府 市
越 谷 市 豊 中 市 寝屋川市
川 越 市 明 石 市 水 戸 市
川 口 市 西 宮 市 吹 田 市
船 橋 市 奈 良 市 一 宮 市
横須賀市 尼 崎 市 松 本 市
柏 市 鳥 取 市
前 橋 市 松 江 市

高 崎 市 呉 市

八王子市 福 山 市

富 山 市 下 関 市

金 沢 市 高 松 市

長 野 市 松 山 市

岐 阜 市 高 知 市
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06 宮崎市・橿原市災害時相互応援協定

宮崎市と橿原市（ 以下これらを「協定市」という。）は、災害時における応急対策及び復旧対

策（以下「応急復旧対策」という。）に係る相互の応援に関し、次のとおり協定を締結する。

（協定の趣旨）

第１条 この協定は、協定市のいずれかの地域において、大規模な災害（災害対策基本法（昭和

３６年法律第２２３号）第２条第１号に規定する災害をいう。）が発生した場合に、災害を受

けた市（以下「被災市」という。）が応急復旧対策を円滑に遂行できるように、被災市の要請

にこたえて、相互に応援、協力を行うために必要な事項を定めるものとする。

（応援の内容）

第２条 応援の内容は、次の各号に掲げるとおりとする。

（１）食料、飲料水及び生活必需品の提供

（２）応急復旧対策に必要な資機材の提供

（３）応急復旧対策に必要な職員の派遣

（４）ボランティアの調整等

（５）ホームページの代理掲載など災害時の情報発信協力

（６）前各号に掲げるもののほか、特に要請があった事項

（応援の要請）

第３条 応援を要請しようとする被災市は、次の各号に掲げる事項を明らかにし、応援を行う市

（以下「応援市」という。）に文書により要請を行うものとする。ただし、緊急を要する場合

は、電話等により応援を要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。

（１）被害の状況

（２）応援を必要とする物資等の種類及び数量

（３）応援を必要とする職員の職種及び人員

（４）応援場所及び応援場所への経路

（５）応援を希望する期間

（６）前各号に掲げるもののほか必要な事項

（応援の実施）

第４条 応援を要請された協定市は、あらゆる手段を講じ、応援活動に努めるものとする。

２ 大規模な災害による通信の途絶等によって被災市との連絡ができない場合、応援市は、自ら

情報収集を行い、前条に規定する要請を待たずに自主的に応援活動を行うことができるものと

する。

（応援経費の負担）

第５条 応援に要した経費は、原則として被災市の負担とする。

２ 前条第２項の規定による自主的な応援活動に要する経費は、応援市の負担とする。

３ 前項の定めによりがたい場合は、その都度、協定市が協議して決定するものとする。

（災害補償等）

第６条 第２条第３号に掲げる応援により、被災市へ派遣された応援市の職員（以下この条にお

いて「派遣職員」という。）が、その活動により死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又
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は障害の状態となった場合において、本人又はその遺族に対する災害補償は、応援市が負うも

のとする。

２ 派遣職員が、業務遂行中に第三者に損害を与えた場合は、その損害が被災市との往復途中に

おいて生じたものを除き、被災市がその賠償の責務を負うものとする。

（協議）

第７条 この協定に定めのない事項又はこの協定の実施に関し必要な事項は、その都度、協定市

が協議して定めるものとする。

（効力の発生）

第８条 この協定は、協定を締結した日から施行するものとする。

この協定の締結を証するため、本協定書を２通作成し、協定市の市長署名押印のうえ、各１通

を保管するものとする。

平成２８年 ２月１４日

宮崎市長

橿原市長
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07 宮崎市における大規模な災害時の応援に関する協定書

協定先：国土交通省九州地方整備局

国土交通省九州地方整備局長（以下「局長」という。）と宮崎市長（以下「市長」という。）は、

災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第７７条に関して、国土交通省所管施設（直轄施

設を除く。以下「所管施設」という。）に大規模な災害（暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、

津波、噴火等による社会的な影響が大きい重大な自然災害をいう。以下同じ。）が発生し、又は発

生するおそれがある場合の応援に関する内容等を定め、もって被害の拡大を防ぎ、及び二次災害

を防止することを目的として、次の条項により協定を締結する。

（応援内容）

第１条 応援内容は、次の事項の実施に係る資機材及び職員の応援に関するものとする。

（１）所管施設の被害状況の把握

（２）情報連絡網の構築

（３）現地情報連絡員（リエゾン）の派遣

（４）災害応急措置

（５）その他必要と認められる事項

（被災状況の連絡及び現地情報連絡員の派遣）

第２条 宮崎市内の所管施設に大規模な災害が発生し、又は発生のおそれがある場合には、

九州地方整備局と宮崎市は相互に連絡するものとする。なお、市長の応援要請があった場合又

は局長が必要と判断した場合は、局長は、現地情報連絡員を宮崎市に派遣し情報交換を行うも

のとする。この場合において、市長は、現地情報連絡員の活動場所を災害対策本部等に確保す

るものとする。

（応援の実施）

第３条 局長は、市長からの応援要請に対して、必要性について判断の上、応援を行うもの

とする。

（応援要請の手続）

第４条 市長は、宮崎市内の所管施設に大規模な災害が発生、又は発生のおそれがある場合にお

いて、九州地方整備局の応援を必要とするときは、九州地方整備局宮崎河川国道事務所長、又

は宮崎港湾・空港整備事務所長に電話等により応援要請を伝え、応援内容を相互に確認した上

で、別紙－１の文書にて応援要請を提出するものとする。

２ 局長（局長からの指示を受けた九州地方整備局の職員を含む。）は、前項の応援要請を

受け、応援を行うときは、市長（市長からの指示を受けた宮崎市の職員を含む。）に電話等

により応援する旨を伝え、速やかに別紙－２の文書により応援内容を通知する。

（応援要請の手続ができない場合の応援）

第５条 宮崎市内の所管施設に大規模な災害が発生し、被災による相互の連絡不能などによ

り応援要請の手続が速やかにできない場合において、特に緊急を要し、かつ応援要請に時間を

要する場合は、局長が独自の判断により応援できるものとする。この場合において、局長は、

あらかじめ別紙－３の文書により応援内容を市長に通知するものとする。ただし、連絡網が寸
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断されている等、連絡を取ることが困難である場合は、事前に連絡することを要しない。

（経費の負担）

第６条 第１条に規定する応援を行った場合の経費の負担については次のとおりとする。

（１）災害初動時に第１条（１）、（２）及び（３）の応援を行う場合

九州地方整備局の負担とする。なお、災害初動時とは、原則として九州地方整備 局

が災害等支援本部を設置している期間とする。

（２）第１条（４）及び（５）の応援を行う場合

原則として宮崎市の負担とするが、第１条（４）の応援を行う場合で、次の①～④

の全てに該当する場合は、原則として九州地方整備局の負担とする。

① 大規模な災害と認められる場合

② 国土交通本省が非常災害対策本部若しくは緊急災害対策本部を設置し、又は非常体

制を発令している場合

③ 被害拡大又は二次災害の防止のための必要最低限の緊急対応である場合（施設

復旧を含まない。）

④ 広域災害等であって、本来緊急対応を実施すべき者が明確でない場合、又は関係

者間で連絡不能や連絡に時間を要する場合で、応急措置又は災害復旧事業の主体、分

担等が決定されるまでの間である場合

（平常時の連絡）

第７条 九州地方整備局企画部防災課、宮崎河川国道事務所及び宮崎港湾・空港整備事務所並び

に宮崎市総務部危機管理室は、平常時から防災に関する情報や資料の交換を行い、応援の円滑

な実施を図るものとする。

（その他）

第８条 この協定に定めのない事項、又は疑義が生じた事項については、局長と市長とが協議し

て定めるものとする。

２ この協定に関する実務責任者は、九州地方整備局においては企画部防災課長、宮崎市におい

ては総務部危機管理室長とする。

（運用）

第９条 この協定書は、平成２３年８月１７日から適用する。

平成２３年８月１７日

福岡県福岡市博多区博多駅東二丁目１０番７号

国土交通省九州地方整備局長

宮崎県宮崎市橘通西１丁目１番１号

宮 崎 市 長
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08 宮崎県消防相互応援協定

消防組織法（昭和 22 年法律第 226 号｡以下「法」という。）第 39 条の規定に基づき、宮崎県内

の市町村等（消防の事務を処理する一部事務組合を含む。以下「市町村等」という。）は、消防の

相互応援について次のとおり協定する。

（目的）

第１条 この協定は、県内で大規模又は特殊な災害が発生し、市町村等が単独では対応できな

い場合において、相互の消防力を活用して災害に対処することを目的とする。

（応援業務の範囲）

第２条 この協定における応援業務の範囲は、法第 1条に規定される消防の任務とする。

（応援出動）

第３条 応援出動は､市町村長又は消防本部消防長（以下「市町村長等」という。）の要請に基

づいて行う。ただし、緊急を要する場合については、災害等を覚知した市町村長等の判断に

より要請を待たずに応援出動することができる。

（応援要請）

第４条 災害が発生し、本協定に基づく応援の必要があると判断した場合は、市町村長等は直

ちに応援を要請する。なお、要請の手続きについては別途定める。

（応援人員の派遣）

第５条 前条の規定により、応援の要請を受けた市町村長等は、管轄する区域における業務に

支障のない限り､応援のための人員等（以下「応援部隊」という。）を派遣しなければならな

い。なお、応援部隊の派遣が困難な場合は､応援を要請した市町村長等に直ちに連絡を行うも

のとする。

（経費の負担）

第６条 応援に要した経費については、次の各号に定めるところにより負担する。

(1) 応援市町村等の負担する経費

ア 消防機械器具の燃料費（補給燃料を除く）、消耗品及び修理費

イ 消防職員及び消防団員の食糧費

ウ 消防職員及び消防団員の給与その他の給付に関する経費

エ 消防職員及び消防団員が負傷し､疾病にかかり､又は死亡した場合における補償費及

び賞じゅつ金等

オ 交通事故における損害賠償費等

カ 応援側の重大な過失により発生した事故に要する経費

(2) 災害発生市町村の負担する経費

前号に定める経費以外の経費

２ 前項に定める費用負担について疑義を生じた場合は、当該市町村等において協議の上、決

定するものとする。

（県の役割）

第７条 県は、市町村等と緊密に連携し、消防機関、自衛隊及び警察等の実動機関との調整な
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ど、消防応援活動に必要な調整・支援を行う。

また、市町村長等から緊急消防援助隊の要請があった場合又は災害等の状況から県内の消

防相互応援では対応できないと判断した場合は、宮崎県緊急消防援助隊受援計画に基づき、

消防庁長官に対して緊急消防援助隊の出動を要請する。

（改廃）

第８条 この協定の改廃は、知事及び協定市町村等の長の協議により行うものとする。

（委任）

第９条 この協定の実施に関し必要な事項は、宮崎県消防相互応援基本計画に定める。

附 則

１ この協定は、平成 30年 5月 11 日から効力を生じる。

２ 平成 18 年 7 月 20 日付けで関係市町村等の間において締結した宮崎県消防相互応援 協定

（以下「旧協定」という。）は、その効力を失う。ただし、この協定の効力が生じる日前に行

われた消防相互応援に関する経費の負担については、旧協定第 8条の規定は、なおその効力

を有する。

３ この協定の締結を証するため本書 30 通を作成し、県及び市町村等は各自記名押印の上、１

通を保管するものとする。

平成３０年５月１１日
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09 宮崎河川国道事務所管内光ファイバー網の相互接続等に関する協定書

国土交通省九州地方整備局宮崎河川国道事務所長と宮崎市長（以下「両者」という。）は、それ

ぞれが整備する防災関係光ファイバー網の相互接続等に関し、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 本協定は、両者が整備する光ファイバー網を相互に接続し、河川、道路、砂防及び海岸

に関する防災情報等（以下「防災情報」という。）を相互に交換し共有することにより、災害発

生等の恐れがある気象状況下において、災害防止への適正な対応を促進し、広域的かつ効率的

な国土管理の実現と行政サービスの向上を図ることを目的とする。

（対象範囲）

第２条 本協定の対象範囲は、下記による防災情報の伝達手段及び両者による相互交換情報とす

る。

１ ＣＣＴＶカメラ映像等

２ 気象観測情報等（雨量・河川水位等）

３ ホットライン（電話）

４ ＴＶ会議

（防災情報の伝達手段）

第３条 防災情報の伝達手段は、原則として光ファイバー網によるものとする。

（接続の方法）

第４条 接続にあたっては、両者が十分に調整のうえ施工するものとする。

２ 相互接続運用を行う場合には、接続相手先の業務（河川、道路、砂防及び海岸の管理等の情

報伝達）に支障のないように施工するものとする。

（防災情報の内容）

第５条 両者において交換し共有する防災情報の内容は、両者が所掌する施設管理業務や防災活

動などにおいて有用な情報とし、内容は別表１のとおりとする。

ただし、別表１を変更する必要が生じた場合は、その都度両者が協議して変更できるものと

する。

なお、防災情報の交換は、両者の整備状況の進捗にあわせて行うものとする。

（防災情報の取扱）

第６条 第２条の規定に基づき交換する防災情報に係る一切の権利は、当該情報を保有する機関

に帰属する。

２ 第２条の規定に基づき防災情報の提供を受けた機関は、第１条の目的の範囲内において当該

情報を使用するものとする。

また、当該情報を自己の関係機関を除く第三者に提供する場合は、事前に相手の了解を得る

ものとする。

（関係機関）

第７条 前条第２項に規定する関係機関は、別表２のとおりとする。

ただし、別表２を変更する必要が生じた場合は、その都度両者が協議して変更できるものと



２．協定等

【相互応援（公共機関等）】

資料 2-16

する。

（防災情報の交換時間）

第８条 防災情報の交換は常時行うものとする。

ただし、両者の職員を配置しなければならない時間は、災害の発生が予想される場合、又は

その他必要があると認められる場合を除き、それぞれの勤務時間とする。

（施設の設置）

第９条 第２条に規定する伝達手段及び防災情報を交換するために必要な施設（光ファイバ－、

情報機器等をいう。以下同じ。）は、両者がそれぞれ設置するものとする。施設の設置に要する

費用は、両者がそれぞれ負担するものとする。

（施設の維持管理）

第１０条 前条に規定する施設の維持管理は、両者がそれぞれ行い、維持管理に要する費用は両

者がそれぞれ負担するものとする。

（財産の帰属）

第１１条 第９条に基づき設置した施設については、施設の設置に要する費用を負担した者に帰

属するものとする。

（施設の運用）

第１２条 両者は、定期点検等により施設の運用及び情報の交換を計画的に停止する場合は、事

前に相手方と連絡調整する。

また、施設の故障や事故等による突発的な原因により運用が停止し、情報の交換に支障が発

生した場合は、相互に協力して復旧に努めるものとする。

２ 前項に規定する連絡を行う場合の連絡先は、九州地方整備局宮崎河川国道事務所防災課及び

宮崎市役所危機管理課とする。

（工事等による運用中断等に係る協議）

第１３条 両者は、次の各号のいずれかに該当する場合は事前に相手方と協議して処置を定める

ものとする。

一 光ファイバー網等の改築・修繕及び災害復旧により運用の中断が予測される場合。

二 第三者が実施する工事等の原因により両者の所有する光ファイバー網等の運用の中断が予測

される場合。

２ 両者は、前項の規定に係わらず緊急やむを得ない理由により運用が中断した場合は、速やか

に相手方に通知するものとする。

（施設の施工区分及び管理区分）

第１４条 第９条の規定に基づき設置する施設の施工区分及び第１０条に規定する管理区分は原

則として別図１のとおりとするが、これによりがたいときは両者が協議のうえ定めるものとす

る。

（施設の変更）

第１５条 両者は、第９条に基づき設置した施設を変更する場合は、事前に協議するものとする。

ただし、相手方に費用の負担を発生させない軽微なものは除くものとする。

（疑義の解決）

第１６条 この協定に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、必要に応じて両者が協
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議して定めるものとする。

（その他）

第１７条 この協定は、両者の協議により変更できるものとする。

本協定締結の証として、本書２通を作成し両者記名押印のうえ、各自１通を保有する。

平成２６年３月１８日

宮崎県宮崎市大工２丁目３９番地

国土交通省 九州地方整備局 宮崎河川国道事務所長

大脇 鉄也

宮崎県宮崎市橘通西 1丁目 1番 1号

宮 崎 市 長

戸敷 正
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10 災害時における相互応援に関する協定

宮崎市及び広野町（以下「協定市町」という。）は、災害時における応急対策及び復旧対策（以

下「応急復旧対策」という。）に係る相互の応援に関し、次のとおり協定を締結する。

（協定の趣旨）

第 1条 この協定は、協定市町のいずれかの地域において、地震、風水害その他の大規模な災害

（災害対策基本法（昭和 36年法律第 223 号)第 2 条第 1号に規定する災害をいう。）が発生した

場合に、被害を受けた市町（以下「被災市町」という。）の応急復旧対策が円滑に遂行されるよ

うに、被災市町の要請にこたえて、相互に応援を実施するため、必要な事項を定めるものとす

る。

（災害時の応援）

第 2条 災害時における応援の内容は、次の各号に掲げるとおりとする。

(1)食料、飲料水及び生活必需品の提供

(2)応急復旧対策に必要な資機材の提供

(3)応急復旧対策に必要な職員の派遣

(4)ボランティアの調整等

(5)ホームページの代理掲載など災害時の情報発信協力

(6)前各号に掲げるもののほか、特に要請があった事項

（応援の要請）

第 3条 応援を要請しようとする被災市町（以下「受援市町」という。）は、次の各号に掲げる事

項を明らかにし、被災地に赴き応援を行う市町（以下「応援市町」という。）に対し文書により

要請を行うものとする。ただし、緊急を要する場合は、電話等により応援を要請し、その後速

やかに文書を提出するものとする。

(1)被害の状況

(2)応援を必要とする物資等の種類及び数量

(3)応援を必要とする職員の職種及び人員

(4)応援場所及び応援場所への経路

(5)応援を希望する期間

(6)前各号に掲げるもののほか必要な事項

（応援の実施）

第 4条 応援市町は、誠意を持って応援要請に応じ、応援活動に努めるものとする。

2 大規模な災害による通信の途絶等によって被災市町との連絡ができない場合、応援市町は、自

ら情報収集を行い、前条に規定する要請を待たずに自主的に応援活動を行うことができるもの

とする。

（応援経費の負担）

第 5条 応援に要した経費は、法令その他別に定めるものを除くほか、原則として受援市町の負

担とする。

2 受援市町が前項に規定する費用を支弁するいとまがない場合等やむを得ない事情があるとき
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は、応援市町は、当該費用を一時的に立て替えて支弁するものとする。

3 前条第 2項の規定による自主的な応援活動に要する経費は、応援市町の負担とする。

4 前各項の定めによりがたい場合は、その都度、協定市町が協議して決定するものとする。

（災害補償及び損害賠償）

第 6条 第 2条第 3号に掲げる応援により、被災市町に派遣された応援市町の職員（以下「派遣

職員」という。）が、その活動により死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は障害の状態

となった場合において、本人又はその遺族に対する災害補償は、応援市町が負うものとする。

2 派遣職員が、業務遂行中に第三者に損害を与えた場合は、その損害が被災市町との往復途中に

おいて生じたものを除き、受援市町がその賠償の責任を負うものとする。

（連絡担当課等）

第 7条 協定市町は、第 3条の規定による応援の手続きを確実かつ円滑に行うため、担当部署、

連絡責任者及び連絡先等を予め定めておくものとする。

（平常時の情報交換等）

第 8条 協定市町は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう、次の各号に掲げるとおり、

平常時から相互に情報交換等の交流を行うものとする。

(1)災害及び防災・減災に関する情報交換

(2)災害経験の普及・伝承

(3)第 1 号及び第 2号の実施のための職員派遣

(4)前各号に掲げるものほか、特に要請があった事項

（協議）

第 9条 この協定の実施に関し必要な事項又はこの協定に定めのない事項については、その都度、

協定市町が協議して定めるものとする。

（効力の発生）

第 10条 この協定は、令和 年 月 日から施行する。

この協定の締結を証するため、本協定書を 2通作成し、協定市町の長が署名押印のうえ、各 1

通を保有する。

令和 年 月 日

宮崎市長

広野町長
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01 災害発生時における宮崎市と宮崎市内郵便局の協力に関する協定

宮崎県宮崎市（以下「甲」という。）と宮崎市内郵便局（以下「乙」という。）は、宮崎市内に

発生した地震その他による災害時において、甲及び乙が相互に協力し、必要な対応を円滑に遂行

するために次のとおり協定する。

（定義）

第１条 この協定において、「災害」とは、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２

条第１号に定める被害をいう。

（協力要請）

第２条 甲及び乙は、宮崎市内に災害が発生し、次の事項について必要が生じた場合は、相互に

協力を要請することができる。

（１）緊急車両等としての車両の提供

（主に乙から郵便配達用車両を除く乙所有の車両提供を想定とし、甲から乙への車両の提供は

この協定の範囲ではない。）

（２）甲又は乙が収集した被災者の避難所開設状況及び被災者の同意の上で作成した避難先リス

ト等の情報の相互提供

（３）郵便局ネットワークを活用した広報活動

（４）災害救助法適用時における郵便業務に係る災害特別事務取扱及び援護対策

ア 災害時の被災者に対する郵便葉書等の無償交付

イ 被災者が差し出す郵便物の料金免除

ウ 被災地宛て救助用郵便物等の料金免除

エ 被災地宛寄付金を内容とする郵便物の料金免除

（５）乙が郵便物の配達等の業務中に発見した道路等の損傷状況の甲への情報提供

（６）避難所における臨時の郵便差出箱の設置及び郵便局社員による郵便物の取集・交付等並び

にこれらを確実に行うための必要な事項（注）

（７）株式会社ゆうちょ銀行の非常払及び株式会社かんぽ生命保険の非常取扱い

（８）前各号に掲げるもののほか、要請のあったもののうち協力できる事項

（注）避難者情報確認シート（避難先届）又は転居届の配布・回収含む。

（協力の実施）

第３条 甲及び乙は、前条の規定により要請を受けたときは、その緊急性に鑑み、業務に支障の

ない範囲内において、協力するものとする。

（経費の負担）

第４条 第２条に規定する協力要請に対して、協力した者が要した経費については、法令その他

に別段の定めがあるものを除くほか、適正な方法により算出した金額を、要請した者が負担す

る。

２ 前項の負担により、負担すべき金額は、適正な方法により算出するものとし、甲乙協議の

上、決定するものとする。
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（災害情報等連絡体制の整備）

第５条 甲及び乙は、安否情報等の連絡体制を整備するため、その方策について協議するものと

する。

（情報の交換）

第６条 甲及び乙は、相互の防災計画の状況、協力要請事項に関し、必要に応じて情報交換を行

う。

（防災訓練への参加）

第７条 甲は、乙若しくは宮崎市内の各地域が行う防災訓練に参加することができる。

（連絡責任者）

第８条 この協定に関する連絡責任者は、それぞれ次のとおりとする。

甲 宮崎市 総務部危機管理局 局長

乙 日本郵便株式会社 宮崎市役所内郵便局 局長

（協議）

第９条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じた場合は、両者で協議し決定

する。

第１０条 この協定の有効期間は、２０１５年１１月１日から２０１６年３月３１日までとする。

ただし、甲又は乙から書面による解約の申し出がないときは、有効期間最終日から起算し、さ

らに翌年度も効力を有するものとし、以降も同様とする。

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙双方が押印の上、各自１通を保有する。

平成２７年１１月 ２日

甲 宮崎市長

乙
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02 全国中央卸売市場協会災害時相互応援に関する協定

（目的）

第１条 この協定は、全国中央卸売市場協会に加盟する中央卸売市場を開設する都市で次に掲げ

る災害が発生し、災害を受けた都市（ 以下「被災都市」という。）の中央卸売市場開設者（以

下「甲」という。）独自では生鮮食料品を被災都市の住民に十分供給できない場合において、災

害を受けていない都市の中央卸売市場開設者（以下「乙」という。）が友愛的精神に基づき、相

互に救援協力し、緊急・応急措置として、被災都市における生鮮食料品の確保を図るため、必

要な事項を定めるものとする。

（１） 災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 2条第 1号に定める災害

（２） 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成 16年法律第 112 号）

に定める武力攻撃災害又は緊急対処事態における災害

（応援の種類）

第２条 応援の種類は、次のとおりとする。

（１） 被災都市の住民に供給する生鮮食料品の提供

（２） 被災都市の住民に供給する生鮮食料品の提供に係る搬送

（３） 被災都市の住民に供給する生鮮食料品の提供に関し特に要請のあったもの

（応援要請の手続）

第３条 甲は、次に掲げる事項を明らかにして、第６条に定める連絡担当部局を通じ、ファクシ

ミリまたは電子メール等により応援を要請し、後日、速やかに文書を送付するものとする。

（１） 前条第１号に掲げる応援を要請する場合においては、その品名及び数量

（２） 前条第２号に掲げる応援を要請する場合においては、被害の状況に応じた有効な搬送手

段

（３） 被災都市に開設されている中央卸売市場が複数にわたる場合、応援を要する中央卸売市

場の特定及び当該市場への経路

（４） 応援の期間

（５） 人的応援を要請する場合においては、宿泊施設の確保

（６） 前各号に掲げるもののほか、必要な事項

（協定の遵守）

第４条 乙は、信義誠実の原則に則り、速やかに要請に応じ、その応援の実現に努めるものとす

る。

（応援経費の負担）

第５条 応援に要した経費は、甲の負担とする。ただし、乙の自主的な応援に伴う経費は無償と

する。

（連絡担当部局）

第６条 この協定を締結する中央卸売市場の開設者は、相互応援のための連絡担当部局を別に定

め、災害が発生した時は、速やかに相互に連絡をとるものとする。

（協議）

第７条 この協定の実施に関し必要な事項は別に定める。また、この協定に定めない事項は、こ
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の協定を締結する中央卸売市場の開設者が協議して決定する。

上記協定締結の証として本協定書 47 通を作成し、各中央卸売市場の開設者が記名押印の上、

各々１通を保有する。

附 則

この協定は、平成２０年９月１日から効力を生ずる。

平成２０年９月１日

札幌市長 京都市長

青森市長 大阪府知事

八戸市長 大阪市長

盛岡市長 神戸市長

仙台市長 姫路市長

秋田市長 奈良県知事

山形市長 和歌山市長

福島市長 岡山市長

いわき市長 広島市長

宇都宮市長 宇部市長

さいたま市長 徳島市長

千葉市長 高松市長

船橋市長 松山市長

東京都知事 高知市長

横浜市長 北九州市長

川崎市長 福岡市長

甲府市長 久留米市長

静岡市長 長崎市長

浜松市長 佐世保市長

新潟市長 宮崎市長

富山市長 鹿児島市長

金沢市長 沖縄県知事

福井市長

岐阜市長

名古屋市長
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03 全国中央卸売市場協会災害時相互応援に関する協定実施細目

（目的）

第１条 この実施細目は、全国中央卸売市場協会災害時相互応援に関する協定 （ 以下「協定」

という。）の実施に必要な事項を定める。

（応援の期間）

第２条 協定第２条に定める生鮮食料品の応援の期間は、一週間程度とし、長期に及ぶ場合は国

等と調整のうえ対応する。

（応援職員の派遣に要する経費負担等）

第３条 協定第５条に定める応援職員の派遣に要する経費の負担については次のとおりとする。

（１） 応援を要請した中央卸売市場開設者（ 以下「甲」という。）が負担する経費の額は、応

援を行った中央卸売市場開設者（ 以下「乙」という。）が定める規定により算出した当該

応援職員の旅費の額及び諸手当の額の範囲内とする。

（２） 応援職員が応援業務により負傷し、疾病にかかり、又は死亡した場合における公務災害

補償に要する経費は、乙の負担とする。ただし、被災地において応急治療する場合の治療

費は甲の負担とする。

（応援経費の請求、支払い方法）

第４条 協定第５条に定める応援に要する経費を乙が支払った場合は、甲に請求する。

２ 前項に定める請求は、乙の知事名又は市長名による請求書（関係書類添付）により、担当

部局を経由して甲の知事又は市長に請求する。

３ 前２項により難いときは、甲乙協議の上決定する。

（連絡担当部局）

第５条 協定第６条により各中央卸売市場の開設者は、相互応援のための連絡担当局部課名、担

当責任者及び同補助者の職氏名、電話番号その他連絡に必要な事項をあらかじめ相互に連絡す

る。

附 則

この実施細目は、協定の発効日から適用する。

平成２０年９月１日
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01 災害時における物資の供給に関する協定書

宮崎市（以下「甲」という。）と （以下「乙」という。）は、次のとおり災害時

における物資の供給に関する協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、地震、風水害、大火災等の大規模災害（以下「災害」という。）が発生した

場合に、甲が、乙の協力を得て被災者に対して、より速やかかつ円滑に物資を供給できるよう

にすることを目的とする。

（協力の要請）

第２条 甲は、災害時における応急措置のため、緊急に物資の調達が必要となったときは、品目、

数量、場所、期間等を明示した、災害時における物資の供給応援要請書（別記様式。以下「要

請書」という。）により、乙に供給を要請するものとする。ただし、緊急を要するときは、電話

等により口頭で要請し、事後速やかに要請書を提出するものとする。

（協力の実施）

第３条 乙は、前条の要請を受けたときは、乙の営業に支障のない範囲内において、甲に対し、

優先的かつ速やかに供給を行うものとする。

（物資の種類）

第４条 物資の種類は、次のとおりとする。

（１）食料品

（２）食器類

（３）日用品

（４）その他乙の取り扱い商品

（物資の運搬）

第５条 前条の各号に掲げる物資を甲の指定する場所への運搬は、甲又は甲の指定する者が行う

ものとする。

２ 前項の場合において、甲は、必要に応じ乙に対して物資の運搬の協力を求めることができる。

この場合において、甲は、物資を運搬する乙の車両を優先車両として通行できるよう配慮する

ものとする。

（費用）

第６条 乙が甲に供給した商品、運搬等の費用については、甲が負担するものとし、甲は、遅滞

なくその支払いを行うものとする。

２ 前項に規定する費用の額は、乙の物資の供給及び運搬の前（緊急を要する場合にあっては、

物資の供給及び運搬終了後）に、災害発生の直前における適正価格を基準として、甲乙協議の

上決定するものとする。

（報告）

第７条 甲は、乙が保有する物資の在庫品目、数量等について情報の提供を求めることができる。
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（連絡責任者）

第８条 要請及び協力に関する事項の伝達を正確かつ円滑に行うため、連絡責任者を事前に指定

するものとする。

（協議）

第９条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じたときは、その都度、甲乙協議し

て定めるものとする。

（有効期間）

第１０条 この協定の有効期限は、この協定の締結の日から１年とする。ただし、期限満了の１

か月前までに甲乙いずれからも申出がない限り、さらに１年間同一の内容をもってその効力を

有するものとし、その後においても同様とする。

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有する。

平成 年 月 日

甲 宮崎市橘通西一丁目 1番 1号

宮崎市

宮崎市長

乙
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■協定企業一覧

業態 事業所名 住 所 電話 備考

百
貨
店

(株)橘百貨店 橘通西３丁目１０－３２ 0985-26-2301

(株)サンリブ
北九州市小倉南区上葛原 2 丁目

14 番 1 号
093-591-3711

(株)宮崎山形屋 橘通東３丁目４－１２ 0985-31-3351

イオン九州(株)

イオン南宮崎店
大淀 4丁目７－３０ 0985-51-3166

ス
ー
パ
ー
関
係

イオン九州(株)

イオン宮崎店
新別府町江口８６２－１ 0985-60-8181

(株)山形屋ストア 鹿児島市城西３－８－４ 0985-52-2520

(株)永野(うめこうじ) 佐土原町下田島９９２２－３ 0985-30-1035

(株)ハツトリー 霧島３丁目５７－２ 0985-24-1093

イオン九州(株)
福岡市博多区

博多駅東３丁目１３－２１
0985-60-6650

ＮＰＯ法人

コメリ災害対策センター
新潟市南区清水４５０１番地１ 025-371-4185

生
協
・

農
協

(株)エーコープみやざき 花ヶ島鴨の丸８２９－１ 0985-31-2300

生活協同組合

コープみやざき
瀬頭２丁目１０－２６ 0985-32-1234

コ
ン
ビ
ニ

(株)南九州ファミリーマ

ート宮崎営業所
昭和町３０－２ 0985-31-5788

ホ
ー
ム

セ
ン
タ
ー

(株)ハンズマン 都城市吉尾町２０８０番地 0986-38-0847

そ
の
他

宮崎県製パン協同組合 千草町６－２ 0985-22-7417
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02 災害時における救援物資提供に関する協定書

協定先：南九州コカ・コーラボトリング株式会社→コカ・コーラウエスト株式会社

→コカ・コーラボトラーズジャパン株式会社

宮崎市（以下「甲」という。）と南九州コカ・コーラボトリング株式会社（以下「乙」という。）

は、災害時における救援物資提供について次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、災害時における物資の提供に関する乙の甲に対する協力について、必要な

事項を定めるものとする。

（協力の内容）

第２条 市内に震度５弱以上の地震若しくは同等以上の災害が発生又は発生する恐れがある場合

において、甲の災害対策本部が設置され、当該災害対策本部から物資の提供について要請があ

ったときは、乙は次項から第４項までに定める内容により協力するものとする。

２ 乙は、前項の要請があった時は、災害対応型自動販売機の機内在庫の製品を甲に無償提供す

るものとする。

３ 乙は、第１項の要請があった時は、速やかにフォロー体制を整えるなど万全を期すものとす

る。ただし、道路不便及び停電等により供給に支障が生じた場合は、甲との協議により対策を

練るものとする。

４ 乙は、第１項の要請があった時は、飲料水の優先的な安定供給を甲に行うものとする。

５ 前項の飲料水の引渡し場所は、甲乙協議の上決定するものとし、当該場所において乙の納品

書等に基づき甲が内容を確認した上、飲料水を引き取るものとする。なお、飲料水の対価につ

いては甲が負担するものとし、価格は甲乙協議の上決定するものとする。

（要請の手続き）

第３条 甲は、この協定による要請を行う時は、救援物資提供要請書（様式１）により行うもの

とする。ただし、緊急を要するときは口頭、電話等により要請することができるものとし、後

日速やかに文書を提出するものとする。

（期間）

第４条 この協定の有効期間は、協定締結の日から５年間とし、甲乙いずれかから協定解消の申

し出がない限り、同一内容をもって継続するものとする。

２ 前項の協定解消の申し出は、１ヵ月前までに行うものとする。

（協議）

第５条 この協定に定めるもののほか、この協定の実施に関して必要な事項その他この協定に定

めのない事項については、その都度甲乙間で協議して定めるものとする。

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲及び乙の記名押印の上、各１通を保有す

る。

平成１８年 ９月 ２７日

甲 宮崎市橘通西一丁目 1番 1号

宮崎市

宮 崎 市 長

乙
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03 災害時における救援物資提供に関する協定書

協定先：南九州ペプシコーラ販売株式会社→サントリービバレッジサービス(株)宮崎支店

宮崎市（以下「甲」という。）と南九州ペプシコーラ販売株式会社（以下「乙」という。）は、

災害時における救援物資提供について次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、災害時における物資の提供に関する乙の甲に対する協力について、必要な

事項を定めるものとする。

（協力の内容）

第２条 市内に震度５弱以上の地震若しくは同等以上の災害が発生又は発生する恐れがある場合

において、甲の災害対策本部が設置され、当該災害対策本部から物資の提供について要請があ

ったときは、乙は次項から第４項までに定める内容により協力するものとする。

２ 乙は、前項の要請があった時は、緊急飲料提供自動販売機の機内在庫の製品を甲に無償提供

するものとする。

３ 乙は、第１項の要請があった時は、速やかにフォロー体制を整えるなど万全を期すものとす

る。ただし、道路不便及び停電等により供給に支障が生じた場合は、甲との協議により対策を

練るものとする。

４ 乙は、第１項の要請があった時は、飲料水の優先的な安定供給を甲に行うものとする。

５ 前項の飲料水の引渡し場所は、甲乙協議の上決定するものとし、当該場所において乙の納品

書等に基づき甲が内容を確認した上、飲料水を引き取るものとする。なお、飲料水の対価につ

いては甲が負担するものとし、価格は甲乙協議の上決定するものとする。

（要請の手続き）

第３条 甲は、この協定による要請を行う時は、救援物資提供要請書（様式１）により行うもの

とする。ただし、緊急を要するときは口頭、電話等により要請することができるものとし、後

日速やかに文書を提出するものとする。

（期間）

第４条 この協定の有効期間は、協定締結の日から５年間とし、甲乙いずれかから協定解消の申

し出がない限り、同一内容をもって継続するものとする。

２ 前項の協定解消の申し出は、１ヵ月前までに行うものとする。

（協議）

第５条 この協定に定めるもののほか、この協定の実施に関して必要な事項その他この

協定に定めのない事項については、その都度甲乙間で協議して定めるものとする。

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲及び乙の記名押印の上、各１通を保有す

る。

平成１８年 ９月 ２７日

甲 宮崎市橘通西一丁目 1番 1号

宮 崎 市

宮 崎 市 長

乙
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04 災害時における救援物資提供に関する協定書

協定先：宮崎県農協果汁株式会社

宮崎市（以下「甲」という。）と宮崎県農協果汁株式会社（以下「乙」という。）は、災害時に

おける救援物資提供について、次とおり協定を締結する。

（趣旨）

第１条 この協定は、災害時における物資の提供に関する乙の甲に対する協力について、必要な

事項を定めるものとする。

（協力の内容）

第２条 宮崎市内における地震、風水害、その他の災害により甲が災害対策本部を設置し、その

災害対策本部から物資の提供について要請があったとき、乙は以下の内容により協力するもの

とする。

２ 乙は、前項の要請があった時は、飲料水の優先的な無償提供を甲に行うものとする。

３ 前項の無償提供以外に、甲から乙に対し飲料水の要請があるときは、優先的に安定供給する。

飲料水の引渡し場所は甲、乙が協議し決定するものとし、当該場所において乙の納品書等に基

づき甲が確認の上、引き取るものとする。

また、飲料水の対価について甲が負担するが、その一部については乙が無償提供する。価格

は甲、乙協議の上決定する。

（要請）

第３条 甲はこの協定による要請を行うときは、救援物資提供申請書（様式第１号）をもって行

うものとする。ただし、緊急を要するときは口頭、電話等により要請することが出来るものと

し、後日速やかに文書を提出するものとする。

（期間）

第４条 この協定の有効期間は、協定締結の日から平成２１年３月３１日までとする。ただし、

この協定の有効期間満了１月前までに甲乙いずれからも何ら意思表示がないときは、更に期間

満了の日の翌日から１年間この協定の有効期間が延長されたものとし、以後の期間についても

また同様とする。

２ 協定内容に見直しの必要が生じた場合は、協議の上随時変更を行う。

（協議）

第５条 この協定に定めるもののほか、この協定の実施に関して必要な事項、その他この協定に

定めのない事項については、その都度甲、乙で協議して定めるものとする。

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し甲、乙記名押印の上各自１通を保有するもの

とする。

平成２１年 ２月２７日

甲 宮崎市橘通西一丁目１番１号

宮崎市

宮 崎 市 長

乙
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05 災害時における備蓄品の供給に関する協定書

宮崎市（以下「甲」という。）と 協定先一覧のとおり （以下「乙」という。）は、災害時に

おいて、乙の保有する災害時備蓄品（以下、「備蓄品」という。）を甲に供給すること等について、

以下のとおり本協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、甲の区域内で災害（災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条

第１号に規定する災害をいう。以下同じ。）が発生、又はそのおそれのある場合において、甲が

乙の施設を避難所として開設した場合に当該施設の避難者に対して行う、乙の保有する備蓄品

の供給に関し必要な事項を定めることを目的とする。

（協力の要請）

第２条 甲は、災害時における応急措置のため、緊急に乙の保有する備蓄品の供給が必要となっ

たときは、品目、数量、場所、期間等を明示した、「災害時における備蓄品の供給応援要請書（様

式第１号。以下「要請書」という。）」により、乙に供給を要請するものとする。ただし、緊急

を要するときは、電話等により口頭で要請し、事後速やかに要請書を提出するものとする。

（協力の実施）

第３条 乙は、前条の要請に基づき、可能な範囲で保有する備蓄品を甲に供給するものとする。

（備蓄品の種類）

第４条 備蓄品の種類は、次のとおりとする。

備蓄品一覧のとおり

（備蓄品の運搬）

第５条 前条の各号に掲げる備蓄品を甲の指定する場所へ運搬する場合は、甲又は甲の指定する

者が行うものとする。

２ 前項の場合において、甲は、必要に応じ乙に対して備蓄品の運搬の協力を求めることができ

る。

（協力内容の報告）

第６条 乙は、前条の規定に基づき備蓄品を提供した場合は、速やかに品目、数量、場所、期間

等を記載した「災害時における備蓄品の供給応援実施報告書（様式第２号。以下「報告書」と

いう。）」により、甲に報告するものとする。

（費用）

第７条 乙が甲に供給した備蓄品については、災害収束後、甲が速やかに同等品を補填するもの

とする。なお、備蓄品の補填については、現に甲が保有するものとしても差し支えないものと

する。

（情報の交換）

第８条 甲は、乙が保有する備蓄品の在庫品目、数量等について情報の提供を求めることができ

る。

（連絡責任者）

第９条 要請及び協力に関する事項の伝達を正確かつ円滑に行うため、連絡責任者を事前に指定

するものとする。

（協議）

第１０条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じたときは、その都度、甲乙協議

して定めるものとする。
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（有効期間）

第１１条 この協定の有効期限は、この協定の締結の日から１年とする。ただし、期限満了の１

か月前までに甲乙いずれからも申出がない限り、さらに１年間同一の内容をもってその効力を

有するものとし、その後においても同様とする。

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有する。

平成 年 月 日

甲 宮崎市橘通西 1丁目 1番 1号

宮崎市

宮崎市長 戸敷 正

乙

■協定先名称・備蓄品の種類・協定締結日・住所一覧

名称 備蓄品の種類 協定締結日 住所一覧

宮崎県立

宮崎大宮高等学校

・非常食

・飲料水

・トイレ処理袋

平成２８年

１２月１４日

宮崎市

神宮東１丁目３番１０号

学校法人

南九州学園

・非常食

・飲料水

・トイレ処理袋

・毛布

・備蓄消耗品用ケース

・ウエットタオル等

平成２９年

８月２３日

宮崎市

霧島５丁目１番地２



２．協定等

【物資提供】

資料 2-33

06 災害時における医薬品等の調達に関する協定書

協定先：日本チェーンドラッグストア協会宮崎県支部

宮崎市、国富町及び綾町（以下「市町」という。）と日本チェーンドラッグストア協会宮崎県支

部（以下「協会」という。）は、災害時における一般医薬品及び衛生材料（以下「医薬品等」とい

う。）の調達について、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、市町が災害時に医療救護活動を行う場合において、医薬品等の調達に係る

協会の協力について、必要な事項を定めるものとする。

（供給の要請及び協力）

第２条 市町は、災害時に、医薬品等を必要とするときは、協会に対し医薬品等の供給について

要請できるものとする。

２ 協会は、前項の規定により、市町から要請を受けたときは、可能な範囲で保有する医薬品等

を、速やかに市町に供給するものとする。

（要請の方法）

第３条 市町が、前条に基づき協会に医薬品等の供給を要請する場合は、協会に対し医薬品等供

給要請書（様式第１号。以下「要請書」という。）により協力を要請する。ただし、緊急を要す

る場合は、電話等により直接要請できるものとし、市町は、事後速やかに、協会に要請書を提

出するものとする。

（医薬品等の運搬）

第４条 第２条第２項の医薬品等を、市町の指定する場所へ運搬する場合は、市町又は市町の指

定する者が行うものとする。

２ 前項の場合において、市町は、必要に応じ協会に対して医薬品等の運搬の協力を求めること

ができる。

（報告）

第５条 協会は、医薬品等の供給を実施したときは、その実績を医薬品等供給報告書（様式第２

号）により市町に報告するものとする。

（経費の負担）

第６条 市町の要請により協会が供給した医薬品等の経費（第４条第２項に定める運搬費を含

む。）については、市町が負担するものとする。

２ 前項に規定する経費の支払額については、市町及び協会が協議の上適正価格の範囲内で決定

する。

（体制整備）

第７条 協会は、災害時に迅速な対応がとれるよう、組織内の連絡及び医薬品等の供給体制の整

備に努めるものとする。

（情報の交換）

第８条 市町及び協会は、平常時から災害時の対応等について必要な協議をし、情報の交換に努

めるものとする。
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（協議）

第９条 この協定に定めのない事項若しくはこの協定に定めた事項で疑義が生じた場合又はこの

協定に定めた事項を変更する必要が生じた場合は、市町及び協会が協議の上決定するものとす

る。

（有効期限）

第１０条 この協定は、締結の日から効力を生ずるものとし、市町及び協会が文書をもってこの

協定の終了を通知しない限り、その効力は継続するものとする。

この協定の締結を証するため、本書４通を作成し、市町及び協会記名押印の上、各自１通を保

有する。

平成３０年 ７月 ６日

宮崎市橘通西一丁目１番１号

宮崎市

宮崎市長 戸 敷 正

東諸県郡国富町大字本庄４８００番地

国富町

国富町長 中別府 尚文

東諸県郡綾町大字南俣５１５番地

綾町

綾町長 前 田 穰

福岡県福岡市博多区博多駅東二丁目１０番１号

第一福岡ビルＳ館４階 株式会社コスモス薬品内

日本チェーンドラッグストア協会

宮崎県支部長 横 山 英 昭

（株式会社コスモス薬品 代表取締役社長）
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07 災害時における機材のレンタル供給に関する協定書

協定先：平和リース株式会社

平 和 仮 設株式会社

平和ハウス株式会社

宮崎市（以下「甲」という。）と （以下「乙」という。）とは、災害時にお

けるレンタル機材（乙が所有する機材であって、レンタルの用に供するもの。以下「機材」とい

う。）の供給に関し、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、災害時において、甲の要請に基づき、乙が甲に対して行う機材の供給につ

いて、必要な事項を定め、もって応急対策、避難所運営等を円滑に行うことを目的とする。

（供給機材の範囲）

第２条 甲が乙に供給を要請する機材は、乙が保有する機材のうち、要請時点で乙が供給できる

機材とする。

（協力要請）

第３条 甲は、この協定に基づき機材の供給を要請するときは、機材の種類及び数量、供給希望

日、搬入場所その他必要な事項を明らかにして、レンタル機材供給要請書（様式第１号。以下

「要請書」という。）により行うものとする。ただし、文書による要請が困難である場合には

口頭により要請し、その後、遅滞なく要請書を提出するものとする。

（協力の実施）

第４条 搬入場所までの機材の運搬は、原則乙が行うものとする。ただし、乙による運搬が困難

な場合は、甲又は甲の指定する者が行うものとする。

２ 甲は、機材の引渡場所に職員又は甲が指定する者を派遣し、その種類、数量等を確認の上、

受領するものとする。

３ 乙は、機材の引渡しが完了した場合は、甲に対し、速やかにレンタル機材供給完了報告（様

式第２号。以下「報告書」という。）を提出する。ただし、文書による回答が困難である場合

には口頭により回答し、その後、速やかに通知書を提出するものとする。

（経費の負担）

第５条 機材のレンタル及び運搬に係る経費は、甲が負担するものとする。

２ 前項に規定する経費の算出方法については、災害発生直前における適正な価格を基準として、

甲乙協議の上、決定するものとする。

３ 乙は、前項の経費を甲に請求できるものとする。

４ 甲は、前項の規定による請求があったときは、その内容を精査の上、速やかに乙に支払うも

のとする。

（災害補償）

第６条 甲は、第４条の規定に基づき業務に従事した者が、そのため死亡し、負傷し、若しくは

疾病にかかり、又は障がいの状態となった場合の災害補償については、労働者災害に関する関

係法令の適用がある場合を除き、宮崎市消防団員等公務災害補償条例(昭和４１年宮崎市条例

第３８号)を適用し、甲が災害補償を行うものとする。

（情報の交換）

第７条 甲及び乙は、この協定に基づく業務が円滑に行われるよう、随時次の資料を交換するも

のとする。なお、連絡先に変更が生じた場合は、速やかに相手方に報告するものとする。
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（１）宮崎市地域防災計画

（２）連絡責任者及び補助者の職、氏名並びに連絡方法等

（３）組織体制、提供可能な人員及び資機材

（４）その他必要事項

（秘密の保持）

第８条 乙は、協力により知り得た秘密を他に漏らし又は利用してはならない。この協定の有効

期間満了後においても同様とする。

（疑義に関する協議）

第９条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲乙協

議して定めるものとする。

（協定期間）

第１０条 この協定の有効期間は、締結の日から平成３１年３月３１日までとする。ただし、こ

の協定の有効期間満了１月前までに甲乙いずれからも何ら意思表示がないときは、更に期間満

了の日の翌日から１年間この協定の有効期間が延長されたものとし、以後の期間についてもま

た同様とする。

２ 協定内容に見直しの必要が生じた場合は、協議の上随時変更を行う。

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有す

るものとする。

平成３０年 ８月 ７日

甲 宮崎市橘通西 1丁目 1番 1号

宮崎市

宮崎市長 戸敷 正

乙
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08 災害時における資機材調達に関する協定書

協定先：株式会社レンタルのニッケン宮崎営業所

宮崎市（以下「甲」という。）と株式会社レンタルのニッケン宮崎営業所（以下「乙」という。）

とは、災害時における甲乙間での資機材の調達・供給に関し、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、災害発生時（市民の生命、身体及び財産に損害を及ぼす自然災害（暴風、

豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波、噴火その他の異常な自然現象）又は大規模な事故等に

よる大規模災害、その他宮崎市地域防災計画に定められる事象（以下、総称して「災害」とい

う。）が発生し、又は発生するおそれがある場合において、避難所等で必要となった資機材の

速やかな配備を図るため、甲の乙に対する資機材の賃借調達要請、及び当該要請に基づき乙が

行う資機材の賃貸供給に関し必要な事項を定めるものとする。

２ 甲は、自己の地域防災計画等に基づき、乙に対して、資機材の供給の協力要請を行い、必要

な資機材を調達確保することにより、避難者の衛生的な生活環境の確保を図ることを目的とす

る。

（供給機材）

第２条 資機材の種類は次のとおりとする

（１）仮設トイレ

（２）暖房器具（業務用ストーブ）

（３）発電機

（４）照明器具（投光機）

（５）コードリール

（６）ポンプ

（７）その他乙の取扱い商品

（協力の要請）

第３条 甲は、次に掲げる場合において、避難者の衛生的な生活環境の確保を図るため資機材の

調達の必要があると認めるときは、乙に対し、資機材の供給の協力を要請（以下「協力要請」

という。）することができる。

（１）宮崎市内に災害等が発生し、又は災害等が発生するおそれがあるとき。

（２）宮崎市以外において災害等が発生し、国又は近隣の自治体若しくは災害時相互応援協定

市等から資機材の調達に係る斡旋や救援を要請されたとき。

２ 甲は、この協定に基づき機材の供給を要請するときは、資機材の種類及び数量、引渡日時、

引渡場所又は設置場所、設置期間その他必要な事項を明らかにして、資機材協力要請書（様式

第１号。以下「要請書」という。）により行うものとする。但し、緊急を要し、文書をもって

要請するいとまがないときは、口頭、電話、ＦＡＸその他の方法で要請し、事後速やかに文書

を交付する。

３ 前二項に定める甲の協力要請の担当部局は、宮崎市災害対策本部（災害対策本部が設置され

ていないときは宮崎市危機管理課）とする。
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（協力の実施）

第４条 乙は、甲から協力要請を受けたときは、特別の事情がない限り、当該要請に応じるもの

とする。但し、乙が被災したこと等により協力に応ずることができない場合は、遅滞なく、そ

の旨を甲に通知連絡する。

（受渡し）

第５条 資機材の受け渡しは、原則として乙が指定する場所（乙事業所等）において行うものと

する。

２ 前項の定めにかかわらず、乙は、甲から甲指定場所への資機材供給の要請があった場合には、

可能な範囲で応じられるよう努めるものとする。なお、この場合における「資機材供給」とは、

売買、請負、業務委託その他名称の如何を問わず、また、運搬、積卸、組立、設置、撤去その

他態様の如何を問わず役務を伴うものをいうものとする。

３ 資機材の受渡しに際しては、甲は、受渡し場所に甲の職員等（甲の指定する者を含む。）を派

遣し、種類、数量等を確認のうえ、受領又は返還を行うものとする。

（報告）

第６条 乙は、第４条の規定に基づき協力を実施した場合は、資機材の受渡し場所毎に、甲に対

し、速やかに資機材協力実施報告書（様式第２号。以下「報告書」という。）を提出するもの

とする。ただし、特に緊急を要する場合は、電話等をもって報告し、事後に書面を提出するも

のとする。

（経費の負担）

第７条 資機材の賃貸料とその運搬及び設置等に係る経費（以下総称して「経費」という。）甲

が負担するものとする。

２ 前項に規定する経費の算出方法については、災害発生直前における適正な価格を基準として、

甲乙協議の上、決定するものとする。

３ 乙は、前項の経費を甲に請求できるものとする。

４ 甲は、前項の規定による請求があったときは、その内容を精査の上、速やかに乙に支払うも

のとする。

（配慮事項）

第８条 甲は、乙が第５条第２項の規定に基づき資機材供給を行う場合には、協力要請を行うに

際して、各種警報や避難勧告その他立入制限が出されている地域への要請を避けるなど、資機

材供給に従事する作業員の生命の安全に配慮するものとする。

（災害補償）

第９条 甲は、第４条の規定に基づき業務に従事した者が、そのため死亡し、負傷し、若しくは

疾病にかかり、又は障がいの状態となった場合の災害補償については、労働者災害に関する関

係法令の適用がある場合を除き、宮崎市消防団員等公務災害補償条例(昭和４１年宮崎市条例

第３８号)を適用し、甲が災害補償を行うものとする。
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（情報の交換）

第１０条 甲及び乙は、この協定に基づく業務が円滑に行われるよう、随時次の資料を交換する

ものとする。なお、連絡先に変更が生じた場合は、速やかに相手方に報告するものとする。

（１）宮崎市地域防災計画

（２）連絡責任者及び補助者の職、氏名並びに連絡方法等

（３）組織体制、提供可能な人員

（４）提供可能な資機材及び基準価格

（５）その他必要事項

（秘密の保持）

第１１条 乙は、協力により知り得た秘密を他に漏らし又は利用してはならない。この協定の有

効期間満了後においても同様とする。

（疑義に関する協議）

第１２条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲乙

協議して定めるものとする。

（協定期間）

第１３条 この協定の有効期間は、締結の日から平成３１年３月３１日までとする。ただし、こ

の協定の有効期間満了１月前までに甲乙いずれからも何ら意思表示がないときは、更に期間満

了の日の翌日から１年間この協定の有効期間が延長されたものとし、以後の期間についてもま

た同様とする。

２ 協定内容に見直しの必要が生じた場合は、協議の上随時変更を行う。

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有す

るものとする。

平成３１年 ３月１８日

甲 宮崎市橘通西 1丁目 1番 1号

宮崎市

宮崎市長 戸敷 正

乙 宮崎市花ヶ島町柳ノ丸５３０－１

株式会社レンタルのニッケン宮崎営業所

所長 花田 貴之
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09 災害時におけるレンタル機材の供給に関する協定書

協定先：株式会社アクティオ

宮崎市（以下「甲」という。）と株式会社アクティオ（以下「乙」という。）は、災害時におけ

るレンタル機材（乙が所有する機材であって、レンタルの用に供するもの。以下「機材」という。）

の供給に関し、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、災害発生時、又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」という。）に

おいて、甲の要請に基づき、乙が甲に対して行う機材の供給について、必要な事項を定め、も

って応急対策、避難所運営等を円滑に行うことを目的とする。

（供給機材）

第２条 資機材の種類は次のとおりとし、乙は甲に対し、災害時において乙の可能な範囲で供給

を行うものとする。

（１）発電機

（２）投光機

（３）仮設トイレ

（４）移動式クーラー

（５）移動式エアコン

（６）掃除機

（７）レンタカー

（８）仮設ハウス

（９）その他乙の取扱い商品

（協力の要請）

第３条 甲は、この協定に基づき機材の供給を要請するときは、機材の種類及び数量、供給希望

日、搬入場所その他必要な事項を明らかにして、レンタル機材供給要請書（様式第１号。

以下「要請書」という。）により行うものとする。ただし、文書による要請が困難である場合に

は電話、口頭、FAX 等により要請し、その後、遅滞なく要請書を提出するものとする。

２ 前項に定める協力要請の担当部局は、甲においては宮崎市災害対策本部（災害対策本部が設

置されていないときは宮崎市危機管理課）とし、乙においては、株式会社アクティオ宮崎営業

所とする。

（協力の実施）

第４条 乙は、前条の規定による要請を受けた時は、保有機材を甲に優先的に供給するものとす

る。

２ 搬入場所までの機材の運搬は、原則乙が行うものとする。ただし、乙による運搬が困難な場

合は、甲又は甲の指定する者が行うものとする。

３ 甲は、乙が機材を運搬及び供給する際には、車両を緊急又は優先車両として通行できるよう

支援するものとする。

４ 甲は、機材の引渡場所に職員又は甲が指定する者を派遣し、その種類、数量等を確認の上、

受領又は返還するものとする。
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５ 乙は、機材の引渡しが完了した場合は、甲に対し、速やかにレンタル機材供給完了報告書（様

式第２号。以下「報告書」という。）を提出する。ただし、文書による回答が困難である場合に

は電話、口頭、FAX 等により回答し、その後、速やかに通知書を提出するものとする。

（経費の負担）

第５条 機材のレンタル及び運搬に係る経費は、甲が負担するものとする。

２ 前項に規定する経費の算出方法については、災害発生直前における適正な価格を基準として、

甲乙協議の上、決定するものとする。

３ 乙は、前項の経費を甲に請求できるものとする。

４ 甲は、前項の規定による請求があったときは、その内容を精査の上、速やかに乙に支払うも

のとする。

（災害補償）

第６条 甲は、第４条の規定に基づき業務に従事した者が、そのため死亡し、負傷し、若しくは

疾病にかかり、又は障がいの状態となった場合の災害補償については、労働者災害に関する関

係法令の適用がある場合を除き、宮崎市消防団員等公務災害補償条例(昭和４１年宮崎市条例第

３８号)を適用し、甲が災害補償を行うものとする。

（情報の交換）

第７条 甲及び乙は、この協定に基づく業務が円滑に行われるよう、随時次の資料を交換するも

のとする。なお、連絡先に変更が生じた場合は、速やかに相手方に報告するものとする。

（１）宮崎市地域防災計画

（２）連絡責任者及び補助者の職、氏名並びに連絡方法等

（３）組織体制、提供可能な人員

（４）提供可能な資機材及び基準価格

（５）その他必要事項

（秘密の保持）

第８条 乙は、協力により知り得た秘密を他に漏らし又は利用してはならない。この協定の

有効期間満了後においても同様とする。

（疑義に関する協議）

第９条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲乙協

議して定めるものとする。

（協定期間）

第１０条 この協定の有効期間は、締結の日から令和２年３月３１日までとする。ただし、この

協定の有効期間満了１月前までに甲乙いずれからも何ら意思表示がないときは、更に期間満了

の日の翌日から１年間この協定の有効期間が延長されたものとし、以後の期間についてもまた

同様とする。

２ 協定内容に見直しの必要が生じた場合は、協議の上随時変更を行う。

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有す

るものとする。
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令和元年１０月３０日

甲 宮崎市橘通西一丁目１番１号

宮崎市

宮崎市長 戸敷 正

乙 福岡県福岡市博多区博多駅前三丁目２番８号

株式会社アクティオ 九州支店

上席執行役員九州支店長 橋爪 正一
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01 災害時における下水道の応急復旧に関する協定書

協定先：宮崎管工事協同組合

宮崎市（以下「甲」という。）と宮崎管工事協同組合（以下「乙」という。）は、地震風水

害その他の災害（以下「災害」という。）により甲の管理する下水道管路施設に被害が生じた

場合における応急復旧に関し、次のとおり協定を締結する。

（総則）

第１条 この協定は、「宮崎市地域防災計画」に基づき、甲が行う災害発生時の応急復旧に対

する乙の協力に関し、必要な事項を定めるものとする。

（協力の要請）

第２条 甲は、災害の発生時において必要があると認めるときは、乙に対し応急復旧の応援

を要請することができる。

２ 乙は、前項の応援の要請により、乙の組合員に対し出動を要請する。

３ 対象施設は、汚水管の取付管及び公共汚水桝等とする。

（要請手続）

第３条 甲は、乙に対し日時、場所、業務内容等について、文書等の方法により応援を要請

する。

（協力）

第４条 乙は、第２条の規定により甲の応援要請を受けたときは、速やかに応急復旧を行う

ため、必要な人員、車両、資機材等を準備し協力体制を取るものとする。

２ 乙は、甲の指示に従い応急復旧に従事するものとする。

（協力の準備）

第５条 乙は、甲の応急復旧の要請に対し速やかに対処するため、日頃から乙の協力できる

人員と車両及び資機材等の保有状況を把握し、甲に報告するものとする。

２ 乙は、甲の実施する防災訓練に積極的に参加するものとする。

（費用負担）

第６条 甲は、乙がこの協定に基づく協力のために要した費用について、甲が定める基準に

より算定した額を負担するものとする。

（労働災害補償・損害賠償）

第７条 この協定に基づいて応急復旧に従事した者が本業務において負傷若しくは疾病にか

かり、又は、死亡した場合の損害補償については、労働者災害補償保険法（昭和２２年法

律第５０号）の適用がある場合を除き、宮崎市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年

宮崎市条例第３８号）に基づき、これを補償するものとする。

２ 応急復旧により、第三者に損害を与えた場合は甲、乙協議のうえ対処するものとする。

（協議）

第８条 この協定に疑義を生じた場合及びこの協定に定めのない事項については、その都度

甲、乙協議のうえ決定するものとする。

（協定の効力）

第９条 この協定の有効期間は、締結の日から平成３２年３月３１日までとする。ただし、

この協定の期間満了の１か月前までに甲及び乙からも何ら意思表示がないときは更に１年

間更新するものとし、その後も同様とする。

この協定を証するため本書を２通作成し、甲乙記名押印のうえ、それぞれ１通を保有する
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ものとする。

平成３１年 ４月 ３日

甲 宮崎市鶴島三丁目２５２番地

宮崎市

宮崎市上下水道事業管理者

上下水道局長 宮本 兼治

乙
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02 災害時における水道の応急復旧に関する協定書

協定先：宮崎管工事協同組合

宮崎市水道局（以下「甲」という。）と宮崎管工事協同組合（以下「乙」という。）は、地震風

水害その他の災害（以下「災害」 という。）により甲の水道施設に被害が生じた場合における応

急復旧に関し、次のとおり協定を締結する。

（総則）

第１条 この協定は、「宮崎市地域防災計画」に基づき、甲が行う災害発生時の応急復旧に対する

乙の協力に関し、必要な事項を定めるものとする。

（協力の要請）

第２条 甲は、災害の発生時において必要があると認めるときは、乙に対し応急復旧の応援を要

請することができる。

２ 乙は、全号の応援の要請により、乙の組合員に対し出動を要請する。

（要請手続）

第３条 甲は、乙に対し日時、場所、業務内容等について、文書等の方法により応援を要請する。

（協力）

第４条 乙は、第 2条の規定により甲の応援要請を受けたときは、速やかに、応急復旧を行うた

め、必要な人員、車両、資機材等を準備し協力体制を取るものとする。

２ 乙は、甲の指示に従い応急復旧に従事するものとする。

（協力の準備）

第５条 乙は、甲の応急復旧の要請に対し速やかに対処するため、日頃から乙及び乙の組合員の

協力できる人員と車両及び資機材等の保有状況を把握し、甲に報告するものとする。

２ 乙は、甲の実施する防災訓練に積極的に参加するものとする。

（費用負担）

第６条 甲は、乙がこの協定に基づく協力のために要した費用について、甲が定める基準により

積算した額を負担するものとする。

（労働災害補償・損害賠償）

第７条 応急復旧において、乙及び乙の組合員の従業員が負傷し、疾病にかかり、又は死亡した

場合においては、乙及び乙の組合員の労働災害保険により補償するものとする。

２ 応急復旧により、第三者に損害を与えた場合は甲、乙協議のうえ対処するものとする。

（協議）

第８条 この協定に疑義を生じた場合及びこの協定に定めのない事項については、その都度甲、

乙協議のうえ決定するものとする。

この協定を証するため本書を２通作成し、甲乙記名押印のうえ、それぞれ１通を保有するもの

とする。

平成９年１０月６日

甲 宮崎市鶴島三丁目２５２番地

宮 崎 市

宮崎市水道事業管理者

水 道 局 長

乙
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03 災害時における下水道の維持修繕に関する協定書

協定先：日本下水道事業団

宮崎市（以下「委託者」という。）と日本下水道事業団（以下「受託者」という。）とは、

委託者の所管する下水道施設について災害が発生した場合において受託者が行う下水道施設

の維持又は修繕に関する工事その他の支援（以下「災害支援」という。）に関し、次のとおり

協定を締結する。

（目的等）

第１条 この協定は、受託者が行う災害支援に関して基本的な事項を定め、災害支援の円滑

な実施により、災害が生じた下水道施設の機能の迅速な回復を図り、もって浸水被害の拡

大その他の生活環境の悪化又は公共用水域の水質の悪化を防止することを目的とする。

２ この協定は、下水道法（昭和３３年法律第７９号）第１５条の２に規定する災害時維持

修繕協定である。

（対象）

第２条 この協定の対象となる災害は、次に掲げる原因により生ずるものとする。

一 暴風、竜巻、豪雨、落雷、豪雪、洪水、崖崩れ、土石流、高潮、地震、津波、噴火、

地滑りその他の異常な自然現象

二 その他委託者と受託者の協議により定めるもの

２ この協定の対象となる下水道施設は、別紙に掲げるもの（以下「協定下水道施設」とい

う。）とする。

（災害支援の内容）

第３条 受託者が行う災害支援は、次に掲げるものとする。

一 災害の状況を確認するために行う現地調査（協定下水道施設の点検を含む。）

二 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法施行令（昭和２６年政令第１０７号）第５条

１項の規定による災害報告に必要な資料の作成

三 協定下水道施設について、その応急工事又は復旧工事が完了するまでの間、暫定的に

その機能を確保するために行う簡易消毒の実施、仮設ポンプの設置その他の維持又は修

繕に関する工事

四 災害査定に必要な設計図書その他の関係資料の作成（作成のために行う現地調査を含

む。）及び災害査定への立会

五 前各号に掲げる災害支援に附帯する支援

（災害支援の要請の方法）

第４条 委託者は、受託者に災害支援を要請しようとする場合には、文書により行うものと

する。ただし、文書によることができない場合には、電子メールの送信又はファクシミリ

装置を用いた送信（これらの送信ができないときは、口頭又は電話）により当該要請を行

うことができる。

２ 前項ただし書の場合においては、委託者は、事後において速やかに、受託者に文書を交

付するものとする。

（災害支援の実施）

第５条 受託者は、前条の要請があったときは、その人員等に応じて可能な範囲で、第３条

に規定する災害支援を行うものとする。

（災害支援の完了の報告）

第６条 受託者は、前条の規定による災害支援の全部又は一部を完了したときは、委託者に

対し、速やかにその内容を報告するものとする。
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（費用の負担）

第７条 委託者は、受託者が行った災害支援に要した費用（第３条第１号及び第２号に規定

する災害支援に要したものを除く。）を負担するものとする。

２ 受託者は、前項の費用として、職員の人件費及び旅費、使用した機材又は薬品の代価そ

の他の実費に相当する額を委託者に請求するものとする。

３ 委託者は、前項の規定による請求があったときは、その内容を精査の上、速やかに受託

者に支払うものとする。

（廃止）

第８条 委託者又は受託者においてこの協定を継続できない事情が生じたときは、委託者受

託者協議の上、この協定を廃止することができる。

２ 委託者又は受託者がこの協定の定めに違反した場合においては、委託者又は受託者は、

違反した相手方への書面による通告をもって、この協定を廃止することができる。

（事務局）

第９条 この協定に基づく災害支援に係る事務局は、次のとおりとする。

一 委託者の事務局 宮崎市 上下水道局 下水道部 下水道施設課

二 受託者の事務局 日本下水道事業団 九州総合事務所 施工管理課

（協定の有効期間）

第１０条 この協定の有効期間は、この協定を締結した日から令和３年９月３０日までとす

る。

（その他）

第１１条 この協定に定めのない事項及び疑義を生じた事項については、委託者と受託者が

協議して定める。

この協定を証するため、本書２通を作成し、委託者受託者記名押印し、それぞれ１通を保

有する。

令和元年１０月１日

委託者 住所 宮崎県宮崎市鶴島三丁目２５２番地

名称 宮崎市

氏名 宮崎市上下水道事業管理者

上下水道局長

受託者
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04 災害時における復旧支援協力に関する協定書

協定先：公益社団法人日本下水道管路管理業協会

宮崎市（以下「甲」という。）と公益社団法人日本下水道管路管理業協会（以下「乙」とい

う。）とは、地震等の災害により甲の管理する公共下水道の下水道管路施設（以下「協定下水

道施設」という。）が被災したときに行う復旧支援協力に関して以下のとおり、下水道法（昭

和３３年法律第７９号）第１５条の２の規定に基づいた協定を締結する。農業集落排水につ

いては公共下水道に準ずるものとし、協定下水道施設に農業集落排水の下水道管路施設も含

めるものとする。

（目的）

第１条 この協定は、乙の甲に対する復旧支援協力に関して基本的な事項を定め、災害等に

より被災した協定下水道施設の機能の早期復旧を行うことを目的とする。

（復旧支援協力の要請）

第２条 甲は、乙に対し災害等により被災した協定下水道施設の復旧に関し、次の業務の

支援を要請することができる。

一 応急復旧のために必要な業務（巡視、点検、調査、清掃、修繕）

二 その他、甲と乙の間で協議し必要とされる業務

２ 前項の復旧支援協力の要請に関する甲の連絡窓口は、宮崎市上下水道局下水道整備課、

乙の連絡窓口は、公益社団法人日本下水道管路管理業協会九州支部宮崎担当とする。

３ 甲の乙に対する復旧支援協力要請は、支援内容を明らかにした書面により行うものとす

る。ただし、緊急時等で書面により難いときは、電話等で行うことができるものとし、こ

の場合は事後において書面を提出するものとする。

４ 乙は、前３項により甲の要請する業務を行うために、必要な人員、機材等をもって要請

された業務を遂行しなければならない。

（費用の負担）

第３条 甲は、乙が行った復旧支援に要した費用を負担するものとする。

２ 甲は、請求があったときは、その内容を精査の上、速やかに乙に支払うものとする。

（労働災害補償・損害賠償）

第４条 甲は、この協定に基づいて応急復旧に従事した者が本業務において負傷若しくは疾

病にかかり、又は死亡した場合の損害補償については、労働者災害補償保険法（昭和２２

年法律第５０号）の適用がある場合を除き、宮崎市消防団員等公務災害補償条例（昭和４

１年宮崎市条例第３８号）に基づき、これを補償するものとする。

２ 応急復旧により第三者に損害を与えた場合は、甲、乙協議のうえ対処するものとする。

（報告）

第５条 乙は、甲の要請により行った支援業務が終了したときは、速やかに甲に対し書面を

もって報告を行うものとする。

２ 乙は、毎年３月３１日現在において災害時の支援に備えて、支援協力が可能な会社、提

供可能な車輌等の機器及び人員を甲に対して報告するものとする。

（協定下水道施設台帳データの提供）

第６条 甲は、特定下水道施設等の復旧に必要な台帳の図面等を、ＰＤＦ等の電子データと

して乙に提供するものとする。

２ 甲は、台帳に大幅に変更があった場合など、適宜、最新の電子データを乙に提供するも

のとする。

３ 乙は、甲から提供を受けた電子データを適切に保管しなければならない。
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（協定下水道施設台帳データの開示）

第７条 乙は、甲から支援要請があったとき、支援出動する乙の会員に対して、甲から提供

を受けた電子データを開示することができる。

２ 支援出動した乙の会員は、甲から提供を受けた電子データを支援業務及び必要な報告等

以外に使用してはならない。

３ 甲と乙の合同訓練を実施する場合も、前２項を準用する。

（広域被災）

第８条 甲が管轄する地域において、公益社団法人日本下水道協会が制定した「下水道事業

における災害時支援に関するルール」に基づく下水道対策本部が設置された場合に乙は、

下水道対策本部による活動を優先する。

（協定機関）

第９条 この協定の有効期間は、協定締結の日から平成３２年３月３１日までとする。た

だし、期間満了の３０日前までに甲又は乙から申し出がない場合、この協定は１年間更新

されるものとし、以降も同様とする。

（違反措置）

第１０条 甲又は乙がこの協定の定めに違反した場合は、甲又は乙は違反した相手方への書

面による通告をもって、この協定を廃止することができるものとする。

（その他）

第１１条 この協定に定めのない事項及び疑義を生じた場合は、甲と乙が協議して決定する

ものとする。

この協定を証するため、本書２通を作成し、甲と乙がそれぞれ記名押印のうえ、各自１通

を保有するものとする。

平成３１年 ３月２９日

甲 宮崎県宮崎市鶴島三丁目２５２番地

宮崎市

宮崎市上下水道事業管理者

上下水道局長

乙 東京都千代田区岩本町二丁目５番１１号

公益社団法人日本下水道管路管理業協会

会 長
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01 災害時における緊急輸送の応援に関する協定書

協定先：社団法人宮崎県トラック協会→一般社団法人宮崎県トラック協会

宮崎市（以下「甲」という。）と社団法人宮崎県トラック協会（以下「乙」という。）との間に

おいて、次のとおり協定を締結する。

（趣旨）

第１条 この協定は、災害（災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１号に規定

する災害をいう。以下同じ。）が発生し、又は発生するおそれがある場合における緊急輸送の応

援に関し、適正かつ円滑な運営を図るため、必要な事項を定めるものとする。

（要請）

第２条 甲は、応急対策を実施する上で乙の応援を必要と認めるときは、救援物資緊急輸送要請

書（様式第１号。以下「要請書」という。）により、乙に対し、応援を要請するものとする。た

だし、緊急を要するときは、電話等により要請し、事後に要請書を提出するものとする。

（実施）

第３条 乙は、前条の規定により甲からの応援の要請を受けたときは、業務上の支障その他やむ

を得ない事由のない限り、通常業務に優先して実施するものとする。

（報告）

第４条 乙は、前条の規定により応援に従事したときは、救援物資緊急輸送実施報告書（様式第

２号。以下「報告書」という。）により、甲に対し、速やかに報告するものとする。ただし、緊

急を要するときは、電話等により報告し、事後に報告書を提出するものとする。

（経費の負担）

第５条 第３条の規定による応援に要した経費は、甲が負担する。

２ 前項の経費は、災害発生直前における当該地域の事業者が定める運賃及び料金を基準として、

甲乙協議の上、決定するものとする。

（経費の請求）

第６条 乙は、第３条の規定による応援が完了した後、甲に対し、速やかに、前条の経費を請求

する。

２ 甲は、前項の規定による請求があったときは、乙に対し、速やかに、経費を支払うものとす

る。

（事故等）

第７条 乙は、提供した事業用自動車が故障その他の理由により運行を中断したときは、速やか

に当該事業用自動車を交換して、運行を継続しなければならない。

２ 乙は、その事業用自動車の運行に際し、事故が発生したときは、甲に対し、速やかに、その

状況を報告しなければならない。

（補償）

第８条 甲は、第３条の規定により応援に従事した者が、応援に従事したことにより死亡し、負

傷し、若しくは疾病にかかったときは、次に掲げる場合を除き、宮崎市消防団員等公務災害補

償条例（昭和４１年条例第３８号）の例により、その損害を補償する。
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（１）応援に従事する者の故意又は重大な過失による場合

（２）当該損害につき、乙又は応援に従事する者が締結した損害保険契約により、保険給付を

受けることができる場合

（３）当該損害が第三者の行為によるものであって、当該第三者から損害賠償を受けることが

できる場合

（連絡責任者）

第９条 この協定に関する責任者は、あらかじめ連絡担当者を定め、災害が発生したときは、速

やかに、相互に連絡をとるものとする。

（担当者名簿の作成）

第１０条 甲及び乙は、この協定締結の日及び毎年４月１日現在の災害等における緊急輸送の応

援に関する協定事務担当者名簿（様式第３号）を作成し、相互に交換して保有するものとする。

（協議）

第１１条 この協定に定めのない事項又はこの協定について変更の必要若しくは疑義が生じたと

きは、甲乙協議して定めるものとする。

（有効期間）

第１２条 この協定の有効期間は、締結の日から平成１９年３月３１日までとする。

（協定の更新）

第１３条 この協定の有効期間の終了１か月前までに、甲乙のいずれか一方から異議の申し出が

ないときは、終期の翌日において向かう１か年順次協定を更新したものとみなす。

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有するも

のとする。

平成１８年９月２７日

甲 宮崎市橘通西一丁目１番１号

宮 崎 市

宮 崎 市 長

乙
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02 災害時における物流専門家派遣及び地域内輸送拠点の業務支援に関する協定書

協定先：一般社団法人宮崎県トラック協会

宮崎市（以下「甲」という。）と一般社団法人宮崎県トラック協会（以下「乙」という。）

は、災害時における国、県等からの緊急物資（以下「支援物資」という。）の受入れ、保管及

び被災市町村等への搬出を行う地域内輸送拠点の業務支援に関する協定を締結する。

（趣旨）

第１条 この協定は、南海トラフ巨大地震等の大規模な災害が発生し、支援物資の物流に係

る業務を適正かつ円滑に行うため、その必要な手続き等について定めるものとする。

（地域内輸送拠点の開設等）

第２条 甲は、大規模な災害の発生により国、県等からの支援物資を安定的に避難者へ供給

するために必要と判断した場合は、地域内輸送拠点を開設する。

２ 甲は、地域内輸送拠点において次の各号に定める業務（以下「拠点業務」という。）を

行う。

（１）支援物資の受入

（２）地域内輸送拠点における支援物資の在庫管理、仕分け及び保管等

（３）市町村が指定する各避難所等に輸送する支援物資の搬出

（４）前各号に掲げるもののほか甲が必要と認めるもの

３ 甲は、拠点業務の必要性が低下したと判断したときは、これを閉鎖するものとする。

（支援の要請）

第３条 甲は、拠点業務を行うに当り、必要と認めるときは、乙に対し、次の各号に掲げる

内容を要請するものとする。

（１）宮崎市災害対策本部への物流専門家の派遣

（２）前条第２項各号に定める拠点業務の支援

（物流専門家の業務）

第４条 前条第１項第１号に定める物流専門家は、次の各号に定める業務を行う。

（１）輸送ルートの被災状況に応じた車両選定や代替ルートの調整等

（２）甲が指定する地域内輸送拠点が使用できない場合の拠点の選定等

（拠点業務の支援）

第５条 第３条第１項第２号に定める拠点業務の支援は、次の各号に定める業務を行う。た

だし、支援の役割分担については、地域内輸送拠点の施設管理者と事前の調整を十分行う

ものとする。

（１）拠点業務を行うために必要な物流コーディネーターの派遣

（２）拠点業務に必要な人員及び機材の提供

（３）拠点業務の実施

（４）その他第２条第２項各号に定める業務に関し甲が必要と認めるもの
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（要請の手続き）

第６条 第３条の規定による要請は、物流専門家派遣及び地域内輸送拠点業務支援要請書（様

式第１号。以下「要請書」という。）により行うものとする。ただし、緊急時等、文

書による要請が困難である場合には口頭により要請し、その後、遅滞なく要請書を提出す

るものとする。

２ 乙は、前項の要請を受けた場合は、物流専門家派遣及び地域内輸送拠点業務支援通知書

（様式第２号。以下「通知書」という。）により回答する。ただし、文書による回答が困

難である場合には口頭により回答し、その後、速やかに通知書を提出するものとする。

（物流専門家の派遣及び拠点業務の実施）

第７条 乙は、前条第１項に規定する要請を受けたときには、速やかに物流専門家の派遣及

び拠点業務の支援を行うものとする。ただし、乙が被災等により要請に応じることが困難

な場合は、この限りでない。

（経費の負担）

第８条 物流専門家の派遣及び拠点業務に要した経費は、甲が負担するものとする。

２ 甲が負担する経費の算出方法については、次の各号の災害発生直前における通常の料金

（価格）を参考として、甲乙協議の上、決定するものとする。

（１）物流拠点における使用料

（２）人件費

（費用の請求）

第９条 乙は、実績報告書兼請求書（様式第３号）により、甲に業務実績を報告するととも

に、要した費用を請求する。

２ 甲は、前項の報告及び請求があったときは、その内容を確認し、速やかに乙に費用を支

払うものとする。

３ 第１項の請求の時期等については、甲、乙協議して決定するものとする。

（災害補償）

第１０条 甲は、第３条の規定に基づき業務に従事した者が、そのため、死亡し、負傷し、

若しくは疾病にかかった場合の災害補償については、労働者災害補償保険法（昭和２２年

法律第５０号）に基づき、これを補償するものとする。

（第三者に対する損害賠償）

第１１条 業務中に、乙が第三者に対して及ぼした損害については、その賠償方法及び賠償

額は、甲乙協議のうえ定めるものとする。

（情報の交換）

第１２条 甲及び乙は、この協定に基づく業務が円滑に行われるよう、随時次の資料を交換

するものとする。なお、連絡先に変更が生じた場合は、速やかに相手方に報告するものと

する。

（１）宮崎市地域防災計画

（２）連絡責任者及び補助者の職、氏名並びに連絡方法等

（３）その他必要事項
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（災害時における情報提供）

第１３条 甲及び乙は、大規模な災害発生後は直ちに連絡を取り、関連施設の被災状況や要

請の可能性等について、相互に情報提供を行うよう努めるものとする。

（秘密の保持）

第１４条 甲及び乙は、拠点業務により知ることができた秘密を他人に漏らし又は利用して

はならない。業務が終了した後においても同様とする。

（協議）

第１５条 この協定に定めるもののほか、この協定の実施に関し必要な事項は、別に定める。

２ この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲乙協

議して定めるものとする。

（適用）

第１６条 この協定の有効期間は、締結の日から平成３０年３月３１日までとする。ただし、

この協定の有効期間満了１月前までに甲乙いずれからも何ら意思表示がないときは、更に

期間満了の日の翌日から１年間この協定の有効期間が延長されたものとし、以後の期間に

ついてもまた同様とする。

２ 協定内容に見直しの必要が生じた場合は、協議の上随時変更を行う。

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保

有するものとする。

平成２９年 ９月 ７日

甲 宮崎市橘通西一丁目１番１号

宮崎市

宮崎市長 戸敷 正

乙 宮崎市恒久一丁目７番２１号

一般社団法人宮崎県トラック協会

会長 牧田 信良
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03 災害時における地域内輸送拠点の提供等に関する協定書（リエゾン有り）

協定先：株式会社鹿児島急送

ヤマト運輸株式会社宮崎主管支店

宮崎市（以下「甲」という。）と （以下「乙」という。）とは、災害時にお

ける国等からの緊急物資（以下「支援物資」という。）の受入れ、保管及び避難所等への搬出

を行う地域内輸送拠点の開設及び業務支援に関する協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、南海トラフ巨大地震等の大規模な災害が発生し、支援物資の物流に係

る業務を適正かつ円滑に行うため、その必要な手続き等について定めることを目的とする。

（地域内輸送拠点の開設等）

第２条 甲は、大規模な災害の発生により国等からの支援物資を安定的に避難者へ供給する

ために必要と判断した場合は、地域内輸送拠点を開設する。

２ この協定に定める地域内輸送拠点は、次の施設とする。

施設名

所在地

３ 甲は、地域内輸送拠点において次の各号に定める業務（以下「拠点業務」という。）を

行う。

（１）支援物資の受入

（２）地域内輸送拠点における支援物資の在庫管理、仕分け及び保管等

（３）市が指定する地域内輸送拠点又は各避難所に輸送する支援物資の搬出

（４）前各号に掲げるもののほか甲が必要と認めるもの

４ 乙は、地域内輸送拠点との連絡調整のため、現地情報連絡員（以下「リエゾン」とい

う。）を甲に派遣する。甲は、現地情報連絡員の活動場所を災害対策本部等に確保し、適

切に情報交換を行う。

５ 甲は、拠点業務の必要性が低下したと判断したときは、これを閉鎖するものとする。

（支援の要請）

第３条 甲は、拠点業務を行うに当り、必要と認めるときは、乙に対し、次の各号に掲げる

内容を要請するものとする。

（１）前条に規定する地域内輸送拠点の開設のための事前準備

（２）拠点業務を行うために必要なスペースの確保

（３）拠点業務に必要な人員及び搬送等に必要な機材の提供

（４）地域内輸送拠点との連絡調整のため、甲の災害対策本部等へのリエゾンの派遣

（５）その他前条第３項各号に規定する業務に関し甲が必要と認めるもの

（要請の手続き）

第４条 前条の規定による要請は、地域内輸送拠点施設開設要請書（様式第１号。以下「要

請書」という。）により行うものとする。ただし、文書による要請が困難である場合には

口頭により要請し、その後、遅滞なく要請書を提出するものとする。
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２ 乙は、前項の要請を受けた場合は、地域内輸送拠点開設通知書（様式第２号。以下「通

知書」という。）により回答する。ただし、文書による回答が困難である場合には口頭に

より回答し、その後、速やかに通知書を提出するものとする。

（拠点業務の実施）

第５条 乙は、前条第１項に規定する要請を受けたときには、速やかに地域内輸送拠点の開

設準備及び拠点業務の支援を行うものとする。ただし、乙が被災等により要請に応じるこ

とが困難な場合は、この限りでない。

（経費の負担）

第６条 拠点業務に要した経費は、甲が負担するものとする。

２ 甲が負担する経費の算出方法については、災害対策基本法で定めるほか、災害時輸送に

係る合理的な範囲内で甲乙協議の上、決定するものとする。

（１）物流拠点における使用料

（２）人件費

（費用の請求）

第７条 乙は、実績報告書兼請求書（様式第３号）により、甲に業務実績を報告するととも

に、要した費用を請求する。請求の時期等については、甲乙協議の上、決定するものとす

る。

２ 甲は、前項の報告及び請求があったときは、その内容を確認し、速やかに乙に費用を支

払うものとする。

（災害補償）

第８条 甲は、第３条の規定に基づき業務に従事した者が、そのため、死亡し、負傷し、若

しくは疾病にかかった場合の災害補償については、労働者災害補償保険法（昭和２２年法

律第５０号）に基づき、これを補償するものとする。

（第三者に対する損害賠償）

第９条 業務中に、乙が第三者に対して及ぼした損害については、その賠償方法及び賠償額

は、甲乙協議のうえ定めるものとする。

（情報の交換）

第１０条 甲及び乙は、この協定に基づく業務が円滑に行われるよう、随時次の資料を交換

するものとする。なお、連絡先に変更が生じた場合は、速やかに相手方に報告するものと

する。

（１）宮崎市地域防災計画

（２）連絡責任者及び補助者の職、氏名並びに連絡方法等

（３）リエゾンの職、氏名並びに連絡方法等

（４）その他必要事項

（秘密の保持）

第１１条 甲及び乙は、拠点業務又はリエゾン派遣により知ることができた秘密を他人に漏

らし又は利用してはならない。業務が終了した後においても同様とする。
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（疑義に関する協議）

第１２条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、

甲乙協議して定めるものとする。

（協定期間）

第１３条 この協定の有効期間は、締結の日から平成３０年３月３１日までとする。ただし、

この協定の有効期間満了１月前までに甲乙いずれからも何ら意思表示がないときは、更に

期間満了の日の翌日から１年間この協定の有効期間が延長されたものとし、以後の期間に

ついてもまた同様とする。

２ 協定内容に見直しの必要が生じた場合は、協議の上随時変更を行う。

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保

有するものとする。

平成 年 月 日

甲 宮崎市橘通西一丁目１番１号

宮崎市

宮崎市長

乙
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04 災害時における地域内輸送拠点の提供等に関する協定書（リエゾン無し）

協定先：株式会社共立電機製作所

宮崎県経済農業協同組合連合会

丸栄宮崎株式会社 Jupiter 工場

宮崎市（以下「甲」という。）と （以下「乙」という。）とは、災害時にお

ける国等からの緊急物資（以下「支援物資」という。）の受入れ、保管及び避難所等への搬出を行

う地域内輸送拠点の開設及び業務支援に関する協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、南海トラフ巨大地震等の大規模な災害が発生し、支援物資の物流に係る業

務を適正かつ円滑に行うため、その必要な手続き等について定めることを目的する。

（地域内輸送拠点の開設等）

第２条 甲は、大規模な災害の発生により国等からの支援物資を安定的に避難者へ供給するため

に必要と判断した場合は、地域内輸送拠点を開設する。

２ 甲は、地域内輸送拠点において次の各号に定める業務（以下「拠点業務」という。）を行う。

（１）支援物資の受入

（２）地域内輸送拠点における支援物資の在庫管理、仕分け及び保管等

（３）市が指定する地域内輸送拠点又は各避難所に輸送する支援物資の搬出

（４）前各号に掲げるもののほか甲が必要と認めるもの

３ 甲は、拠点業務の必要性が低下したと判断したときは、これを閉鎖するものとする。

（支援の要請）

第３条 甲は、拠点業務を行うに当り、必要と認めるときは、乙に対し、次の各号に掲げる内容

を要請するものとする。

（１）前条に規定する地域内輸送拠点の開設のための事前準備

（２）拠点業務を行うために必要なスペースの確保

（３）拠点業務に必要な人員及び搬送等に必要な機材の提供

（４）その他前条第２項各号に規定する業務に関し甲が必要と認めるもの

（要請の手続き）

第４条 前条の規定による要請は、地域内輸送拠点施設開設要請書（様式第１号。以下「要請書」

という。）により行うものとする。ただし、文書による要請が困難である場合には口頭により

要請し、その後、遅滞なく要請書を提出するものとする。

２ 乙は、前項の要請を受けた場合は、地域内輸送拠点開設通知書（様式第２号。以下「通知書」

という。）により回答する。ただし、文書による回答が困難である場合には口頭により回答し、

その後、速やかに通知書を提出するものとする。

（拠点業務の実施）

第５条 乙は、前条第１項に規定する要請を受けたときには、速やかに地域内輸送拠点の開設準

備及び拠点業務の支援を行うものとする。ただし、乙が被災等により要請に応じることが困

難な場合は、この限りでない。

（経費の負担）

第６条 拠点業務に要した経費は、甲が負担するものとする。

２ 甲が負担する経費の算出方法については、次の各号の災害発生直前における通常の料金（価

格）を参考として、甲乙協議の上、決定するものとする。

（１）物流拠点における使用料

（２）人件費
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（費用の請求）

第７条 乙は、実績報告書兼請求書（様式第３号）により、甲に業務実績を報告するとともに、

要した費用を請求する。請求の時期等については、甲乙協議の上、決定するものとする。

２ 甲は、前項の報告及び請求があったときは、その内容を確認し、速やかに乙に費用を支払う

ものとする。

（災害補償）

第８条 甲は、第３条の規定に基づき業務に従事した者が、そのため、死亡し、負傷し、若しく

は疾病にかかった場合の災害補償については、労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５

０号）に基づき、これを補償するものとする。

（第三者に対する損害賠償）

第９条 業務中に、乙が第三者に対して及ぼした損害については、その賠償方法及び賠償額は、

甲乙協議のうえ定めるものとする。

（情報の交換）

第１０条 甲及び乙は、この協定に基づく業務が円滑に行われるよう、随時次の資料を交換する

ものとする。なお、連絡先に変更が生じた場合は、速やかに相手方に報告するものとする。

（１）宮崎市地域防災計画

（２）連絡責任者及び補助者の職、氏名並びに連絡方法等

（３）その他必要事項

（秘密の保持）

第１１条 甲及び乙は、拠点業務により知ることができた秘密を他人に漏らし又は利用してはな

らない。業務が終了した後においても同様とする。

（疑義に関する協議）

第１２条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲乙

協議して定めるものとする。

（協定期間）

第１３条 この協定の有効期間は、締結の日から平成２９年３月３１日までとする。ただし、こ

の協定の有効期間満了１月前までに甲乙いずれからも何ら意思表示がないときは、更に期間

満了の日の翌日から１年間この協定の有効期間が延長されたものとし、以後の期間について

もまた同様とする。

２ 協定内容に見直しの必要が生じた場合は、協議の上随時変更を行う。

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有す

るものとする。

平成 年 月 日

甲 宮崎市橘通西一丁目１番１号

宮崎市

宮崎市長

乙



２．協定等

【避難所関連】

資料 2-60

01 災害時における応急対策業務等に関する協定書

協定先：一般社団法人宮崎県サッシ協会

宮崎市（以下「甲」という。）と、一般社団法人宮崎県サッシ協会（以下「乙」という。）は、

災害時における応急対策業務等の実施に関し、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、宮崎市内において風水害や地震等による災害（以下「災害」という。）が発

生し、又はそのおそれがある場合の応急対策業務等について、甲が乙の協力を得て迅速かつ的確

に実施できるよう、必要な基本的事項を定めることを目的とする。

（協力の内容）

第２条 この協定により、甲が乙に協力を要請する業務（以下「業務」という。）は次のとおりと

する。

（１） 甲が管理する施設等の窓・開口部建具の建付調整、補修・補強、部品・部材の交換

（２） 甲が管理する施設等の破損ガラスの応急処置、入れ替え

（３） 甲が管理する施設等の廃棄建具、ガラスの撤去・清掃

（４） 被害情報の収集・報告

（５） その他、甲が必要と認める業務

（協力要請）

第３条 甲は、乙の協力による業務を実施する必要が生じた場合は、次の各号に掲げる事項を明ら

かにした「災害時における応急対策実施要請書（様式第１号。以下「要請書」という。）」によ

り乙に協力を要請するものとする。ただし、文書をもって要請することが困難な場合は電話等に

より要請し、事後遅滞なく、要請書を乙に提出するものとする。

（１）災害の状況及び協力を要請する事由

（２）必要とする人員

（３）必要とする資材及び機材の種類並びに数量

（４）業務を行う場所、内容及び期間

（５）その他必要事項

（情報の交換）

第４条 甲及び乙は、この協定に基づく業務が円滑に行われるよう、随時次の資料を交換するもの

とする。

（１）宮崎市地域防災計画

（２）連絡責任者及び補助者の職、氏名並びに連絡方法等

（３）災害対策用資機材の備蓄及び保有状況

（４）その他必要事項

（協力の実施）

第５条 乙は、甲から第２条に規定する業務を行うよう要請を受けた場合は、やむを得ない理由が

ない限りこれを受諾し、甲の指示を受けて業務に従事するものとする。

（協力内容の報告）

第６条 乙は、前条の規定に基づき業務に従事した場合は、適時その活動内容の経過について甲に

報告するとともに、その業務を完了したときは、速やかに次の各号に掲げる事項を記載した「災
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害時における応急対策実施報告書（様式第２号。以下「報告書」という。）」により、甲に報告

するものとする。

（１）従事した業務の内容

（２）従事した人員及び所属会社の名簿

（３）人員毎の業務に従事した時間

（４）使用した機材・車両の種別、台数及び使用時間数

（５）その他必要事項

（経費の負担）

第７条 この協定に基づく業務に要した経費は、甲乙協議のうえ定める額を甲が負担する。ただし、

あらかじめ定めのない業務の経費については、事後、甲乙協議のうえ決定した額を甲が負担する。

（災害補償）

第８条 甲は、第５条の規定に基づき業務に従事した者が、そのため死亡し、負傷し、若しくは疾

病にかかり、又は障がいの状態となった場合の災害補償については、労働者災害に関する関係法

令の適用がある場合を除き、宮崎市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年宮崎市条例第３８

号）を適用し、甲が災害補償を行うものとする。

（第三者に対する損害賠償）

第９条 業務中に、乙が第三者に対して及ぼした損害については、その賠償方法及び賠償額は、甲

乙協議のうえ定めるものとする。

（費用等の請求）

第１０条 乙は、第７条に規定する経費、第８条に規定する損害賠償及び第９条に規定する第三者

に対する損害賠償を請求するときは、甲の定めるところにより行うものとする。

（疑義に関する協議）

第１１条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲乙協

議して定めるものとする。

（協定期間）

第１２条 この協定の有効期間は、締結の日から平成２３年３月３１日までとする。ただし、この

協定の有効期間満了１月前までに甲乙いずれからも何ら意思表示がないときは、更に期間満了の

日の翌日から1年間この協定の有効期間が延長されたものとし、以後の期間についてもまた同様と

する。

２ 協定内容に見直しの必要が生じた場合は、協議の上随時変更を行う。

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有する

ものとする。

平成２２年１０月２０日

甲 宮崎市橘通西１丁目１番１号

宮 崎 市

宮 崎 市 長

乙
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02 災害時における応急対策業務等に関する協定書

協定先：宮崎県防水工事業協同組合

宮崎市（以下「甲」という。）と宮崎県防水工事業協同組合（以下「乙」という。）は、災害時

における防水等の応急対策業務等の実施に関し、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、宮崎市内において風水害や地震等による災害（以下「災害」という。）が発

生し、又はそのおそれがある場合の応急対策業務等について、甲が乙の協力を得て迅速かつ的確

に実施できるよう、必要な基本的事項を定めることを目的とする。

（協力の内容）

第２条 この協定により、甲が乙に協力を要請する業務（以下「業務」という。）は次のとおりと

する。

（１）甲が管理する施設等の天井・壁の漏水の応急止水措置

（２）甲が管理する施設等の飲料水槽・配管の漏水の応急止水措置

（３）発電機・投光機による応急照明装置の提供

（４）被害情報の収集・報告

（５）その他、甲が必要と認める業務

（協力要請）

第３条 甲は、乙の協力による業務を実施する必要が生じた場合は、次の各号に掲げる事項を明ら

かにした「災害時における応急対策実施要請書（様式第１号。以下「要請書」という。）」によ

り乙に協力を要請するものとする。ただし、文書をもって要請することが困難な場合は電話等に

より要請し、事後遅滞なく、要請書を乙に提出するものとする。

（１）災害の状況及び協力を要請する事由

（２）必要とする人員

（３）必要とする資材及び機材の種類並びに数量

（４）業務を行う場所、内容及び期間

（５）その他必要事項

（情報の交換）

第４条 甲及び乙は、この協定に基づく業務が円滑に行われるよう、随時次の資料を交換するもの

とする。

（１）宮崎市地域防災計画

（２）連絡責任者及び補助者の職、氏名並びに連絡方法等

（３）災害対策用資機材の備蓄及び保有状況

（４）その他必要事項

（協力の実施）

第５条 乙は、甲から第２条に規定する業務を行うよう要請を受けた場合は、やむを得ない理由が

ない限りこれを受諾し、甲の指示を受けて業務に従事するものとする。

（協力内容の報告）

第６条 乙は、前条の規定に基づき業務に従事した場合は、適時その活動内容の経過について甲に

報告するとともに、その業務を完了したときは、速やかに次の各号に掲げる事項を記載した「災
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害時における応急対策実施報告書（様式第２号。以下「報告書」という。）」により、甲に報告

するものとする。

（１）従事した業務の内容

（２）従事した人員及び所属会社の名簿

（３）人員毎の業務に従事した時間

（４）使用した機材・車両の種別、台数及び使用時間数

（５）その他必要事項

（経費の負担）

第７条 この協定に基づく業務に要した経費は、甲乙協議のうえ定める額を甲が負担する。ただし、

あらかじめ定めのない業務の経費については、事後、甲乙協議のうえ決定した額を甲が負担する。

（災害補償）

第８条 甲は、第５条の規定に基づき業務に従事した者が、そのため死亡し、負傷し、若しくは疾

病にかかり、又は障がいの状態となった場合の災害補償については、労働者災害に関する関係法

令の適用がある場合を除き、宮崎市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年宮崎市条例第３８

号）を適用し、甲が災害補償を行うものとする。

（第三者に対する損害賠償）

第９条 業務中に、乙が第三者に対して及ぼした損害については、その賠償方法及び賠償額は、甲

乙協議のうえ定めるものとする。

（費用等の請求）

第１０条 乙は、第７条に規定する経費、第８条に規定する損害賠償及び第９条に規定する第三者

に対する損害賠償を請求するときは、甲の定めるところにより行うものとする。

（疑義に関する協議）

第１１条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲乙協

議して定めるものとする。

（協定期間）

第１２条 この協定の有効期間は、締結の日から平成２３年３月３１日までとする。ただし、この

協定の有効期間満了１月前までに甲乙いずれからも何ら意思表示がないときは、更に期間満了の

日の翌日から1年間この協定の有効期間が延長されたものとし、以後の期間についてもまた同様と

する。

２ 協定内容に見直しの必要が生じた場合は、協議の上随時変更を行う。

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有する

ものとする。

平成２２年１０月２０日

甲 宮崎市橘通西１丁目１番１号

宮 崎 市

宮 崎 市 長

乙
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03 災害時における応急対策業務等に関する協定書

協定先：宮崎県冷凍空調工業会

宮崎市（以下「甲」という。）と、宮崎県冷凍空調工業会（以下「乙」という。）は、災害時に

おける冷凍空調の応急対策業務等に関し、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、宮崎市内において災害（災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第

２条第１号に規程する災害をいう。以下同じ。）が発生し、又は発生のおそれがある場合の応急対

策業務等について、甲が乙の協力を得て迅速かつ的確に実施できるよう、必要な基本的事項を定

めることを目的とする。

（協力の内容）

第２条 この協定により、甲が乙に協力を要請する業務（以下「業務」という。）は次のとおり と

する。

（１）災害時に拠点となる公共施設及び避難所等の冷凍空調施設の機能確保

（２）冷凍空調資材の調達・提供

（３）冷凍空調技術者の斡旋・提供

（４）その他甲が必要と認める業務

（協力要請）

第３条 甲は、乙の協力による業務を実施する必要が生じた場合は、次の各号に掲げる事項を明

らかにした「災害時の応急対策実施要請書（様式第１号。以下「要請書」という。）」により乙

に協力を要請するものとする。ただし、文書をもって要請することが困難な場合は、電話等に

より要請し、事後遅滞なく、要請書を乙に提出するものとする。

（１）災害の状況及び協力を要請する事由

（２）必要とする人員

（３）必要とする資材及び機材の種類並びに数量

（４）業務を行う場所、内容及び期間

（５）その他必要事項

（情報の交換）

第４条 甲及び乙は、この協定に基づく業務が円滑に行われるよう、随時次の資料を交換するも

のとする。

（１）宮崎市地域防災計画

（２）連絡責任者及び補助者の職、氏名並びに連絡方法

（３）災害対策用資機材の備蓄及び保有状況

（４）その他の必要事項

（協力の実施）

第５条 乙は、甲から第２条に規定する業務を行うよう要請を受けた場合は、やむを得ない理由

がない限りこれを受諾し、甲の指示を受けて業務に従事するものとする。

（協力内容の報告）

第６条 乙は、前条の規定に基づき業務に従事した場合は、適時その活動内容の経過について甲

に報告するとともに、その業務を完了したときは、速やかに次の各号に掲げる事項を記載した
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「災害時における応急対策実施報告書（様式第２号。以下「報告書」という。）」により、甲に

報告するものとする。

（１）従事した業務の内容

（２）従事した人員及び所属会社の名簿

（３）人員毎の業務に従事した時間

（４）使用した機材・車両の種別、台数及び使用時間数

（５）その他必要事項

（経費の負担）

第７条 この協定に基づく業務に要した経費は、甲乙協議のうえ定める額を甲が負担する。

ただし、あらかじめ定めのない業務の経費については、事後、甲乙協議のうえ決定した額を甲

が負担する。

（災害補償）

第８条 甲は、第５条の規定に基づき業務に従事した者が、そのため死亡し、負傷し、若しくは

疾病にかかり、又は障がいの状態となった場合の災害補償については、労働者災害に関する関

係法令の適用がある場合を除き、宮崎市消防団員等公務災害補償条例(昭和４１年宮崎市条例第

３８号)を適用し、甲が災害補償を行うものとする。

（第三者に対する損害賠償）

第９場 業務中に、乙が第三者に対して及ぼした損害については、その賠償方法及び賠償額は、

甲乙協議のうえ定めるものとする。

（費用等の請求）

第１０条 乙は、第７条に規定する経費、第８条に規定する損害賠償及び第９条に規定する第三

者に対する損害賠償を請求するときは、甲の定めるところにより行うものとする。

（疑義に関する協議）

第１１条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲乙

協議して定めるものとする。

（協定期間)

第１２条 この協定の有効期間は、締結の日から平成２８年３月３１日までとする。ただし、こ

の協定の有効期間満了１月前までに甲乙いずれからも何ら意思表示がないときは、更に期間満

了の日の翌日から１年間この協定の有効期間が延長されたものとし、以後の期間についてもま

た同様とする。

２ 協定の内容に見直しの必要が生じた場合は、協議の上随時変更を行う。

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有す

るものとする。

平成２７年９月１１日

甲 宮崎市橘通西１丁目１番１号

宮崎市

宮崎市長

乙
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04 災害時におけるＬＰガス等の調達に関する協定書

協定先：宮崎県エルピーガス協会宮崎支部

宮崎市（以下「甲」という。）と、宮崎県エルピーガス協会宮崎支部（以下「乙」という。）は、

災害時におけるＬＰガス等の調達に関し、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、宮崎市内において災害（災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第

２条第１号に規程する災害をいう。以下同じ。）が発生し、又は発生のおそれがある場合における

ＬＰガス等の調達に係る業務の実施に関し、甲が乙に対して支援を求めるときの必要な基本的事

項を定めることを目的とする。

（協力の内容）

第２条 この協定により、甲が乙に支援を要請する業務（以下「業務」という。）は次のとおり と

する。

（１）災害時に拠点となる公共施設及び避難所等へのＬＰガスの優先的な供給

（２）ＬＰガスコンロ・ガスストーブ等の機材（以下「ＬＰガス機材」という。）の調達・提

供

（３）ＬＰガス容器等の搬送・設置

（４）ＬＰガス保安業務資格者の斡旋・提供

（５）その他甲が必要と認める業務

（協力要請）

第３条 甲は、乙の協力による業務を実施する必要が生じた場合は、次の各号に掲げる事項を明

らかにした「災害時の応急対策実施要請書（様式第１号。以下「要請書」という。）」により乙

に協力を要請するものとする。ただし、文書をもって要請することが困難な場合は、電話等に

より要請し、事後遅滞なく、要請書を乙に提出するものとする。

（１）災害の状況及び協力を要請する事由

（２）必要とする人員

（３）必要とする資材及び機材の種類並びに数量

（４）業務を行う場所、内容及び期間

（５）その他必要事項

（情報の交換）

第４条 甲及び乙は、この協定に基づく業務が円滑に行われるよう、随時次の資料を交換するも

のとする。

（１）宮崎市地域防災計画

（２）連絡責任者及び補助者の職、氏名並びに連絡方法

（３）災害対策用資機材の備蓄及び保有状況

（４）その他の必要事項

（支援の実施）

第５条 乙は、甲から第２条に規定する業務を行うよう要請を受けた場合は、やむを得ない理由

がない限りこれを受諾し、甲の指示を受けて業務に従事するものとする。
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（業務内容の報告）

第６条 乙は、前条の規定に基づき業務に従事した場合は、随時その活動内容の経過について甲

に報告するとともに、その業務を完了したときは、速やかに次の各号に掲げる事項を記載した

「災害時における応急対策実施報告書（様式第２号。以下「報告書」という。）」により、甲に

報告するものとする。

（１）従事した業務の内容

（２）従事した人員及び所属会社の名簿

（３）人員毎の業務に従事した時間

（４）使用した機材・車両の種別、台数及び使用時間数

（５）その他必要事項

（搬送及び引渡し）

第７条 ＬＰガス機材の引渡し場所は、甲が状況に応じ指定するものとし、引渡し場所までの物

資搬送は、原則として乙が行うものとする。ただし、乙が搬送できない場合は、甲の指定する方

法により搬送するものとする。

２ 甲は、当該場所に職員を派遣し、物資を確認の上、引き取るものとする。

３ 甲は、当該場所への物資の搬送を、乙の指定業者が行うことを予め承諾する。

（経費の負担）

第７条 この協定に基づく業務に要した経費は、甲乙協議のうえ定める額を甲が負担する。

ただし、あらかじめ定めのない業務の経費については、事後、甲乙協議のうえ決定した額を甲

が負担する。

２ 商品の取引価格は、災害発生直前における適正な価格を基準とし、甲乙協議の上、定めるも

のとする。

（災害補償）

第８条 甲は、第５条の規定に基づき業務に従事した者が、そのため死亡し、負傷し、若しくは

疾病にかかり、又は障がいの状態となった場合の災害補償については、労働者災害に関する関

係法令の適用がある場合を除き、宮崎市消防団員等公務災害補償条例(昭和４１年宮崎市条例第

３８号)を適用し、甲が災害補償を行うものとする。

（第三者に対する損害賠償）

第９場 業務中に、乙が第三者に対して及ぼした損害については、その賠償方法及び賠償額は、

甲乙協議のうえ定めるものとする。

（費用等の請求）

第１０条 乙は、第８条に規定する経費、第９条に規定する災害補償及び第１０条に規定する第

三者に対する損害賠償を請求するときは、甲の定めるところにより行うものとする。

（疑義に関する協議）

第１１条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲乙

協議して定めるものとする。

（連絡責任者）

第１２条 この協定に関する連絡窓口は、甲においては、総務部危機管理局危機管理課、乙にお

いては宮崎県エルピーガス協会宮崎支部事務局とする。

（疑義に関する協議）

第１３条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲乙

協議して定めるものとする。
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（協定期間）

第１４条 この協定の有効期間は、締結の日から平成２８年３月３１日までとする。ただし、こ

の協定の有効期間満了１月前までに甲乙いずれからも何ら意思表示がないときは、更に期間満

了の日の翌日から１年間この協定の有効期間が延長されたものとし、以後の期間についてもま

た同様とする。

２ 協定内容に見直しの必要が生じた場合は、協議の上随時変更を行う。

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有す

るものとする。

平成２８年１月２０日

甲 宮崎市橘通西一丁目１番１号

宮崎市

宮崎市長 戸 敷 正

乙 宮崎県宮崎市大字赤江字飛江田７７４番地

宮崎県エルピーガス協会 宮崎支部

支 部 長 長 友 利 雄
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05 災害時における特設公衆電話の設置・利用に関する協定書

協定先：西日本電信電話株式会社宮崎支店

宮崎市（以下「甲」という。）と西日本電信電話株式会社宮崎支店（以下「乙」という。）は、

大規模災害等が発生した際に乙の提供する非常用電話（以下「特設公衆電話」という。）の設置及

び利用・管理等に関し、次のとおり協定を締結する。

  

（目的）

第１条 本協定は、災害の発生時において、甲乙協力の下、被災者または帰宅困難者等（以下「被

災者等」という。）の通信手段の確保を図ることを目的とする。

  （用語の定義）

第２条 本契約に規定する「災害の発生」とは、強度の地震等の発生により都道府県が災害

救助法（昭和 22 年法律第 118 号）を適用する地域において、広域停電が発生していること、ま

たは同様の事象の発生により社会の混乱が発生していることをいう。

２ 本協定に規定する「特設公衆電話」とは、甲乙協議のうえ、定めた設置場所に電気通信回線

及び電話機接続端子を設置し、災害の発生時に電話機を接続することで被災者等へ通信の提供

を可能とするものをいう。

（通信機器の管理）

第３条 甲は、本協定にもとづき、災害発生時に即座に利用が可能な状態となるよう電話機を適

切な場所に保管の上、管理することとする。

（屋内設備の管理及び破損）

第４条 甲は、特設公衆電話の開設に必要な設備（電話機、端子盤、配管、引込柱等）を設置し、

乙が設置する屋内配線（モジュラージャックを含む。以下同じ。）とともに、災害発生時に即座

に利用が可能な状態となるよう維持に努めることとする。

２ 屋内配線、保安器、引込線等の乙が設置する設備が甲の故意または重過失により破損した場

合は、甲は乙に速やかに書面をもって報告することとし、修復に係る費用は、原則、甲が負担

するものとする。

（特設公衆電話の設置）

第５条 特設公衆電話の設置に係る電気通信回線数については、甲乙協議の上、乙が決定するこ

ととし、設置場所等の必要な情報は、別紙１「特設公衆電話設置一覧表」に定め、甲乙互いに

保管するものとする。なお、保管にあたっては、甲乙互いに情報管理責任者を任命し、その氏

名等を別紙２「情報管理責任者通知書」に定めて相互に通知するものとする。

（特設公衆電話の移転、廃止等）

第６条 甲は、特設公衆電話の設置された場所の閉鎖、移転等の発生が明らかになった場合は、

速やかにその旨を乙に書面をもって報告しなければならない。また、新たな設置場所を設ける

場合は、甲は乙に対し報告することに努めるものとする。

（定期試験の実施）

第７条 甲および乙は、年に 1 回を目安として、災害発生時に特設公衆電話が速やかに設

置できるよう、別紙３「特設公衆電話の定期試験仕様書」に定める接続試験を実施するものと

する。
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（故障発見時の扱い）

第８条 甲および乙は、特設公衆電話を設置する電気通信回線について何らかの異常を発見した

場合は、速やかに相互に確認しあい、故障回復に向け協力するものとする。

（特設公衆電話の開設）

第９条 特設公衆電話の開設については、甲乙協議の上決定するものとし、この決定があった場

合、甲は特設公衆電話を速やかに開設し、被災者等の通信確保に努めるものとする。ただし、

設置場所の存在する地域において大規模災害が発生し、甲乙互いに連絡が取れない場合は、甲

の判断により開設することができるものとする。

（特設公衆電話の利用料金）

第１０条 特設公衆電話の開設期間内の利用料金については、乙が負担するものとする。

（特設公衆電話の利用）

第１１条 甲は、特設公衆電話を開設した場合、利用者の適切な利用が行われるよう、可能な限

り利用者の誘導に努めるものとする。

（特設公衆電話の利用の終了）

第１２条 特設公衆電話の利用の終了については甲乙協議のうえ決定するものとし、この決定が

あった場合、甲は特設公衆電話を速やかに撤去するものとする。ただし、甲が避難所を閉鎖し

た場合においては、甲は速やかに特設公衆電話を撤去し、乙に対し撤去した場所の連絡を行う

こととする。

（目的外利用の禁止）

第１３条 甲は、第７条に規定する定期試験及び第９条に規定する開設を除き、特設公衆電話の

利用を禁止するものとする。

２ 乙は、特設公衆電話の利用状況について、定期的に検査することとする。

３ 甲は、乙より目的外利用の実績の報告があった場合は、速やかに当該利用が発生しないよう

措置を講じ、その旨を乙に報告するものとし、甲の目的外利用により発生した分の利用料金は、

甲が負担するものとする。

４ 前項の措置にかかわらず、甲の目的外利用が継続する場合は、抜本的な措置を甲乙協議のう

え講ずるものとする。この場合において、特設公衆電話の撤去を行うこととなった場合は、撤

去に関する工事費用等は、甲が負担するものとする。

（協議事項）

第１４条 本協定書に定めのない事項又は本協定書の解釈に疑義が生じた場合は、甲乙誠意をも

って協議のうえ定めるものとする。

 

本協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自がその１通を保有する。

  

平成２５年 ４月１６日

 

甲 宮崎市橘通西一丁目１番１号

宮崎市

宮崎市長

乙
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06 災害時における畳の提供に関する協定書

協定先：「５日で 5000 枚の約束。」プロジェクト実行委員会

宮崎市（以下「甲」という。）と「５日で 5000 枚の約束。」プロジェクト実行委員会（以下「乙」

という。）は、災害時における畳の提供に関し、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、宮崎市の区域内において災害（災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３

号）第２条第１号に規定する災害をいう。以下同じ。）が発生し、避難所を開設する必要があ

る場合において、甲が開設する避難所等に対し、乙が協力して行う畳の提供について、必要な

基本的事項を定めること目的する。

（協力の要請）

第２条 宮崎市内において、災害の発生に伴い、避難所を開設し、畳を必要と認める場合は、甲

は、乙に対してその保有する畳の提供を要請すること（以下「提供要請」という。）ができる

ものとする。

２ 乙は、甲から提供要請を受けたときは、可能な範囲で協力を行うものとする。

（提供の手続き）

第３条 甲は、乙の協力による業務を実施する必要が生じた場合は、次の各号に掲げる事項を明

らかにした「災害時における畳提供要請書（様式第１号。以下「要請書」という。）」により

乙に協力を要請するものとする。ただし、文書をもって要請することが困難な場合は、電話等

により要請し、事後遅滞なく、要請書を乙に提出するものとする。

（１）災害の状況及び協力を要請する事由

（２）納入場所及び納入日時

（３）数量

（４）その他必要事項

（提供の実施）

第４条 乙は、甲から提供要請を受けた場合は、やむを得ない理由がない限りこれを受託し、直

ちに必要とする畳の提供措置を講ずるものとする。また、甲は、可能な範囲で乙が畳の運搬に

使用する車両を、緊急又は優先車両として通行できるように対処する。

（情報の交換）

第５条 甲及び乙は、この協定に基づく業務が円滑に行われるよう、随時次の資料を交換するも

のとする。なお、連絡先に変更が生じた場合は、速やかに相手方に報告するものとする。

（１）宮崎市地域防災計画

（２）連絡責任者及び補助者の職、氏名並びに連絡方法等

（３）その他必要事項

（経費の負担）

第６条 乙が甲に提供する畳に係る費用（運搬費及び人件費を含む。）は無償とする。ただし、

利用後の処分については、甲乙協議のうえ定めるものとする。

（災害補償）

第７条 甲は、第４条の規定に基づき業務に従事した者が、そのため、死亡し、負傷し、若しく

は疾病にかかった場合の災害補償については、労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０

号）に基づき、これを補償するものとする。
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（業務内容の報告）

第８条 乙は、第４条の規定に基づき業務に従事した場合は、随時その活動内容の経過について

甲に報告するとともに、その業務を完了したときは、速やかに次の各号に掲げる事項を記載し

た「災害時における畳提供実施報告書（様式第２号）」により、甲に報告するものとする。

（１）納入日場所及び納入日時

（２）数量

（３）その他必要事項

（第三者に対する損害賠償）

第９条 業務中に、乙が第三者に対して及ぼした損害については、その賠償方法及び賠償額は、

甲乙協議のうえ定めるものとする。

（費用等の請求）

第１０条 乙は、第６条に規定する経費、第７条に規定する災害補償及び前条に規定する第三者

に対する損害賠償を請求するときは、甲の定めるところにより行うものとする。

（疑義に関する協議）

第１１条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲乙

協議して定めるものとする。

（協定期間）

第１２条 この協定の有効期間は、締結の日から平成２９年３月３１日までとする。ただし、こ

の協定の有効期間満了１月前までに甲乙いずれからも何ら意思表示がないときは、更に期間満

了の日の翌日から１年間この協定の有効期間が延長されたものとし、以後の期間についてもま

た同様とする。

２ 協定内容に見直しの必要が生じた場合は、協議の上随時変更を行う。

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有

するものとする。

平成２８年９月２９日

甲 宮崎市橘通西一丁目１番１号

宮崎市

宮崎市長 戸 敷 正

乙 兵庫県神戸市兵庫区永沢町 3丁目 8番 8号

「５日で 5000 枚の約束。」プロジェクト実行委員会

事務局長・発起人 前 田 敏 康
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07 避難所における応急危険度判定に関する協定書

協定先：一般社団法人宮崎県建築士会

一般社団法人宮崎県建築士事務所協会

公益社団法人日本建築家協会九州支部宮崎地域会

宮崎市（以下「甲」という。）、一般社団法人宮崎県建築士会（以下「乙」という。）、一般社団

法人宮崎県事務所協会（以下「丙」という。）、公益社団法人日本建築家協会 九州支部 宮崎地

域会（以下「丁」という。）は、宮崎市内において地震、風水害その他の原因による災害が発生し、

又は発生する恐れがあるとき（以下「災害時」という。）に、相互に協力し、迅速かつ円滑に災害

対応を遂行するため、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１号に規定する災

害が発生した場合において、被災建築物に対する応急業務を行うために必要とする乙、丙及

び丁の応援について、その業務を円滑かつ速やかに実施することを目的とする。

（支援協力）

第２条 甲が乙、丙及び丁に協力を要請する応急対策活動の支援内容は、次の各号に掲げるもの

とする。

（１）甲が指定する避難所施設の応急危険度判定

（２）上記以外の甲が指定する市有施設の応急危険度判定

（３）その他甲が必要とする支援

２ 前項第３号の支援内容については、甲乙丙丁協議の上、決定するものとする。

（応急対策活動業務の基準）

第３条 前条第１項第１号及び第２号の支援は、宮崎県地震被災建築物応急危険度判定士登録制

度要綱第２条第２号に定める応急危険度判定士のうち、県及び市町村の職員を除く民間の判

定士が、「応急危険度判定業務マニュアル」の基準に従って行うものとする。

（協力の要請）

第４条 甲は、第２条の支援業務が必要と認めるときは、乙、丙及び丁に対し次の各号に掲げる

事項を明らかにし、協力を要請することができる。

（１）災害の状況及び協力を要請する事由

（２）応急対策活動業務の実施内容

（３）その他必要な事項

２ 前項の規定による要請は、別に定める様式をもって行うものとする。ただし、緊急を要する

ときは口頭をもって要請し、事後において文書を提出するものとする。

３ 乙、丙及び丁は、前項の要請を受けたときは、これに協力するものとする。

（協力要請の自動発動）

第５条 本市域において震度６弱以上の地震が発生した場合には、乙、丙及び丁は甲から前条の

要請があったものとみなし、支援協力を実施するものとする。

（報告）

第６条 乙、丙及び丁は、応急危険度判定に従事したときは、速やかに次の各号に掲げる事項を
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甲に報告するものとする。

（１）応急危険度判定結果

（２）従事した人員及び名簿

（３）活動内容及び状況

（４）従事によって知り得た災害情報

（５）その他必要な事項

（費用負担）

第７条 乙、丙及び丁は、甲から第２条の支援協力要請があったときは、原則として無償で従事

するものとする。

（補償等）

第８条 甲は、第２条の規定による支援協力に従事した者が、その責に帰することができない事

由により死亡、負傷、若しくは疾病にかかり、又は障がいの状態になったときは、次に掲げ

る必要な補償を行うものとする。

（１）第２条第１項第１号及び第２号に従事した者にあっては、「全国被災建築物応急危険度民

間判定士等補償制度」による。

（２）第２条第１項第３号に従事した者にあっては、甲乙丙丁協議の上、決定するものとする。

（協議）

第９条 この協定に定めるもののほか、必要事項については甲乙丙丁協議の上、別に定めるもの

とする。

（協定期間及び更新）

第１０条 この協定の期間は、協定締結の日から平成３０年３月３１日までとする。ただし、期

間満了の日から３ヶ月前までに甲乙丙丁いずれからも協定の解除又は協定内容の変更の申出

がないときは、協定の期間を１年延長するものとし、以後この例によるものとする。

この協定の締結を証するため、本書４通を作成し、甲乙丙丁記名押印の上、各自その１通を保

有する。

平成２９年 ２月 ８日

宮崎市橘通西一丁目１番１号

甲 宮崎市

宮崎市長 戸敷 正

宮崎市別府町２番１２

乙 一般社団法人 宮崎県建築士会

会長 松竹 昭彦

宮崎市橘通東二丁目９番１９号

丙 一般社団法人 宮崎県建築士事務所協会

会長 金丸 啓洋

日南市大字風田３９９９－１

丁 公益社団法人 日本建築家協会 九州支部 宮崎地域会

会長 作田 耕一朗
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08 災害時における避難に係る応急対策等に関する協定書

協定先：一般社団法人宮崎県造園緑地協会宮崎支部

宮崎市（以下「甲」という。）と一般社団法人 宮崎県造園緑地協会 宮崎支部（以下「乙」と

いう。）とは、災害時における避難に係る応急対策等に関し、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、災害時における避難場所及び避難経路（以下「避難場所等」という。）の

確保に係る応急対策等に関する業務（以下「応急対策業務」という。）の実施に関し、甲が乙

に対して協力を求める際の必要な基本的事項を定め、もって避難場所等の機能の確保、早期復

旧に資することを目的とする。

（応急対策業務の範囲）

第２条 甲が乙に要請できる応急対策業務は、次のとおりとする。

（１）避難場所等が倒木や瓦礫等により使用困難となった場合の除去及び処理

（２）避難場所等の清掃

（３）避難場所等の樹木の原状復旧

（４）避難場所等の被災情報の収集

（５）家屋の浸水などに伴う消毒作業

（６）その他甲が必要と認める業務

（協力要請）

第３条 甲は、応急対策業務の必要があると認めるときは、乙に対し協力を要請することができ

るものとする。

２ 甲は、前項の規定による要請を行うときは、災害対策協力要請書（様式第１号。以下「要請

書」という。）により行うものとする。ただし、文書による要請が困難である場合には口頭に

より要請し、その後、遅滞なく要請書を提出するものとする。

（協力の実施）

第４条 乙は、前条の規定による要請を受けたときは、速やかに可能な限りの協力を実施するも

のとする。

２ 乙は、前項の規定に基づき協力を実施したときは、災害対策協力実施報告書（様式第２号。

以下「報告書」という。）により回答する。ただし、文書による回答が困難である場合には口

頭により回答し、その後、速やかに報告書を提出するものとする。

（経費の負担）

第５条 甲の要請により、乙が応急対策業務を実施した場合に要する経費は、原則として甲が負

担するものとする。

２ 前項に規定する経費の算出方法については、災害発生直前における通常の料金（価格）を参

考として、甲乙協議の上、決定するものとする。

（災害補償）

第６条 甲は、第４条の規定に基づき業務に従事した者が、そのため死亡し、負傷し、若しくは

疾病にかかり、又は障がいの状態となった場合の災害補償については、労働者災害に関する関
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係法令の適用がある場合を除き、宮崎市消防団員等公務災害補償条例(昭和４１年宮崎市条例

第３８号)を適用し、甲が災害補償を行うものとする。

（情報の交換）

第７条 甲及び乙は、この協定に基づく業務が円滑に行われるよう、随時次の資料を交換するも

のとする。なお、連絡先に変更が生じた場合は、速やかに相手方に報告するものとする。

（１）宮崎市地域防災計画

（２）連絡責任者及び補助者の職、氏名並びに連絡方法等

（３）組織体制、提供可能な人員及び資機材

（４）その他必要事項

（秘密の保持）

第８条 乙は、協力により知り得た秘密を他に漏らし又は利用してはならない。この協定の有効

期間満了後においても同様とする。

（疑義に関する協議）

第９条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲乙協

議して定めるものとする。

（協定期間）

第１０条 この協定の有効期間は、締結の日から平成３１年３月３１日までとする。ただし、こ

の協定の有効期間満了１月前までに甲乙いずれからも何ら意思表示がないときは、更に期間満

了の日の翌日から１年間この協定の有効期間が延長されたものとし、以後の期間についてもま

た同様とする。

２ 協定内容に見直しの必要が生じた場合は、協議の上随時変更を行う。

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有す

るものとする。

平成３０年１２月２０日

甲 宮崎市橘通西一丁目１番１号

宮崎市

宮崎市長 戸敷 正

乙 宮崎市城ヶ崎一丁目１－５

一般社団法人宮崎県造園緑地協会 宮崎支部

支部長 濵砂 健三
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01 災害時における被災者に対する防災活動協力に関する協定書

協定先：イオンモール株式会社イオン宮崎ショッピングセンター

イオン九州株式会社ジャスコ宮崎店

宮崎市（以下「甲」という。）、イオンモール株式会社イオン宮崎ショッピングセンター（以下

「乙」という。）及びイオン九州株式会社ジャスコ宮崎店（以下「丙」という。）は、次のとおり

協定を締結する。

（趣旨）

第１条 この協定は、宮崎市域で風水害及び地震等による大規模災害が発生した場合における被

災者の応急救助に係る甲、乙及び丙の防災活動協力について、必要な事項を定めるものとする。

（協力の内容）

第２条 甲は、乙及び丙に対し、次の事項について、協力を要請することができる。

（１）乙及び丙の店舗において、被災者に対し、避難場所、水道水、トイレ等を可能な範囲で

提供すること。

（２）乙及び丙の店舗において、被災者に対し、テレビ・ラジオ等で知り得た災害概況の情報

を可能な範囲で提供すること。

（３）丙の店舗において、被災者に対し、食糧、生活必需品等の救援物資を可能な範囲で供給

すること。

２ 甲、乙及び丙は、前項各号に定めのない事項について、相互に協力を要請することができる。

（支援の要請手続き）

第３条 前条第１項の規定による甲の要請（以下「要請」という。）は、文書をもって行うものと

する。ただし、緊急を要するときは、口頭又は電話等をもって要請し、事後、速やかに文書を

提出するものとする。

（連絡責任者）

第４条 この協定に関する連絡責任者は、甲においては宮崎市危機管理室長、乙においてはイオ

ンモール株式会社イオン宮崎ショッピングセンター管理課長、丙においては 店長とする。

２ 甲、乙及び丙は、緊急時の連絡体制、連絡方法等について協議し定めておくものとする。

（経費の負担）

第５条 第２条第１項第３号及び同条第２項に規定する防災協力の実施に要した経費は、甲、乙

及び丙が協議の上決定するものとする。

（情報の交換）

第６条 甲、乙及び丙は、この協定が円滑に運用されるよう、平素から必要に応じて、情報の交

換を行うものとする。

（協定書の有効期間）

第７条 この協定書の有効期間は、平成１８年９月２７日から平成１９年３月３１日までとする。

２ 前項の規定にかかわらず、期間満了の日の１か月前までに甲、乙及び丙のいずれかから異議

の申し出がないときは、期間満了の翌日から起算して引き続き 1年間効力を有するものとし、

以後の期間満了の際もまた同様とする。
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（疑義等の決定）

第８条 この協定に定めのない事項又はこの協定に関して疑義が生じたときは、甲、乙及び丙が

協議の上、これを定めるものとする。

この協定の締結を証するため、本協定書３通を作成し、甲、乙及び丙の記名押印の上、各自 1

通を保有するものとする。

平成１８年 ９月２７日

甲 宮崎市橘通西 1丁目 1番 1号

宮 崎 市

宮 崎 市 長

乙

丙
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02 災害時における搬送活動及び情報提供に関する協定書

協定先：宮崎交通株式会社

(一社)宮崎県タクシー協会宮崎支部

宮崎個人タクシー事業協同組合

宮崎市（以下「甲」という。）と （以下「乙」という。）とは、次のとおり災害

時における搬送活動及び情報提供に関する協定書を締結する。

（趣旨）

第１条 この協定は、宮崎市域で風水害、地震、その他の災害（以下「災害」という。）及び武力

攻撃事態等の災害が発生した場合において、災害情報の収集及び甲が行う避難者等の緊急搬送

に係る乙の協力について、必要な事項を定めるものとする。

（協力の内容）

第２条 甲は、避難者等の緊急搬送が必要なときは、乙に協力要請できるものとし、乙は甲に協

力するものとする。

２ 甲は、災害情報の収集が必要なときは、乙に協力要請できるものとし、乙は甲に協力するも

のとする。

（１）火災の発生及び延焼の状況

（２）救出・救助を必要とする負傷者等の状況

（３）道路、橋梁の交通状況

（４）その他必要な災害に関する情報

（協力要請の手続き）

第３条 甲の乙に対する避難者等の緊急搬送の要請は、その経路及び目的地、客層、人数、目的

地の天候等について、必要な情報を記載した緊急搬送要請書（別紙様式）により行うものとす

る。ただし、甲は、緊急を要するときは、口頭または電話等により要請できるものとし、事後、

速やかに緊急搬送要請書を提出するものとする。

２ 甲が緊急搬送要請を行うときには、事前に甲・乙で安全性の確保について十分協議した上で

要請を行うものとする。

（情報の提供方法）

第４条 乙は、所属バスから第２条第２項の情報を収集し、その情報をとりまとめて、電話等に

より甲に提供するものとする。

（経費の負担）

第５条 甲は、第２条第１項の規定により実施した緊急搬送に要した経費のうち、次に掲げるも

のを負担するものとする。この場合において、当該経費の額は、甲・乙協議して決定するもの

とする。

（１）輸送に要したバス借り上げ料

（２）使用した車両の汚損又は損壊に係る修繕費用

（３）その他甲・乙協議の上決定した費用
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（緊急搬送時の負傷者）

第６条 避難者等を緊急搬送する際に発生した傷病については、全て甲の責任において処理する。

ただし、運転が原因で生じた負傷については、乙が加入する自動車保険にて処理するものとす

る。

（期間）

第７条 この協定の有効期間は、協定締結の日から平成 年３月３１日までとする。

２ 前項の規定にかかわらず、期間満了の日から１か月前までに、甲、乙いづれかから異議の申

し出がないときは、期間満了の日から起算して引き続き１年間効力を有するものとし、以後の

期間満了の際もまた同様とする。

（疑義等の決定）

第８条 この協定に定めのない事項又はこの協定に関して疑義が生じたときは、甲、乙が協議の

上、これを定めるものとする。

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲、乙の記名押印の上、各自１通を保

有するものとする。

平成２０年 ６月 ５日

甲 宮崎市橘通西 1丁目 1番 1号

宮崎市

宮崎市長

乙

■協定企業一覧

事業所名 住 所 電話番号

宮崎交通株式会社 宮崎市大淀４丁目１０－８ 電話５１－０１２２

FAX５３－９９４７

(一社)宮崎県タクシー協会

宮崎支部

宮崎市大字本郷北方字鵜戸尾２７

３５の２４

電話５１－８０８１

FAX５４－８３２０

宮崎個人タクシー事業協同組合 宮崎市大字田吉字東前島２４３９

番地１２

電話５２－２１８１

FAX５２－２１９５
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03 災害時における避難所等の協力に関する協定書

協定先：宮崎県ホテル旅館生活衛生同業組合宮崎支部

宮崎市（以下「甲」という。）と （以下「乙」という。）とは、次のとおり

災害時における避難所等の協力に関する協定を締結する。

（趣旨）

第１条 この協定は、宮崎市域で風水害、地震、その他の災害（以下「災害」という。）が発生し

た場合において、甲が行う避難者対策に係る乙の協力について、必要な事項を定めるものとす

る。

（協力の内容）

第２条 甲は、乙に対し、次の事項について協力を要請することができる。

（１）乙の施設において、被災者に対し、避難所、水道水、トイレ等を可能な範囲で提供すること。

（２）乙の施設において、被災者で災害時要援護者に対し、可能な範囲で空き部屋を提供すること。

（３）乙の施設において、避難者に対し、テレビ・ラジオ等で知り得た災害概況の情報を可能な

範囲で提供すること。

２ 甲及び乙は、前項各号に定めのない事項について、相互に協力を要請することができる。

（支援の要請手続き）

第３条 前条第１項の規定による甲の要請（以下「要請」という。）は、文書をもって行うものと

する。ただし、緊急を要するときは、口頭又は電話等をもって要請し、事後、速やかに文書を

提出するものとする。

（経費の負担）

第４条 第２条に規定する協力の実施に要した経費は、甲及び乙が協議の上決定するものとする。

（情報の交換）

第５条 甲及び乙は、この協定が円滑に運用されるよう、平素から必要に応じて、情報の交換を

行うものとする。

（協定書の有効期間）

第６条 この協定書の有効期間は、協定締結の日から平成 年 月 日までとする。

２ 前項の規定にかかわらず、期間満了の日の１か月前までに甲及び乙のいずれかから異議の申

し出がないときは、期間満了の翌日から起算して引き続き１年間効力を有するものとし、以後

の期間満了の際もまた同様とする。

（疑義等の決定）

第７条 この協定に定めのない事項又はこの協定に関して疑義が生じたときは、甲及び乙が協議

の上、これを定めるものとする。

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有す

るものとする。

平成２０年 ６月 ５日

甲 宮崎市橘通西 1丁目 1番 1号

宮崎市

宮崎市長

乙
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別紙（第３条関係）

災害時における避難場所の協力に関する要請書

年 月 日

様

宮崎市長

災害時における避難場所等の協力に関する協定第３条の規定により、次のとおり要請

します。

１．避難地区 地区

協力避難場所 ホテル・旅館

２．避難世帯数（人数）

世帯

男 人

女 人 計
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04 大規模災害時における被災者支援協力に関する協定書

協定先：宮崎県行政書士会

宮崎市（以下「甲」という。）と宮崎県行政書士会（以下「乙」という。）は、宮崎市内に大規

模な地震、風水害その他の災害が発生した場合（以下「災害時」という。）における被災者支援の

ため、必要な手続き等に関する行政相談（以下「手続相談業務」という。）を円滑に遂行するため、

次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、甲の要請に基づき乙が実施する手続相談業務に関し、混乱する被災地での

被災者の支援により大きく貢献することを目的とする。

（要請）

第２条 甲は、災害対策本部等を設置し、かつ、宮崎市内において災害救助法が適用された場合

で、手続相談業務の必要が生じたときは、乙に対して協力を要請することができる。

（行政書士業務の範囲）

第３条 前条の規定により甲から要請を受けたときは、乙及び乙の会員が行う手続相談業務は行

政書士法（昭和２６年法律第４号）第１条の２及び第１条の３に規定する業務並びに次に掲げ

る業務とする。

（１）甲が要請する場所への、乙による被災者支援相談窓口（以下「窓口」という。）の設置

（２）甲への乙の会員の派遣

（３）その他甲が必要と認める業務

（要請手続き）

第４条 第２条の要請は、業務の内容、場所及び期間その他必要事項等を記載した「災害時支援

協力要請書（様式第 1号。以下、「要請書」という。）」により行うものとする。ただし、緊急を

要する場合は、電話等により要請し、事後遅滞なく、要請書を乙に提出するものとする。

２ 乙は、前項の要請を受けた時は、その要請を実施するための措置を行うとともに、その措置

の状況（選出した行政書士氏名、派遣可能期間）を甲に報告するものとする。

（窓口の設置及び運営）

第５条 甲は、窓口の設置及び運営を円滑に行うために、次に掲げる業務に努めるものとする。

（１）窓口設置場所の確保

（２）被災者への広報

（３）窓口で使用する消耗品の無償貸与

（情報の交換）

第６条 甲及び乙は、この協定に基づく業務が円滑に行われるよう、随時次の資料を交換するも

のとする。なお、連絡先に変更が生じた場合は、速やかに相手方に報告するものとする。

（１）宮崎市地域防災計画

（２）連絡責任者及び補助者の職、氏名並びに連絡方法等

（３）その他必要事項

（費用負担）

第７条 第３条に規定する手続相談業務で必要となる人件費及び物件費は、乙が負担するものと

する。
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（実費手数料の取扱い）

第８条 甲の要請に基づく手続相談業務は無料とし、実費が必要な場合には相談者が負担するも

のとする。

（業務内容の報告）

第９条 乙は、前条の規定に基づき業務に従事した場合は、随時その活動内容の経過について甲

に報告するとともに、その業務を完了したときは、速やかに次の各号に掲げる事項を記載した

「災害時支援協力報告書（様式第２号）により、甲に報告するものとする。

（１）業務内容

（２）件数

（３）その他必要事項

（損害の補償）

第１０条 甲の要請に基づく手続相談業務を行う際に、乙の会員が負傷し、疾病にかかり、又は

死亡した場合における補償については、甲は負担を負わないものとする。

（疑義に関する協議）

第１１条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲乙

協議して定めるものとする。

（協定期間）

第１２条 この協定の有効期間は、締結の日から平成２９年３月３１日までとする。ただし、こ

の協定の有効期間満了１月前までに甲乙いずれからも何ら意思表示がないときは、更に期間満

了の日の翌日から１年間この協定の有効期間が延長されたものとし、以後の期間についてもま

た同様とする。

２ 協定内容に見直しの必要が生じた場合は、協議の上随時変更を行う。

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有す

るものとする。

平成２８年 ９月 １日

甲 宮崎市橘通西一丁目１番１号

宮崎市

宮崎市長 戸 敷 正

乙 宮崎県宮崎市松橋一丁目２番１８号

新井ビル２階

宮崎県行政書士会

会 長 蓑 原 行 滿
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05 災害時における医療救護活動に関する協定書

協定先：一般社団法人宮崎市郡薬剤師会

宮崎市、国富町及び綾町（以下「市町」という。）と一般社団法人宮崎市郡薬剤師会（以下「薬

剤師会」という。）は、災害時の医療救護活動について、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、災害時に市町が行う医療救護活動等に対する薬剤師会の協力について必要

な事項を定めるものとする。

（薬剤師班の要請）

第２条 市町は、災害時に、薬剤師会に対し薬剤師班の派遣を要請できるものとする。

２ 薬剤師会は、災害時に薬剤師班を編成し、市町の指定した場所に、速やかに派遣するものと

する。

（薬剤師班の構成）

第３条 薬剤師班は、原則、薬剤師２名から４名で構成する。

（要請の方法）

第４条 市町が、第２条に基づき薬剤師会に薬剤師班の派遣を要請する場合は、薬剤師会に対し

医療救護活動要請書（様式第１号。以下「要請書」という。）により協力を要請する。ただし、

緊急を要する場合は、電話等により直接要請できるものとし、市町は、事後速やかに、薬剤師

会に要請書を提出するものとする。

（薬剤師班の業務）

第５条 薬剤師班の業務は、次のとおりとする。

（１）救護所等における傷病者等に対する調剤及び服薬指導

（２）救護所、医薬品等の集積所等における医薬品等の仕分け及び管理

（３）その他消毒方法、医薬品の使用方法等の薬学的指導

（薬剤師班に対する指揮等）

第６条 薬剤師班に対する指揮命令及び医療救護活動に係る連絡調整は、市町の指定する者が行

うものとする。

（医薬品等の供給）

第７条 薬剤師会が派遣する薬剤師班が使用する医薬品等は、薬剤師会が備蓄しているものを当

該薬剤師班が携行するものとする。

２ 前項に定める備蓄医薬品等のほか、市町が備蓄すべき医薬品等については別途定めることと

し、当該薬剤師班はこれを携行することができるものとする。

（調剤費）

第８条 救護所等における薬剤師班が行う調剤に係る調剤費は、無料とする。

（体制整備）

第９条 薬剤師会は、災害時に迅速な対応がとれるよう、組織内の連絡及び派遣の体制の整備に

努めるものとする。

（情報の交換）
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第１０条 市町及び薬剤師会は、平常時から災害時の対応等について必要な協議をし、情報の交

換に努めるものとする。

（訓練）

第１１条 市町及び薬剤師会は、災害時に備えた訓練を実施し、災害時に適切な対応ができるよ

うに努めるものとする。

（報告）

第１２条 薬剤師会は、派遣した薬剤師班が医療救護活動を実施したときは、その実績を医療救

護活動報告書（様式第２号）により市町に報告するものとする。

（経費の負担）

第１３条 市町の要請により薬剤師会が派遣した薬剤師班が医療救護活動を実施した場合に要す

る次の経費は、市町が負担するものとする。

（１）薬剤師班の編成及び派遣に要する旅費

（２）薬剤師班が携行した医薬品等を使用した場合の医薬品費等

（３）薬剤師班員が医療救護活動において負傷し、疾病にかかり、又は死亡した場合の扶助費

２ 前項に規定する経費の支払額については、実費弁償によるもののほか、市町及び薬剤師会協

議の上定める額の範囲内とする。

（協議）

第１４条 この協定に定めのない事項若しくはこの協定に定めた事項で疑義が生じた場合又はこ

の協定に定めた事項を変更する必要が生じた場合は、市町及び薬剤師会が協議の上決定するも

のとする。

（有効期限）

第１５条 この協定は、締結の日から効力を生ずるものとし、市町及び薬剤師会が文書をもって

この協定の終了を通知しない限り、その効力は継続するものとする。

この協定の締結を証するため、本書４通を作成し、市町及び薬剤師会記名押印の上、各自１通

を保有する。

平成３０年 ７月６日

宮崎市橘通西一丁目１番１号

宮崎市

宮崎市長 戸 敷 正

東諸県郡国富町大字本庄４８００番地

国富町

国富町長 中別府 尚文

東諸県郡綾町大字南俣５１５番地

綾町

綾町長 前 田 穰

宮崎市新別府町船戸７７３番地１

一般社団法人 宮崎市郡薬剤師会

会長 宮 本 圭 一 郎
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06 大規模災害時における被災者支援協力に関する協定書

協定先：一般社団法人宮崎県損害保険代理業協会宮崎中央支部

宮崎市（以下「甲」という。）と一般社団法人 宮崎県損害保険代理業協会宮崎中央支部（以下

「乙」という。）は、宮崎市内に大規模な地震、風水害その他の災害が発生した場合（以下「災害

時」という。）における被災者支援のため、必要な手続き等に関する相談（以下「手続相談業務」

という。）を円滑に遂行するため、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、甲の要請に基づき乙が実施する手続相談業務に関し、混乱する被災地での

被災者の支援により大きく貢献することを目的とする。

（要請）

第２条 甲は、災害対策本部等を設置し、かつ、宮崎市内において災害救助法が適用された場合

で、手続相談業務の必要が生じたときは、乙に対して協力を要請することができる。

（業務の範囲）

第３条 前条の規定により甲から要請を受けたときは、乙が行う手続相談業務は保険業法（平成

７年６月７日号外法律第１０５号）に規定する損害保険業務並びに次に掲げる業務とする。

（１）甲が要請する場所への、乙による被災者支援相談窓口（以下「窓口」という。）の設置

（２）甲への乙の会員の派遣

（３）その他甲が必要と認める業務

（要請手続き）

第４条 第２条の要請は、業務の内容、場所及び期間その他必要事項等を記載した「災害時支援

協力要請書（様式第 1号。以下、「要請書」という。）」により行うものとする。ただし、緊急

を要する場合は、電話等により要請し、事後遅滞なく、要請書を乙に提出するものとする。

２ 乙は、前項の要請を受けた時は、その要請を実施するための措置を行うとともに、その措置

の状況（派遣者の氏名、派遣可能期間）を甲に報告するものとする。

（窓口の設置及び運営）

第５条 甲は、窓口の設置及び運営を円滑に行うために、次に掲げる業務に努めるものとする。

（１）窓口設置場所の確保

（２）被災者への広報

（３）窓口で使用する消耗品の無償貸与

（情報の交換）

第６条 甲及び乙は、この協定に基づく業務が円滑に行われるよう、随時次の資料を交換するも

のとする。なお、連絡先に変更が生じた場合は、速やかに相手方に報告するものとする。

（１）宮崎市地域防災計画

（２）連絡責任者及び補助者の職、氏名並びに連絡方法等

（３）組織体制

（４）その他必要事項
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（費用負担）

第７条 第３条に規定する手続相談業務で必要となる人件費及び物件費は、乙が負担するものと

する。

（実費手数料の取扱い）

第８条 甲の要請に基づく手続相談業務は無料とし、実費が必要な場合には相談者が負担するも

のとする。

（業務内容の報告）

第９条 乙は、前条の規定に基づき業務に従事した場合は、随時その活動内容の経過について甲

に報告するとともに、その業務を完了したときは、速やかに次の各号に掲げる事項を記載した

「災害時支援協力報告書（様式第２号）により、甲に報告するものとする。

（１）業務内容

（２）件数

（３）その他必要事項

（損害の補償）

第１０条 甲の要請に基づく手続相談業務を行う際に、乙の会員が負傷し、疾病にかかり、又は

死亡した場合における補償については、甲は負担を負わないものとする。

（疑義に関する協議）

第１１条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲乙

協議して定めるものとする。

（協定期間）

第１２条 この協定の有効期間は、締結の日から平成３１年３月３１日までとする。ただし、こ

の協定の有効期間満了１月前までに甲乙いずれからも何ら意思表示がないときは、更に期間満

了の日の翌日から１年間この協定の有効期間が延長されたものとし、以後の期間についてもま

た同様とする。

２ 協定内容に見直しの必要が生じた場合は、協議の上随時変更を行う。

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有

するものとする。

平成３０年１１月２０日

甲 宮崎市橘通西一丁目１番１号

宮崎市

宮崎市長 戸 敷 正

乙 宮崎県宮崎市広島２丁目５－３０

ルポ宮崎駅前ビル２０５号室

一般社団法人 宮崎県損害保険代理業協会宮崎中央支部

支 部 長 石 田 喜 克
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07 災害時における被災地支援に関する協定書

協定先：宮崎刑務所

宮崎市（以下「甲」という。）と宮崎刑務所（以下「乙」という。）は、災害時における支援協

力について、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、宮崎市内に発生した地震及び風水害その他の災害時において、災害が発生

した地域（以下「被災地」という。）を支援するための必要な事項を定め、もって宮崎市の早期

復旧に資することを目的とする。

（支援の内容）

第２条 甲が乙に協力を要請できる支援の内容は、次のとおりとする。

（１）避難生活が必要になった際における乙が管理する会議室、武道場及び職員待機所（以下

「避難所」という。）の使用

（２）前号に掲げるもののほか、災害対策上必要な支援

（協力要請）

第３条 甲は、災害時において、前条に定める支援の必要があると認めるときは、乙に対し協力

を要請することができるものとする。

２ 甲は、前項の規定に基づき避難所その他乙が管理する施設等（以下「避難所等」という。）の

使用の要請を行うときは、国有財産使用許可申請書（別記様式１。以下「申請書」という。）に

より行うものとする。ただし、文書による要請が困難である場合には口頭により要請し、その

後、遅滞なく申請書を提出するものとする。

（協力の実施）

第４条 乙は、前条の規定による要請を受けたときは、乙の運営に支障のない範囲で要請に応ず

るよう、必要な調整を行うものとする。

２ 乙は、前項の規定に基づき避難所等の使用に関する協力を実施するときは、国有財産使用許

可書（別記様式２。以下「許可書」という。）により回答する。ただし、文書による回答が困難

である場合には口頭により回答し、その後、速やかに許可書を提出するものとする。

３ 乙は，次の各号に該当するときは，前項の許可を取消し又は変更することができるものとす

る。また，この場合において発生した経費は甲の負担とする。

（１）乙が，本来の目的に供するため必要が生じたとき

（２）甲に，この協定に違反する行為が認められるとき

（経費の負担）

第５条 前条の規定に基づく乙の協力等により甲が使用する避難所等の運営に要する経費は、甲

が負担するものとする。

２ 前項に規定する経費を除く協力に要した経費の負担については，甲乙協議の上，決定するも

のとする。

（留意事項）

第６条 甲は、乙の第２条各号の支援を受けるに当たり、次に掲げる事項に留意しなければなら

ない。
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（１）避難所等を使用する際は，善良な管理者の注意をもって使用すること。

（２）避難所等を利用する者に対し，避難所等以外の部分に立ち入らないよう十分な注意喚起を

行い，指導を徹底すること。

（３）避難所等の使用料については，国有財産法第１９条において準用する同法第２２条第１項

第３号の規定に基づき，無償とする。

（４）避難所等の使用が長期にわたる場合は，代替避難所の確保に努めること。

（５）避難所等の使用が終了したときは，乙にその旨を通知するとともに，避難所等を原状に復

した上，乙に引き渡すこと。

（６）前号の原状復帰に要した費用は，甲が負担すること。

２ 乙は，乙の運営に支障がない範囲において，甲が行う避難所等の管理運営に関する協力を行

う。

（情報の交換）

第７条 甲及び乙は、この協定に基づく業務が円滑に行われるよう、随時次の資料を交換するも

のとする。なお、連絡先に変更が生じた場合は、速やかに相手方に報告するものとする。

（１）宮崎市地域防災計画

（２）連絡責任者及び補助者の職、氏名並びに連絡方法等

（３）組織体制、提供可能な人員及び資機材

（４）その他必要事項

（秘密の保持）

第８条 甲及び乙は、本協定に基づく協力により知り得た秘密を他に漏らし又は利用してはならな

い。この協定の有効期間満了後においても同様とする。

（疑義に関する協議）

第９条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲乙協

議して定めるものとする。

（協定期間）

第１０条 この協定は，締結の日から効力を生ずるものとし，甲又は乙が文書をもって協定の終

了を通知しない限り，その効力は継続するものとする。

２ 協定内容に見直しの必要が生じた場合は、協議の上随時変更を行う。

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有す

るものとする。

令和２年２月１０日

甲 宮崎市橘通西一丁目１番１号

宮崎市

宮崎市長 戸敷 正

乙 宮崎市大字糸原４６２３番地

宮崎刑務所

宮崎刑務所長 林田 克紀
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08 災害時における歯科医療救護活動に関する協定書

協定先：国富町、綾町

一般社団法人宮崎市郡歯科医師会

宮崎市、国富町及び綾町（以下「市町」という。）と一般社団法人宮崎市郡歯科医師会（以下「歯

科医師会」という。）は、災害時における歯科医療救護活動に関し、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、宮崎東諸県地域における災害が発生した場合、市町が歯科医師会に対して

行う協力要請及び歯科医師会が行う歯科医療救護活動について、必要な事項を定めるものとす

る。

（歯科医療救護計画）

第２条 歯科医師会は、前条に定める歯科医療救護活動を迅速かつ適切に実施するため、予め歯

科医療救護計画を作成し、これを市町に提出するものとする。

２ 前項の歯科医療救護計画は、次の各号に掲げる事項について定めるものとする。

（１）歯科医療救護班の編成計画及び活動計画

（２）歯科医師会と関係機関との通信連絡計画

（３）指揮系統

（４）医薬品、医療資器材等の備蓄計画

（５）訓練計画

（６）その他必要な事項

（歯科医療救護班の派遣）

第３条 市町は、災害時に、歯科医師会に対し歯科医療救護班の派遣を要請できるものとする。

２ 歯科医師会は、災害時に前項の規定により市町から派遣要請を受けた場合は、歯科医療救護班

を編成し、市町の指定した場所に、速やかに派遣するものとする。ただし、災害が激甚かつ歯科

医療救護班に危害が生じる恐れがある場合には、この限りではない。

３ 歯科医師会は、緊急又はやむを得ない事情により、市町の要請によらず自らの判断により歯科

医療救護班を派遣した場合は、速やかに市町に報告し、その承認を得るものとする。

（歯科医療救護班の輸送）

第４条 市町は、通常の交通手段の確保が困難な場合は、歯科医療救護班の輸送に必要な措置を

とるものとする。

（歯科医療救護班に対する指揮命令等）

第５条 歯科医療救護班に対する指揮命令及び歯科医療救護活動に係る連絡調整は、市町の指定

する者が行うものとする。

（歯科医療救護班の業務）

第６条 歯科医療救護班の行う業務は、次のとおりとする。

（１）歯科医療を要する傷病者への応急歯科医療処置

（２）歯科口腔保健衛生活動による被災住民等の健康管理
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（３）災害対応に係る情報の収集及び通信手段の確保

（４）傷病者を収容する医療機関への搬送の要否及び搬送順位の決定

（５）遺体の身元確認作業に関する協力

（６）その他状況に応じた処置

（医薬品等の供給）

第７条 歯科医療救護活動に必要な医薬品等は、当該歯科医療救護班が携行するもののほか市町

が必要な措置をとるものとする。

（医療費）

第８条 市町が設置する救護所等における医療費は、無料とする。

２ 搬送先の医療機関における医療費は、原則として患者負担とする。

（報告）

第９条 歯科医師会は、歯科医療救護班の派遣を行った場合、歯科医療救護活動終了後速やかに、

歯科医療救護活動及び医薬品等使用等の実績をとりまとめ、文書により市町に報告するものと

する。

（経費の負担）

第１０条 市町の要請に基づき歯科医師会が派遣した歯科医療救護班に係る次の経費は、市町が

負担するものとする。

（１）歯科医療救護班の編成及び派遣に要した旅費

（２）歯科医療救護班が医薬品等を使用した場合の実費

（３）歯科医療救護班員が医療救護活動において死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又

は障がいを負った場合の補償費

２ 前項に定める費用の額については、実費弁償によるもののほか、市町及び歯科医師会が協議

の上決定する。

（訓練）

第１１条 歯科医師会は、市町が実施する訓練に参加し、災害時に適切な対応ができるように努

めるものとする。

（実施細目）

第１２条 この協定を実施するための必要な事項については、市町及び歯科医師会が協議の上、

別途定めるものとする。

（協議）

第１３条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じた場合は、市町及び歯科医

師会が協議の上、決定するものとする。

（協定期間）

第１４条 この協定の有効期間は、協定締結の日から令和２年３月３１日までとする。ただし、

この協定の有効期間が満了する１か月前までに、市町又は歯科医師会から何らの意思表示がな

い場合は、期間満了の日の翌日から１年間延長するものとし、以後も同様とする。

この協定の締結を証するため、本書４通を作成し、市町及び歯科医師会記名押印の上、各１

通を保有する。
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令和２年２月１４日

宮崎市橘通西一丁目１番１号

宮 崎 市

宮 崎 市 長 戸 敷 正

東諸県郡国富町大字本庄４８００番地

国 富 町

国 富 町 長 中 別 府 尚 文

東諸県郡綾町大字南俣５１５番地

綾 町

綾 町 長 籾 田 学

宮崎市清水１丁目１２番２号

一般社団法人 宮崎市郡歯科医師会

会 長 黒 木 晃 一
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01 災害対策基本法に基づく放送要請に関する協定について

協定先：日本放送協会宮崎放送局

災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 57 条に規定する放送要請に関して、宮崎県知事

と日本放送協会宮崎放送局長は、同法施行令第 22条の規定に基づく協議の結果、次のとおり協定

する。

昭和 40年 12 月１日

宮 崎 県 知 事

日本放送協会宮崎放送局長

《 放送要請様式 》

放送申込書

年 月

放送要請の理由 大雨・洪水警報発表に伴い宮崎市長から避難勧告の放送要請があった。

大雨・洪水警報が発表されたことに伴い、○○時○○分に宮崎市長から同市

の次の地区の住民へ避難勧告が出されました。

速やかに避難をお願いいたします。

その他必要な事項 文字及びアナウンスにより放送願います。

地区名

（ふりがな）

避難場所名

（ふりがな）

○○○○地区 ○○○○小学校

○○○○地区 ○○○○公民館
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02 災害時における緊急放送に関する協定書

協定先：宮崎ケーブルテレビ株式会社

宮崎市（以下「甲」という。）と、宮崎ケーブルテレビ株式会社（以下「乙」という。）は、災

害時の緊急放送に関し、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第 1条 この協定は、宮崎市において災害が発生し、又は発生するおそれがある場合における緊

急放送の手段を確保し、被害の軽減又は災害発生の予防を図ることを目的とする。

（定義）

第２条 この協定において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。

（１）災害 災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１号に定める災害をいう。

（２）緊急放送 前条の目的を達成するために、甲が乙から割り当てられたチャンネルを占有

して行う緊急災害情報の放送をいう。

（放送基準）

第３条 緊急放送は、甲において災害対策本部又は災害警戒本部が設置され、市民に対し緊急に

情報を伝達する必要がある場合に行う。

（災害情報の発信）

第４条 乙は、前条に規定する場合において甲が緊急放送を行うときは、甲に割り当てたチャン

ネルを開放する。

（緊急放送の結果の責任）

第５条 緊急放送を行った結果が社会に及ぼす影響については、甲がその責任を負うものとする。

（費用の負担）

第６条 緊急放送に要する費用は、原則として乙が負担するものとする。

（協議）

第７条 この協定に定めのない事項又はこの協定について変更の必要若しくは疑義が生じたとき

は、甲乙協議して定めるものとする。

（有効期間）

第８条 この協定の有効期間は、協定締結の日から平成１９年３月２３日までとする。

（協定の更新）

第９条 この協定の有効期間の終了 1か月前までに、甲乙のいずれか一方から異議の申出がない

ときは、終期の翌日において向かう１か年間順次協定を更新したものとみなす。

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自 1通を

保有するものとする。

平成１８年３月２４日

甲 宮崎市橘通西一丁目 1番 1号

宮崎市

宮崎市長

乙

（平成 18 年 8月 23 日 変更協定により第 3条中「災害警戒本部」を「災害警戒本部等」に変更）
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03 災害時における緊急放送に関する協定書

協定先：株式会社宮崎サンシャインエフエム

宮崎市（以下「甲」という。）と株式会社宮崎サンシャインエフエム（以下「乙」という。）は、

災害に関する情報のラジオ放送について、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、宮崎市において災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、

乙の放送局を通じて、迅速に災害情報及び防災情報を周知することにより被害の軽減を図り、

もって市民の安全確保に寄与することを目的とする。

（定義）

第２条 この協定において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。

（１）災害 災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１号に定める災害をいう。

（２）緊急割込放送 前条の目的を達成するために、甲が乙の放送設備を使用し、他の放送に

優先して行う緊急災害情報の放送をいう。

（３）緊急割込装置 甲の災害対策本部室と乙の放送局を専用の電話回線及び無線回線でつな

ぎ、緊急災害情報を最優先に放送することができる装置をいう。

（支援協力内容）

第３条 この協定により、乙が行う支援協力は次のとおりとする。

（１）災害時の緊急割込放送の配信

（２）災害に関する情報の放送協力

（運用）

第４条 甲は、前条第１号に定める事項について、緊急割込放送が必要と判断したときは、事前

に乙に連絡を行ったうえで放送するものとする。ただし、やむを得ず連絡がつかない場合は、

その実施日時及び内容を文書により乙に事後報告するものとする。

２ 乙は前条第２号に定める事項について甲から情報の提供を受けたときは、乙の可能な範囲で

放送を行い、市民への適切な情報提供に努めるものとする。

（緊急放送の結果の責任）

第５条 放送を行った結果が社会に及ぼす影響については、第３条第１号については甲が、同条

第２号については乙がその責任を負うものとする。

（費用の負担）

第６条 緊急割込装置の設置及び維持に要する費用は甲が負担するものとし、第３条に掲げる事

項については、乙は無償で行うものとする。

（疑義に関する協議）

第７条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲乙協

議のうえ定めるものとする。
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（協定期間）

第８条 この協定の有効期間は、協定締結の日から平成 31 年 3 月 31 日までとする。ただし、こ

の協定の有効期間満了の日から１ヶ月前までに、甲乙のいずれからも終了の申出のないときは、

更に期間満了の日の翌日から１年間この協定の有効期間が延長されたものとし、以後同様とす

る。

２ 協定内容に見直しの必要が生じた場合は、協議の上随時変更を行う。

この契約締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有する

ものとする。

平成３０年１月１０日

甲 宮崎市橘通西一丁目 1番 1号

宮崎市

宮崎市長 戸敷 正

乙 宮崎市宮崎市橘通東３－６－３４ クロノビル

株式会社宮崎サンシャインエフエム

代表取締役社長 松野 義晴

（協定締結日：平成 18 年 3 月 24 日）

（変更協定日：平成 30 年 1 月 10 日）
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04 防災情報等の提供に関する協定書

協定先：ファーストメディア株式会社

宮崎市（以下「甲」という。）とファーストメディア株式会社（以下「乙」という。）とは、

災害に係る情報提供に関し、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、災害時に備え、甲と乙が互いに協力することにより、甲が住民等に対

して必要な防災情報を提供する手段を充実させることを目的とする。

（実施内容）

第２条 甲は、前条の目的を達成するため、次に掲げる情報のうち、可能な限り最新のもの

を乙に提供するものとする。

（１） 避難場所・避難所情報

（２） ハザードマップ情報

（３） その他防災に関する情報

２ 乙は、前項により提供された情報を、乙が提供している防災関連のアプリケーションに

掲載する等の方法により、住民等に対し情報提供する。

（費用の負担）

第３条 前条の規定により甲乙それぞれが実施する作業については、原則として無償で行わ

れるものとし、その作業に係る一切の経費は、各自が負担するものとする。

（二次利用）

第４条 乙は、第２条の規定に基づき甲から提供された情報について、第三者に提供する場

合は、あらかじめ文書にて甲に報告し、甲の了承を得なければならない。

（情報の交換）

第５条 甲及び乙は、この協定に基づく業務が円滑に行われるよう、随時次の資料を交換す

るものとする。なお、連絡先に変更が生じた場合は、速やかに相手方に報告するものとす

る。

（１） 宮崎市地域防災計画

（２） 連絡責任者及び補助者の職、氏名並びに連絡方法等

（３） その他必要事項

（疑義に関する協議）

第６条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲

乙協議のうえ定めるものとする。

（協定期間）

第７条 この協定の有効期間は、締結の日から平成３０年３月３１日までとする。ただし、

この協定の有効期間満了１月前までに甲乙いずれからも何ら意思表示がないときは、更に

期間満了の日の翌日から１年間この協定の有効期間が延長されたものとし、以後の期間に

ついてもまた同様とする。

２ 協定内容に見直しの必要が生じた場合は、協議の上随時変更を行う。
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この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保

有するものとする。

平成３０年 １月１２日

甲 宮崎市橘通西一丁目１番１号

宮崎市

宮崎市長 戸敷 正

乙 東京都千代田区神田神保町１丁目４２番４号

ファーストメディア株式会社

代表取締役社長 山﨑 佳一
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05 災害に係る情報発信等に関する協定書

協定先：ヤフー株式会社

宮崎市（以下「甲」という。）とヤフー株式会社（以下「乙」という。）は、災害に係る情報発

信等に関し、次のとおり協定（以下「本協定」という。）を締結する。

（本協定の目的）

第１条 本協定は、甲の市内の地震、津波、台風、豪雨、洪水、暴風その他の災害に備え、甲が

市民に対して必要な情報を迅速に提供し、かつ甲の行政機能の低下を軽減させるため、甲と乙

が互いに協力して様々な取組を行うことを目的とする。

（本協定における取組）

第２条 本協定における取組の内容は、次の各号に掲げる中から、甲及び乙の両者の協議により

具体的な内容及び方法について合意が得られたものを実施するものとする。

（１） 乙が、甲の運営するホームページの災害時のアクセス負荷の軽減を目的として、甲の

運営するホームページのキャッシュサイトをヤフーサービス上に掲載し、一般の閲覧に供

すること。

（２） 甲が、甲の市内の避難所等の防災情報を乙に提供し、乙が、これらの情報を平常時か

らヤフーサービス上に掲載するなどして、一般に広く周知すること。

（３） 甲が、甲の市内の避難勧告、避難指示等の緊急情報を乙に提供し、乙が、これらの情

報をヤフーサービス上に掲載するなどして、一般に広く周知すること。

（４） 甲が、災害発生時の甲の市内の被害状況、ライフラインに関する情報及び避難所にお

けるボランティア受入れ情報を乙に提供し、乙が、これらの情報をヤフーサービス上に掲

載するなどして、一般に広く周知すること。

（５） 甲が、甲の市内の避難所等における必要救援物資に関する情報を乙に提供し、乙が、

この必要救援物資に関する情報をヤフーサービス上に掲載するなどして、一般に広く周知

すること。

（６） 乙が、乙の提供するブログサービスにおいて甲が運営するブログ（以下「災害ブログ」

という。）にアクセスするための web リンクをヤフーサービス上に掲載するなどして、災害

ブログを一般に広く周知すること。

（７） 甲が、甲の市内の避難所に避難している避難者の名簿を作成する場合、乙が提示する

所定のフォーマットを用いて名簿を作成すること。

２ 甲及び乙は、前項各号の事項が円滑になされるよう、お互いの窓口となる連絡先及びその担

当者名を相手方に連絡するものとし、これに変更があった場合、速やかに相手方に連絡するも

のとする。

３ 第１項各号に関する事項及び同項に記載のない事項についても、甲及び乙は、両者で適宜協

議を行い、決定した取組を随時実施するものとする。

（費用）

第３条 前条に基づく甲及び乙の対応は別段の合意がない限り無償で行われるものとし、それぞ

れの対応に係る旅費・通信費その他一切の経費は、各自が負担するものとする。
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（情報の周知）

第４条 乙は、甲から提供を受ける情報について、甲が特段の留保を付さない限り、本協定の目

的を達成するため、乙が適切と判断する方法（提携先への提供、ヤフーサービス以外のサービ

ス上での掲載等を含む）により、一般に広く周知することができる。ただし、乙は、本協定の

目的以外のために二次利用をしてはならないものとする。

（本協定の公表）

第５条 本協定締結の事実及び本協定の内容を公表する場合、甲及び乙は、その時期、方法及び

内容について、両者で別途協議のうえ、決定するものとする。

（本協定の期間）

第６条 本協定の有効期間は、本協定締結日から 1年間とし、期間満了前までにいずれかの当事

者から他の当事者に対し期間満了によって本協定を終了する旨の書面による通知がなされない

限り、本協定はさらに 1年間自動的に更新されるものとし、以後も同様とする。

（協議）

第７条 本協定に定めのない事項及び本協定に関して疑義が生じた事項については、甲及び乙は、

誠実に協議して解決を図る。

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有す

るものとする。

平成３０年 ３月３０日

甲 宮崎市橘通西一丁目１番１号

宮崎市

宮崎市長 戸敷 正

乙 東京都千代田区紀尾井町１番３号

ヤフー株式会社

代表取締役 宮坂 学
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06 防災パートナーシップに関する協定書

協定先：株式会社テレビ宮崎

宮崎市（以下「甲」という。）と株式会社テレビ宮崎（以下「乙」という。）は、災害時におけ

る災害及び防災に関する情報の発信並びに平常時における災害予防対策について、次のとおり協

定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、宮崎市に災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、甲が乙

の協力を得て迅速に災害及び防災に関する情報を周知すること等により、災害による被害の軽

減を図り、もって住民の安全の確保に寄与することを目的とする。

（定義）

第２条 この協定において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めることによる。

（１）災害 災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１号に定める災害をいう。

（２）防災 災害を未然に防止し、災害が発生した場合における被害の拡大を防ぐことをいう。

（情報発信の要請）

第３条 甲は、第１条の目的を達成するため、災害及び防災に関する情報の発信（以下「放送等」

という。）を行う必要があると認めるときは、乙に対し、これを要請することができる。

（要請の手続）

第４条 甲は、前条の規定により放送等を要請するときは、乙に対し、次に掲げる事項を記載し

た甲が別に定める情報発信要請書（以下「要請書」という。）をＦＡＸ又は電子メール等により

送信するものとする。ただし、緊急を要するときは、甲は、乙に対し、口頭又は電話により要

請することができる。

（１）災害の種類

（２）放送等の要請の理由

（３）放送等を求める事項

（４）その他甲が必要と認める事項

２ 本協定の規定により口頭又は電話による要請を行ったときは、甲は、当該要請後に、遅滞な

く要請書を送信するものとする。

（情報発信の実施）

第５条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けた場合は、被害の程度やその時間帯の状況に

応じて、可能な限り次の各号に掲げる放送等に努めるものとする。

（１）ＵＭＫホームページでのＬアラート（地域情報コモンズ）情報の掲載

（２）「宮崎ニュースＵＭＫ」での情報配信（インターネット、ＵＭＫアプリ）

（３）データ放送での情報配信

（４）インターネットライブ配信

（５）地上波テレビでの放送

２ 乙は、前項の規定による放送等を原則として無償で行うものとする。

（平常時の取組）

第６条 乙は、平常時において、甲が実施する災害予防対策のため、甲に対し災害に関する映像

を提供する等、乙の可能な範囲で協力する。

２ 甲は、乙が本協定の趣旨に基づき災害予防対策に資する報道活動を行うときは、乙に対し甲

の所有する映像や資料を提供する等、甲の可能な範囲で協力する。

（運用連絡表）

第７条 甲及び乙は、放送等の要請を円滑に行うとともに、放送等を迅速かつ的確に行うため、

相互の連絡責任者、連絡先、通信方法等を記載した防災パートナーシップに関する協定書の運

用連絡表（以下「連絡表」という。）を、協議の上作成するものとし、毎年４月に記載事項が最

新であることを確認する。

２ 甲及び乙は、連絡表の記載内容に変更が生じた場合は、速やかに相手方に通知するとともに、
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必要に応じて協議の上、連絡表を更新するものとする。

（協定の期間）

第８条 この協定は、その締結の日から効力を生ずるものとし、甲又は乙が相手方に対し文書に

よりこの協定の終了を通知しない限り、継続するものとする。

（協議事項）

第９条 この協定に定めのない事項について定める必要が生じたとき、又はこの協定に定める事

項について疑義が生じたときは、甲乙協議の上決定する。

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上各自その１通を保

有する。

令和２年１０月２日

甲 宮崎市橘通西一丁目１番１号

宮崎市

宮崎市長 戸敷 正

乙 宮崎市祇園２丁目７８番地

株式会社テレビ宮崎

代表取締役社長 寺村 明之
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07 災害時避難施設に係る情報の提供に関する協定

協定先：株式会社バカン

宮崎市（以下「甲」という。）と株式会社バカン（以下「乙」という。）は、災害に係る情報提

供等に関し、次のとおり、協定（以下「本協定」という）を締結する。

（本協定の目的）

第１条 本協定は、宮崎市の災害に備え、甲が宮崎市民に対して必要な情報を提供する手段を充

実させるため、甲と乙が互いに協力することを目的とする。

（本協定の実施内容）

第２条 前条の目的を達成するため、本協定で実施する協力内容は、次のとおりとする。

(1) 甲は、宮崎市の避難所等の災害に係る情報を乙に提供すること。

(2) 乙は、提供された情報を自社サービス上に掲載するなどし、住民に対し周知すること。

（費用の負担）

第３条 前条に基づく甲乙それぞれの作業については、別段の合意がない限り無償で行われるも

のとし、その一切の経費は、各自が負担するものとする。

（２次利用）

第４条 乙は、本協定で得た情報を、第３者に提供する場合は、あらかじめ甲に報告しなければ

ならない。

（本協定の有効期間）

第５条 この協定の有効期間は、協定締結日から令和５年３月３１日とする。

２ 前項の規定にかかわらず、期間満了の日の２か月前に、甲又は乙から何ら意思表示がないと

きは、協定期間は更に１年延長するものとし、その後もこの例による。

（疑義等の決定）

第６条 この協定について疑義が生じたとき又はこの協定に定めのない事項については、甲乙協

議の上、これを定めるものとする。

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有する。

令和２年１２月１８日

甲 宮崎県宮崎市橘通西一丁目１番１号

宮崎市

宮崎市長 戸敷 正

乙 東京都千代田区永田町二丁目 17 番地３

住友不動産永田町ビル２階

株式会社バカン

代表取締役 河野 剛進
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01 災害時における住宅の早期復興に向けた協力に関する協定書

協定先：独立行政法人 住宅金融支援機構

宮崎市（以下「甲」という。）及び独立行政法人住宅金融支援機構（以下「乙」という。）は、

地震、風水害等の災害時における被災した市民の住宅の早期復興を支援するため、宮崎市地域防

災計画に基づき甲が実施する施策への乙の協力に関して、次のとおり協定を締結する。

（情報の交換）

第１条 甲及び乙は、この協定に基づき、被災した市民の住宅の早期復興への支援が円滑に行わ

れるように次の情報を適時的確に交換する。

一 住宅に関連する防災、被災した住宅の再建等に関する施策及び融資制度

二 被害状況、被災した市民から寄せられた住宅の復興等に関する要望

三 第７条に定める連絡窓口となる部署名並びに連絡責任者及び補助者の職名及び氏名

四 第７条に定める連絡窓口との連絡方法

五 その他住宅の早期復興への支援に関し必要な事項

（住宅相談窓口の開設）

第２条 乙は、甲からの協力要請に応じて、「住宅相談窓口」を速やかに開設し、被災した市民か

らの住宅再建及び住宅ローンの返済に関する相談に対応し、被災した住宅の早期復興を支援す

るものとする。

２ 甲は、前項の「住宅相談窓口」の開設及び運営に当たり、必要に応じ、場所の確保その他乙

から要請を受けた事項について、乙に協力するものとする。

（職員の派遣）

第３条 乙は、前条の相談に対応するため、職員を派遣するものとする。

２ 乙は、前条の相談への対応のほか、甲から市民の住宅の早期復興を支援するため特に要請を

受けたときは、甲と協議の上、職員を派遣する。

（住宅ローン返済中の市民への支援）

第４条 乙は、乙の住宅ローンを返済中に被災した市民に対して、諸規定に従い、当該住宅ロー

ンの支払の猶予や返済期間の延長等の措置を講ずるものとする。

（周知）

第５条 乙は、乙の災害復興住宅融資の実施、第２条の「住宅相談窓口」の開設及び前条の措置

について、被災した市民に対して積極的に周知するものとする。

２ 甲は、前項の周知に協力するものとする。

（施策実施上の課題等の調整）

第６条 甲及び乙は、住宅に関連する防災、被災した住宅の再建等に関する甲の施策及び乙の災

害関連業務の円滑な実施に資するため、甲がこれらの施策を実施するに当たり発生する乙の融

資及び債権管理上の課題等への対応について、あらかじめ調整を行うものとする。

（連絡窓口）

第７条 甲及び乙は、この協定に関する連絡窓口をそれぞれ設置するものとする。
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（協議）

第８条 この協定に定めるもののほか、被災した市民の住宅の早期復興支援に当たり必要な事項

については、その都度、甲及び乙が充分な協議の上、定めるものとする。

（適用等）

第９条 この協定は、令和 2年 12 月 25 日から適用する。

２ 宮崎市長と住宅金融公庫南九州支店長との間で締結した平成 16 年 11 月 1 日付け「災害時に

おける住宅復興に向けた協力に関する基本協定書」は、この協定の締結をもって廃止する。

この協定を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各自その 1通を保有する。

令和 2年 12 月 25 日

甲 宮崎県宮崎市橘通西 1丁目 1番 1号

宮崎市

宮崎市長 戸敷 正 印

乙 東京都文京区後楽 1丁目 4番 10 号

独立行政法人住宅金融支援機構

理事長 加藤 利男 印
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01 災害時における電気の保安に関する協定書

協定先：一般財団法人九州電気保安協会宮崎支部

宮崎市（以下「甲」という。）と一般財団法人九州電気保安協会宮崎支部（以下「乙」という。）

は、宮崎市内に地震、風水害その他による災害が発生し、又は、発生するおそれのある場合（以

下「災害時」という。）において、公共施設等の電気設備の保安対策業務（以下「保安業務」とい

う。）の実施について、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、災害時における保安業務の実施に関する基本事項を定めることにより、災

害時における公共施設等の迅速かつ適切な機能の維持及び復旧を図ることを目的とする。

（保安業務）

第２条 乙は、甲から保安業務の実施について協力要請があったときは、職員を派遣して、甲の

指定する施設に係る電気施設等の応急復旧のために、電力復旧の可否の判定（電力復旧のため

の軽易な作業を含む。）並びに電力復旧工事の管理、監督、指導及び検査その他の必要な協力を

行うものとする。

（相互の連絡）

第３条 甲と乙は、本協定を遵守するために、災害時の保安業務に関して必要な事項について相

互に連絡するものとする。

（要請手続）

第４条 甲は、乙に対して保安業務を要請するときには、日時、場所、業務内容を指定し、文書

で協力要請するものとする。

２ ただし、災害の状況が切迫し文書による協力要請ができない場合には、電話等により協力要

請ができるものとする。

（費用負担）

第５条 乙は、乙が実施する保安業務に要する費用は、材料及びこれに準ずる物品費以外は請求

しない。

２ 甲は、乙の保安業務終了後、これを検査又は確認したときは、乙の請求により、前項の費用

を速やかに支払うものとする。

（第三者に対する損害賠償）

第６条 甲の要請に基づき乙が実施する保安業務により、第三者に被害が生じた場合は、甲と乙

の双方が誠意を持って協議し解決するものとする。

（防災体制の連絡）

第７条 乙は、乙の組織図及び連絡先を記載した書面を甲に提出し、以降変更があった場合は、

速やかに変更内容を書面で提出するものとする。

（公務災害補償）

第８条 乙は、甲の要請に基づき乙が実施する保安業務により、乙の職員が負傷し、若しくは疾

病にかかり、又は死亡した場合の損害補償は、労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０

号）に基づき、これを補償するものとする。



２．協定等

【その他】

資料 2-108

（防災訓練等）

第９条 乙は、甲の要請があった場合、甲が主催する総合防災訓練等に参加するものとする。ま

た、平時から大規模災害に備えた防災訓練、災害時の情報連絡ルートの確保及び非常用資機材

の整備、電気の安全使用など啓発活動を行うものとする。

（有効期間）

第１０条 この協定の有効期間は、平成２４年１２月２０日から平成２５年３月３１日までとす

る。ただし、期間満了の１カ月前までに甲及び乙いずれからも書面による申し出のない場合に

は、この協定は同一条件をもって有効期間満了後１年間延長するものとし、以後この例による

ものとする。

（協議事項）

第１１条 この協定に記載されていない事項については、甲と乙が協議のうえ決定するものとす

る。

この協定の締結を証するため、本協定書を２通作成し、甲と乙が記名押印のうえ、各１通を

保有する。

平成２４年１２月２０日

甲 宮崎市橘通一丁目１番１号

宮崎市

宮崎市長

乙
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02 災害応急対策に必要な用水の確保に関する協定書

協定先：宮崎地区生コンクリート事業協同組合

宮崎市長（以下「甲」という。）と宮崎地区生コンクリート事業協同組合（以下「乙」という。）

は、災害応急対策に必要な用水の確保に関し、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、宮崎市内において風水害や地震等による災害が発生し、又は発生するおそ

れがある場合（以下「災害時」という。）において、甲が乙に行う飲料水を除く生活用水や消防

用水（以下「用水」という。）の供給の協力要請について、適切かつ円滑な運営を期するために、

必要な事項を定めることを目的とする。

（協力要請）

第２条 甲は、用水の供給を必要とする事態が発生した場合、乙に対して、用水供給の要請を行

うことができる。

２ 前項の要請は、災害応急対策に必要な用水確保の要請書（様式第 1号。以下「要請書」とい

う。）に必要事項を記載のうえ、行うものとする。ただし、やむを得ない理由により要請書で要

請することができないときは、口頭その他の確実な方法で要請することができる。

３ 甲は、前項ただし書の規定により要請したときは、遅滞なく、要請書に必要事項を記載の上、

乙に提出するものとする。

（協力実施）

第３条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、やむを得ない事由のない限り、所

属の会員をして通常業務に優先して指定された場所に出動させ、用水の確保を実施させるもの

とする。この場合において、出動先の用水確保の作業については、甲の指示に従うものとする。

（報告）

第４条 乙は、用水の確保を実施した場合は、速やかに、甲に対して、災害応急対策に必要な用

水確保の実績報告書（様式第２号）により報告するものとする。

（経費の負担）

第５条 用水の確保に要する経費及び有料道路料金その他の用水供給業務について必要な費用に

ついては、甲が負担するものとする。

２ 用水の確保に要する経費については、別途協議のうえ定めるものとする。

（事故等）

第６条 乙が供給したコンクリートミキサー車が故障その他の理由により用水の確保を中断した

ときは、乙は速やかに当該コンクリートミキサー車を交換又は修理して、用水の確保を継続し

なければならない。

（危険回避）

第７条 乙の指示に基づき用水供給業務に従事する乙の所属会員は、指定された場所へ用水を輸

送する際に危険があると判断したときは、その危険を回避することができる。この場合におい

て、当該所属会員は、速やかにその危険な状況を甲及び乙に連絡した上で、別の輸送経路を用

いる等の方法により、用水供給業務を行うよう努めるものとする。
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（損害の負担）

第８条 第３条の規定に基づく用水の確保により生じた損害の負担は、甲と乙が協議して定める

ものとする。

（損害補償）

第９条 この協定に基づき用水確保業務に従事した者が、当該業務に従事したことにより負傷し、

若しくは疾病にかかり、又は死亡した場合の損害補償については、労働災害に関する関係法令

の適用がある場合を除き、宮崎市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年宮崎市条例第３８

号）に定めるところによる。

（訓練の実施）

第１０条 甲及び乙は、用水の確保の業務を円滑に実施するため、協議して訓練を実施するもの

とする。

（連絡責任者）

第１１条 この協定に関する連絡責任者は、甲においては総務部危機管理室長、乙においては事

務局長とする。

（有効期限）

第１２条 この協定は、締結の日から効力を生ずるものとし、甲又は乙が文書をもって協定の終

了を通知しない限り、その効力は継続するものとする。

（協議）

第１３条 前各条に定めるもののほか、この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が

生じた事項については、甲、乙協議のうえ定めるものとする。

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有

するものとする。

平成１８年 ９月２７日

甲 宮崎市橘通西一丁目１番１号

宮 崎 市

宮 崎 市 長

乙
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03 災害時の電気設備応急対策に関する協定書

協定先：宮崎県電業協会宮崎支部→一般社団法人宮崎県電業協会

宮崎市（以下「甲」という。）と宮崎県電業協会宮崎支部（以下「乙」という。）は、災害時に

おける電気設備の応急対策活動の実施に関し、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、宮崎市において風水害や地震等による災害（以下「災害」という。）が発生

し又はその恐れがある場合の電気設備応急対策業務について、甲が乙の協力を得て迅速かつ的

確に実施できるよう、必要な基本的事項を定めることを目的とする。

（協力の内容）

第２条 この協定により、甲が乙に協力を要請する業務（以下「業務」という。）は次のとおりと

する。

（１）宮崎市が管理する施設の被災状況の調査、報告、応急復旧

（２）宮崎市が管理する施設の機能確保

（３）（１）及び（２）で必要とする電設資材の提供

（４）その他甲が必要と認める応急作業

（協力要請）

第３条 甲は、乙の協定による業務を実施する必要が生じた場合は、次の各号に掲げる事項を明

らかにした「災害時の電気設備応急対策実施要請書（様式第１号。以下「要請書」という。）に

より乙に協力を要請するものとする。ただし、文書をもって要請することが困難な場合は電話

等により要請し、事後遅滞なく、要請書を乙に提出するものとする。

（１）災害の状況及び協力を要請する事由

（２）必要とする人員

（３）必要とする資材及び機材の種類並びに数量

（４）業務を行う場所、内容及び期間

（５）その他必要事項

（情報の交換）

第４条 甲及び乙は、この協定に基づく業務が円滑に行われるよう、随時次の資料を交換するも

のとする。

（１）宮崎県電業協会宮崎支部災害対策協力本部設置要綱

（２）連絡責任者の職、氏名及び連絡方法等

（３）その他必要事項

（協力の実施）

第５条 乙は、甲から第２条に規定する業務を行うよう要請を受けた場合は、やむを得ない理由

がない限りこれを受諾し、甲の指示を受けて業務に従事するものとする。

（協力内容の報告）

第６条 乙は、前条の規定に基づき業務に従事した場合は、適時その活動内容の経過について甲

に報告するとともに、その業務を完了したときは、速やかに次の各号に掲げる事項を記載した

「災害時の電気設備応急対策実施報告書（様式第２号。以下「報告書」という。）により、甲に

報告するものとする。従事した業務の内容



２．協定等

【その他】

資料 2-112

（１）従事した人員及び所属会社の名簿

（２）人員毎の業務に従事した時間

（３）使用した機材、車両の種別、台数及び使用時間数

（４）その他必要事項

（経費の負担）

第７条 この協定に基づく業務に要した経費は、あらかじめ甲乙協議のうえ定める額を甲が負担

する。但し、あらかじめ定めのない業務の経費については、事後、甲乙協議のうえ決定した額

を甲が負担する。

（災害補償）

第８条 甲は、第５条の規定に基づき業務に従事した者が、そのため死亡し、負傷し、若しくは

疾病にかかり、又は障がいの状態となった場合の災害補償については、労働者災害に関する関

係法令の適用がある場合を除き、宮崎市消防団員等公務員災害補償条例（昭和４１年宮崎市条

例第３８号）の例による。

（第三者に対する損害賠償）

第９条 業務中に、乙が第三者に対して及ぼした損害については、その賠償方法及び賠償額は、

甲乙協議のうえ定めるものとする。

（費用等の請求）

第１０条 乙は、第７条に規定する経費、第８条に規定する損害賠償及び第９条に規定する第三

者に対する損害賠償を請求するときは、甲の定めるところにより行うものとする。

（疑義に関する協議）

第１１条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲乙

協議して定めるものとする。

（協定期間）

第１２条 この協定の有効期間は、平成１９年６月２０日から平成２０年３月３１日までとする。

ただし、この協定の有効期間満了 1ヶ月前までに甲乙いすれからも何ら意思表示がないときは、

更に期間満了の日の翌日から 1年間この協定の有効期間が延長されたものとし、以後の期間に

ついてもまた同様とする。

２ 協定内容に見直しの必要が生じた場合は、協議の上随時変更を行う。

この協定の締結の証として、本書２通を作成し、甲乙署名押印して、各自１通を保有するもの

とする。

平成１９年 ６月 ２０日

甲 宮 崎 市

宮 崎 市 長

乙
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04 災害時における応急対策に関する協定書

協定先：（一社）宮崎県建築協会宮崎支部

宮崎市（以下「甲」という。）と宮崎県建築協会宮崎支部（以下「乙」という。）とは、災害時に

おける応急対策活動の実施に関し、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、宮崎市内において風水害や地震等による災害（以下「災害」という。）が発

生し、又はそのおそれがある場合の応急対策業務について、甲が乙の協力を得て迅速かつ的確

に実施できるよう、必要な基本的事項を定めることを目的とする。

（協力の内容）

第２条 この協定により、甲が乙に協力を要請する業務（以下「業務」という。）は次のとおりと

する。

（１）宮崎市が管理する施設の被災状況の調査、報告、応急復旧

（２）宮崎市が管理する施設の機能確保

（３）（１）及び（２）で必要とする建設資材の提供

（４）その他甲が必要と認める応急作業

（協力要請）

第３条 甲は、乙の協力による業務を実施する必要が生じた場合は、次の各号に掲げる事項を明

らかにした「災害時の応急対策実施要請書（様式第１号。以下「要請書」という。）」により乙

に協力を要請するものとする。ただし、文書をもって要請することが困難な場合は電話等によ

り要請し、事後遅滞なく、要請書を乙に提出するものとする。

（１）災害の状況及び協力を要請する事由

（２）必要とする人員

（３）必要とする資材及び機材の種類並びに数量

（４）業務を行う場所、内容及び期間

（５）その他必要事項

（情報の交換）

第４条 甲及び乙は、この協定に基づく業務が円滑に行われるよう、随時次の資料を交換するも

のとする。

（１）宮崎市地域防災計画

（２）宮崎県建築協会宮崎支部災害対策協力本部設置要綱

（３）連絡責任者の職、氏名及び連絡方法等

（４）その他必要事項

（協力の実施）

第５条 乙は、甲から第２条に規定する業務を行うよう要請を受けた場合は、やむを得ない理由

がない限りこれを受諾し、甲の指示を受けて業務に従事するものとする。

（協力内容の報告）

第６条 乙は、前条の規定に基づき業務に従事した場合は、適時その活動内容の経過について甲

に報告するとともに、その業務を完了したときは、速やかに次の各号に掲げる事項を記載した

「災害時の応急対策実施報告書（様式第２号。以下「報告書」という。）」により、甲に報告す
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るものとする。

（１）従事した業務の内容

（２）従事した人員及び所属会社の名簿

（３）人員毎の業務に従事した時間

（４）使用した機材・車両の種別、台数及び使用時間数

（５）その他必要事項

（経費の負担）

第７条 この協定に基づく業務に要した経費は、あらかじめ甲乙協議のうえ定める額を甲が負担

する。但し、あらかじめ定めのない業務の経費については、事後、甲乙協議のうえ決定した額

を甲が負担する。

（災害補償）

第８条 甲は、第５条の規定に基づき業務に従事した者が、そのため死亡し、負傷し、若しくは

疾病にかかり、又は障がいの状態となった場合の災害補償については、労働者災害に関する関

係法令の適用がある場合を除き、宮崎市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年宮崎市条例

第３８号）の例による。

（第三者に対する損害賠償）

第９条 業務中に、乙が第三者に対して及ぼした損害については、その賠償方法及び賠償額は、

甲乙協議のうえ定めるものとする。

（費用等の請求）

第１０条 乙は、第７条に規定する経費、第８条に規定する損害賠償及び第９条に規定する第三

者に対する損害賠償を請求するときは、甲の定めるところにより行うものとする。

（疑義に関する協議）

第１１条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲乙

協議して定めるものとする。

（協定期間）

第１２条 この協定の有効期間は、平成２０年 月 日から平成２１年３月３１日までとす

る。ただし、この協定の有効期間満了１月前までに甲乙いずれからも何ら意思表示がないとき

は、更に期間満了の日の翌日から 1年間この協定の有効期間が延長されたものとし、以後の期

間についてもまた同様とする。

２ 協定内容に見直しの必要が生じた場合は、協議の上随時変更を行う。

この協定の締結の証として、本書２通を作成し、甲乙署名押印して、各自１通を保有するもの

とする。

平成２０年 ６月 ５日

甲 宮崎市橘通西 1丁目 1番 1号

宮崎市

宮崎市長

乙
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05 災害時における応急対策業務等に関する協定書

協定先：宮崎地区建設業協会

宮崎市（以下「甲」という。）と宮崎地区建設業協会（以下「乙」という。）とは地震、風水害

等の災害（以下「災害」という。）が発生した場合又はそのおそれがある場合における応急対策業

務等の実施及び水門操作等実施に関して、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、宮崎市において風水害や地震等による災害(以下「災害」という。)が発生

し、又はそのおそれがある場合の応急対策業務等（以下「応急対策業務」という。）について円

滑に実施するため、また水門操作等（以下「水門操作」という。）を円滑に実施するために必要

な事項を定めることを目的とする。

（対象となる災害等）

第２条 この協定は、災害が発生し又は発生するおそれがある場合であって甲が応急対策活動及

び応急復旧工事を行う必要があると認める場合、及び河川水位の上昇による水門操作が必要と

認める場合を対象とする。

（応急対策業務、水門操作の内容）

第３条 この協定により、甲が乙に要請する応急対策業務は、次のとおりとする。

（１）公共土木施設の機能確保のための応急復旧作業

（２）建設資機材及び労力の提供

（３）水門操作に伴う操作員の選定

（４）災害廃棄物の収集運搬業務

（５）その他甲が必要と認める業務

（協力要請）

第４条 甲は対策業務を実施する必要があると認めた場合、又はそのおそれがある場合、

水門操作の必要がある場合、又はそのおそれがある場合において、次に掲げる事項を記載した

「災害時の応急対策実施要請書(別記様式第 1号。以下「要請書」という。)」により乙に協力

を要請するものとする。ただし、文書をもって要請することが困難な場合は口頭で要請し、速

やかに要請書を乙に提出するものとする。

（１）災害の状況及び応急対策業務等の内容

（２）応援を必要とする日時、場所

（３）現地連絡責任者

（４）その他必要な事項

（情報の交換）

第５条 甲及び乙は、この協定に基づく業務が円滑に行われるよう随時次の資料を交換するもの

とする。

（１）宮崎市地域防災計画

（２）連絡責任者及び補助者の職氏名並びに連絡方法等

（３）災害対策用資機材の備蓄及び保有状況
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（４）その他必要事項

（応急対策業務、水門操作の実施）

第６条 乙は、甲から第４条の規定により協力要請があった場合は、特別な理由がない限り乙の

会員に指示し応急対策業務、水門操作の支援を行うものとする。

（応急対策業務、水門操作の報告）

第７条 乙は、第６条の規定に基づき応急対策業務、水門操作を実施したときは、当該業務完了

後速やかにその内容を報告するものとする。応急対策業務は「災害の応急対策実施報告書（別

記様式第 2号）」、水門操作は「操作記録簿（別記様式第 3号）」、「水位記録簿(別記様式第 4号)」

により甲に報告するものとする。

（経費の負担）

第８条 第３条 1号から５号に規定する業務について、甲乙協議のうえ定める額を甲が負担する。

ただし、あらかじめ定めのない業務の経費については、その都度甲乙協議して定めるものとす

る。

（災害補償）

第９条 この協定に基づいて応急対策業務、水門操作に従事した者（以下「従事者」という。）が

本業務において負傷若しくは疾病にかかり、又は、死亡した場合の損害補償については、労働

者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）の適用がある場合を除き、宮崎市消防団員等公

務災害補償条例（昭和 41年宮崎市条例第 38号）を適用し、甲が災害補償を行うものとする。

（協定の効力）

第１０条 この協定の有効期間は、締結の日から平成 21 年 3 月 31 日までとする。ただし、この

協定の有効期間満了１月前までに甲乙いずれからも何ら意思表示がないときは更に 1年間更新

するものとし、その後も同様とする。

（その他）

第１１条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義を生じたときは、その都度甲乙

協議の上、定めるものとする。

この協定の締結を証するため、本書 2通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その 1通を保有す

る。

平成２１年 ２月２７日

甲 宮崎市橘通西一丁目 1番 1号

宮崎市

宮崎市長

乙
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06 災害時における応急対策業務等に関する協定書

協定先：宮崎安全施設事業協同組合

宮崎市（以下「甲」という。）と宮崎安全施設事業協同組合（以下「乙」という。）とは、災害

時における応急対策業務等の実施に関し、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、宮崎市内において風水害や地震等による災害（以下「災害」という。）が発

生し、又はそのおそれがある場合の応急対策業務等について、甲が乙の協力を得て迅速かつ的

確に実施できるよう、必要な基本的事項を定めることを目的とする。

（協力の内容）

第２条 この協定により、甲が乙に協力を要請する業務（以下「業務」という。）は次のとおりと

する。

（１）甲が管理する施設の被災状況の調査、報告、応急復旧

（２）甲が管理する施設の機能確保

（３）（１）及び（２）で必要とする建設資材の提供

（４）その他甲が必要と認める応急作業

（協力要請）

第３条 甲は、乙の協力による業務を実施する必要が生じた場合は、次の各号に掲げる事項を明

らかにした「災害時の応急対策実施要請書（様式第１号。以下「要請書」という。）」により乙

に協力を要請するものとする。ただし、文書をもって要請することが困難な場合は電話等によ

り要請し、事後遅滞なく、要請書を乙に提出するものとする。

（１）災害の状況及び協力を要請する事由

（２）必要とする人員

（３）必要とする資材及び機材の種類並びに数量

（４）業務を行う場所、内容及び期間

（５）その他必要事項

（情報の交換）

第４条 甲及び乙は、この協定に基づく業務が円滑に行われるよう、随時次の資料を交換するも

のとする。

（１）宮崎市地域防災計画

（２）宮崎安全施設事業協同組合災害対策協力本部設置要綱

（３）連絡責任者の職、氏名及び連絡方法等

（４）その他必要事項

（協力の実施）

第５条 乙は、甲から第２条に規定する業務を行うよう要請を受けた場合は、やむを得ない理由

がない限りこれを受諾し、甲の指示を受けて業務に従事するものとする。

（協力内容の報告）

第６条 乙は、前条の規定に基づき業務に従事した場合は、適時その活動内容の経過について甲

に報告するとともに、その業務を完了したときは、速やかに次の各号に掲げる事項を記載した

「災害時の応急対策実施報告書（様式第２号。以下「報告書」という。）」により、甲に報告す
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るものとする。

（１）従事した業務の内容

（２）従事した人員及び所属会社の名簿

（３）人員毎の業務に従事した時間

（４）使用した機材・車両の種別、台数及び使用時間数

（５）その他必要事項

（経費の負担）

第７条 この協定に基づく業務に要した経費は、甲乙協議のうえ定める額を甲が負担する。ただ

し、あらかじめ定めのない業務の経費については、事後、甲乙協議のうえ決定した額を甲が負

担する。

（災害補償）

第８条 甲は、第５条の規定に基づき業務に従事した者が、そのため死亡し、負傷し、若しくは

疾病にかかり、又は障がいの状態となった場合の災害補償については、労働者災害に関する関

係法令の適用がある場合を除き、宮崎市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年宮崎市条例

第３８号）の例による。

（第三者に対する損害賠償）

第９条 業務中に、乙が第三者に対して及ぼした損害については、その賠償方法及び賠償額は、

甲乙協議のうえ定めるものとする。

（費用等の請求）

第１０条 乙は、第７条に規定する経費、第８条に規定する損害賠償及び第９条に規定する第三

者に対する損害賠償を請求するときは、甲の定めるところにより行うものとする。

（疑義に関する協議）

第１１条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲乙

協議して定めるものとする。

（協定期間）

第１２条 この協定の有効期間は、締結の日からから平成２１年３月３１日までとする。ただし、

この協定の有効期間満了１月前までに甲乙いずれからも何ら意思表示がないときは、更に期間

満了の日の翌日から 1年間この協定の有効期間が延長されたものとし、以後の期間についても

また同様とする。

２ 協定内容に見直しの必要が生じた場合は、協議の上随時変更を行う。

この協定の締結の証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印して、各自１通を保有するもの

とする。

平成２１年 ２月２７日

甲 宮崎市橘通西一丁目１番 1号

宮 崎 市

宮崎市長

乙
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07 災害時における応急対策業務等に関する協定書

協定先：宮崎市塗装業協会

宮崎市（以下「甲」という。）と宮崎市塗装業協会（以下「乙」という。）は、災害時における

応急対策業務等の実施に関し、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、宮崎市内において風水害や地震等による災害が発生し、又はそのおそれが

ある場合（以下「災害」という。）の応急対策業務等において、甲が乙の協力を得て迅速かつ的

確に実施できるよう、必要な基本的事項を定めることを目的とする。

（協力の内容）

第２条 この協定により、甲が乙に協力を要請する業務（以下「業務」という。）は次のとおり と

する。

（１） 被災構造物の簡易点検及び応急修理

（２） 公共施設、避難所及び一般住宅等における汚泥の洗浄

（３） 断水高層ビルへの給水

（４） 災害時に発生する一般廃棄物の指定場所への運搬

（５） その他必要と認める業務

（協力要請）

第３条 甲は、業務を実施する必要が生じた場合は、次の各号に掲げる事項を明らかにした「災

害時における応急対策実施要請書（様式第１号。以下「要請書」という。）」により乙に協力を

要請するものとする。ただし、文書をもって要請することが困難な場合は電話等により要請し、

事後遅滞なく、要請書を乙に提出するものとする。

（１）災害の状況及び協力を要請する事由

（２）必要とする人員

（３）必要とする資材及び機材の種類並びに数量

（４）業務を行う場所、内容及び期間

（５）その他必要事項

（情報の交換）

第４条 甲及び乙は、業務が円滑に行われるよう、随時次の資料を交換するものとする。

（１）宮崎市地域防災計画

（２）連絡責任者及び補助者の職、氏名並びに連絡方法

（３）災害対策用資機材の備蓄及び保有状況

（４）その他の必要事項

（協力の実施）

第５条 乙は、甲から第２条に規定する業務を行うよう要請を受けた場合は、やむを得ない理由

がない限りこれを受諾し、甲の指示を受けて業務に従事するものとする。

（協力内容の報告）

第６条 乙は、前条の規定に基づき業務に従事した場合は、適時その活動内容の経過について甲

に報告するとともに、その業務を完了したときは、速やかに次の各号に掲げる事項を記載した

「災害時における応急対策実施報告書（様式第２号。以下「報告書」という。）」により、甲に



２．協定等

【その他】

資料 2-120

報告するものとする。

（１）従事した業務の内容

（２）従事した人員及び所属会社の名簿

（３）人員毎の業務に従事した時間

（４）使用した機材・車両の種別、台数及び使用時間数

（５）その他必要事項

（経費の負担）

第７条 この協定に基づく業務に要した経費は、甲乙協議のうえ定める額を甲が負担する。

ただし、あらかじめ定めのない業務の経費については、事後、甲乙協議のうえ決定した額を甲

が負担する。

（災害補償）

第８条 甲は、第５条の規定に基づき業務に従事した者が、そのため死亡し、負傷し、若しくは

疾病にかかり、又は障がいの状態となった場合の災害補償については、労働者災害に関する関

係法令の適用がある場合を除き、宮崎市消防団員等公務災害補償条例(昭和４１年宮崎市条例第

３８号)を適用し、甲が災害補償を行うものとする。

（第三者に対する損害賠償）

第９条 業務中に、乙が第三者に対して及ぼした損害については、その賠償方法及び賠償額は、

甲乙協議のうえ定めるものとする。

（費用等の請求）

第１０条 乙は、第７条に規定する経費、第８条に規定する損害賠償及び第９条に規定する第三

者に対する損害賠償を請求するときは、甲の定めるところにより行うものとする。

（疑義に関する協議）

第１１条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲乙

協議して定めるものとする。

(協定期間)

第１２条 この協定の有効期間は、締結の日から平成２４年３月３１日までとする。ただし、こ

の協定の有効期間満了１月前までに甲乙いずれからも何ら意思表示がないときは、更に期間満

了の日の翌日から１年間この協定の有効期間が延長されたものとし、以後の期間についてもま

た同様とする。

２ 協定の内容に見直しの必要が生じた場合は、協議の上随時変更を行う。

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲、乙が記名押印の上、各自１通を保

有するものとする。

平成２３年９月１６日

甲 宮崎市橘通西１丁目１番１号

宮崎市

宮崎市長

乙
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08 災害時における被災動物救護対策業務等に関する協定書

協定先：宮崎県獣医師会宮崎支部

宮崎市（以下「甲」という。）と宮崎県獣医師会宮崎支部（以下「乙」という。）とは風水害や

地震等による災害（以下「災害」という。）が発生した場合又はそのおそれがある場合における被

災動物救護対策業務の実施に関して、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、宮崎市において災害が発生し、又はそのおそれがある場合の被災動物救護

対策業務（以下「対策業務」という。）について円滑に実施するために必要な事項を定めること

を目的とする。

（対象となる災害等）

第２条 この協定は、災害が発生し又は発生するおそれがある場合であって甲が対策業務を行う

必要があると認める場合を対象とする。

（対策の内容）

第３条 この協定により、甲が乙に要請する対策業務は、次のとおりとする。なお、対策業務の

円滑な実施のため、甲乙の役割分担について別途協議して定めるものとする。

（１）被災動物救護所の設置および運営の協力

（２）被災動物の救援および治療

（３）その他甲が必要と認める災害応急業務に関すること

（協力要請）

第４条 甲は対策業務を実施する必要があると認めた場合、又はそのおそれがある場合は次に掲

げる事項を記載した「災害時の被災動物救護対策実施要請書(別記様式第 1号。以下「要請書」

という。)」により乙に協力を要請するものとする。ただし、文書をもって要請することが困難

な場合は口頭で要請し、速やかに要請書を乙に提出するものとする。

（１）災害の状況及び対策業務の内容

（２）応援を必要とする日時、場所

（３）現地連絡責任者

（４）その他必要な事項

（情報の交換）

第５条 甲及び乙は、この協定に基づく業務が円滑に行われるよう随時次の資料を交換するもの

とする。

（１）宮崎市地域防災計画

（２）連絡責任者及び補助者の職氏名並びに連絡方法等

（３）災害対策用資機材の備蓄及び保有状況

（４）その他必要事項
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（対策業務の実施）

第６条 乙は、甲から第４条の規定により協力要請があった場合は、特別な理由がない限り乙の

会員に指示し対策業務を行うものとする。

（対策業務の報告）

第７条 乙は、第６条の規定に基づき対策業務を実施したときは、当該業務完了後速やかにその

内容を別記様式２号により甲に報告するものとする。

（経費の負担）

第８条 この協定に基づく業務に要した経費は、甲乙協議のうえ定める額を甲が負担する。ただ

し、あらかじめ定めのない業務の経費については、その都度甲乙協議して定めるものとする。

（災害補償）

第９条 甲は、第３条の規定に基づき業務に従事した者が、そのため死亡し、負傷し、若しくは

疾病にかかり、又は障害の状態となった場合の災害補償については、労働者災害に関する関係

法令の適用がある場合を除き、宮崎市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年宮崎市条例第

３８号）の例による。

（協定の効力）

第１０条 この協定の有効期間は、締結の日から平成 25 年 3 月 31 日までとする。ただし、この

協定の有効期間満了１月前までに甲乙いずれからも何ら意思表示がないときは更に 1年間更新

するものとし、その後も同様とする。

（その他）

第１１条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義を生じたときは、その都度甲乙

協議の上、定めるものとする。

この協定の締結を証するため、本書 2通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その 1通を保有す

る。

平成２４年１１月５日

甲 宮崎市橘通西一丁目 1番 1号

宮崎市

宮崎市長

乙
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09 災害時における協力に関する協定書

協定先：一般社団法人全日本冠婚葬祭互助協会

宮崎市（以下「甲」という。）と一般社団法人全日本冠婚葬祭互助協会（以下「乙」という。）

は災害時における支援協力に関し、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、甲において地震、風水害その他災害の発生により、甲に災害対策本部が設

置される災害時（以下「災害時」という。）に多数の死者及び被災者が一時的または集中的に発

生する場合の迅速かつ円滑な応急対策を行なうため、必要な手続き等について定めるものとす

る。

（協力）

第２条 甲は、災害時に乙の協力が必要と認めるときは、次に掲げる事項について乙に要請し、

乙はやむを得ない事由のない限り、通常業務に優先して協力するものとする。

（１） 遺体の収容及び安置に必要な機材、資材及び消耗品並びに作業等の役務の提供

（２） 遺体を安置する施設（葬儀式場等）の提供

（３） 遺体搬送用寝台車及び霊柩車等による遺体搬送

（４） 帰宅困難者に対する避難所の提供（結婚式場等）

（５） 甲が設置した一時避難所及び、乙が提供する避難所における、被災者に対する炊き出し

や継続的な食事等（弁当等）の提供

（６） その他甲の要請により乙が応じられる事項

（要請）

第３条 前条の要請は、次に掲げる事項を記載した文書をもって行なうものとする。ただし、や

むを得ない事態が発生したときは、電話、ファクシミリ等で要請し、その後速やかに災害協力

要請書（第１号様式）を乙に送付するものとする。

（１） 要請を行なった者の職氏名及び担当者氏名

（２） 要請の理由

（３） 要請の内容

（４） 協力を要請する期間

（５） その他要請に必要な事項

（協力の方法）

第４条 乙は前条による甲の要請があった場合、乙のできうる範囲において、甲の指示に従い、

第２条各号の協力を行なうものとする。

（報告）

第５条 乙は、第２条各号の協力をしたときは、次に掲げる事項を災害時要請業務実施報告書（第

２号様式）をもって甲に報告するものとする。

（１） 遺体の収容及び安置に必要な機材、資材及び消耗品の数量並びに当該作業に従事した

者の氏名及び住所

（２） 遺体を安置した施設（葬儀式場等）の使用した部屋の数及び使用した日数

（３） 避難所に供給した食事等の数量

（４） 生活支援等の各種サービスの内容

（５） その他甲が乙に指示した事項

（経費の負担）

第６条 甲は、前条による乙の報告があった場合、甲の要請に相違ないことを確認の上、乙が要

した経費について、甲が負担するものとする。

（経費の請求）

第７条 乙は、前条の経費を甲に請求する場合は、甲の指定する方法により、一括して請求する
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ものとする。

２ 乙が遺族等の要請により、甲の要請事項の範囲を超える協力を行なった場合、その経費は当

該要請を行なった遺族等に請求する。

（経費の支払）

第８条 甲は、前条に基づき乙からの請求があった場合には、乙が指定する支払先に速やかに支

払うものとする。

（価格の決定）

第９条 遺体の収容及び安置に必要な機材、資材及び消耗品並びに遺体を安置した施設の使用料

等の価格は、災害の発生直前における災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）の基準額及び

市場の適正な価格を基準とし、甲、乙協議して決定するものとする。

（支援体制の整備）

第１０条 乙は、災害時における円滑な協力体制が図れるよう、広域における応援体制及び情報収

集伝達体制の整備に努めるものとする。

（連絡責任者）

第１１条 この協定の円滑な実施を図るため、甲、乙それぞれ連絡責任者を置き、甲にあっては次

の職にあたる者を、乙にあっては一般社団法人全日本冠婚葬祭互助協会九州ブロック長（宮崎

地域宮崎地区本部長）の職にあたる者を当該責任者とする。

甲 遺体安置所及び葬祭関係 地域振興部生活安全課長

避難所関係 総務部危機管理局危機管理課長

（災害時の情報提供）

第１２条 乙は、協力業務の実施中に得た災害情報を、積極的に甲に提供するものとする。

（守秘義務）

第１３条 乙は、支援を行なう場合において知り得た災害に係わる情報を、甲以外の者に漏らし

てはならない。

（通知）

第１４条 乙は、災害時における円滑な協力が図れるよう、この協定により協力できる乙の会員

名簿を毎年 3月までに、甲に通知するものとする。

（協議）

第１５条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じた事項は、その都度、甲、乙協議して定め

るものとする。

（効力）

第１６条 この協定は、締結の日から効力を発生するものとし、平成２６年３月３１日までとす

る。ただし、期間満了の 2ヶ月前までに、甲又は乙から書面による解約の申し出がないときは、

なお、１年間効力を有するものとし、以降も同様とする。

この協定の締結を証するため、本書 2通を作成し、甲、乙記名押印の上、各 1通を保有するもの

とする。

平成２５年 ９月１３日

甲 宮崎県宮崎市橘通西一丁目１番１号

宮崎市長 戸敷 正

乙 東京都港区新橋１丁目１８番１６号

日本生命新橋ビル９階

一般社団法人全日本冠婚葬祭互助協力

会 長 杉 山 雄 吉 郎
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10 災害時における協力に関する協定書

協定先：株式会社エポック・ジャパン→株式会社家族葬のファミーユ

宮崎市（以下「甲」という。）と株式会社 エポック・ジャパン（以下「乙」という。）は災

害時における支援協力に関し、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、甲において地震、風水害その他災害の発生により、甲に災害対策本部が設

置される災害時（以下「災害時」という。）に多数の死者及び被災者が一時的または集中的に発

生する場合の迅速かつ円滑な応急対策を行なうため、必要な手続き等について定めるものとす

る。

（協力）

第２条 甲は、災害時に乙の協力が必要と認めるときは、次に掲げる事項について乙に要請し、

乙はやむを得ない事由のない限り、通常業務に優先して協力するものとする。

（１） 遺体の収容及び安置に必要な機材、資材及び消耗品並びに作業等の役務の提供

（２） 遺体を安置する施設（葬儀式場等）の提供

（３） 遺体搬送用寝台車及び霊柩車等による遺体搬送

（４） その他甲の要請により乙が応じられる事項

（要請）

第３条 前条の要請は、次に掲げる事項を記載した文書をもって行なうものとする。ただし、や

むを得ない事態が発生したときは、電話、ファクシミリ等で要請し、その後速やかに災害協力

要請書（第１号様式）を乙に送付するものとする。

（１） 要請を行なった者の職氏名及び担当者氏名

（２） 要請の理由

（３） 要請の内容

（４） 協力を要請する期間

（５） その他要請に必要な事項

（協力の方法）

第４条 乙は前条による甲の要請があった場合、乙のできうる範囲において、甲の指示に従い、

第２条各号の協力を行なうものとする。

（報告）

第５条 乙は、第２条各号の協力をしたときは、次に掲げる事項を災害時要請業務実施報告書（第

２号様式）をもって甲に報告するものとする。

（１） 遺体の収容及び安置に必要な機材、資材及び消耗品の数量並びに当該作業に従事した

者の氏名及び住所

（２） 遺体を安置した施設（葬儀式場等）の使用した部屋の数及び使用した日数

（３） その他甲が乙に指示した事項

（経費の負担）

第６条 甲は、前条による乙の報告があった場合、甲の要請に相違ないことを確認の上、乙が要

した経費について、甲が負担するものとする。

（経費の請求）

第７条 乙は、前条の経費を甲に請求する場合は、甲の指定する方法により、一括して請求する

ものとする。

２ 乙が遺族等の要請により、甲の要請事項の範囲を超える協力を行なった場合、その経費は当
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該要請を行なった遺族等に請求する。

（経費の支払）

第８条 甲は、前条に基づき乙からの請求があった場合には、乙が指定する支払先に速やかに支

払うものとする。

（価格の決定）

第９条 遺体の収容及び安置に必要な機材、資材及び消耗品並びに遺体を安置した施設の使用料

等の価格は、災害の発生直前における災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）の基準額及び

市場の適正な価格を基準とし、甲、乙協議して決定するものとする。

（支援体制の整備）

第１０条 乙は、災害時における円滑な協力体制が図れるよう、広域における応援体制及び情報

収集伝達体制の整備に努めるものとする。

（連絡責任者）

第１１条 この協定の円滑な実施を図るため、甲、乙それぞれ連絡責任者を置き、甲にあっては

地域振興部生活安全課長の職にあたる者を、乙にあっては九州葬祭部長の職にあたる者を当該

責任者とする。

（災害時の情報提供）

第１２条 乙は、協力業務の実施中に得た災害情報を、積極的に甲に提供するものとする。

（守秘義務）

第１３条 乙は、支援を行なう場合において知り得た災害に係わる情報を、甲以外の者に漏らし

てはならない。

（通知）

第１４条 乙は、災害時における円滑な協力が図れるよう、この協定により乙の使用できる斎場

一覧を毎年 3月までに、甲に通知するものとする。

（協議）

第１５条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じた事項は、その都度、甲、乙協議して定め

るものとする。

（効力）

第１６条 この協定は、締結の日から効力を発生するものとし、平成２６年３月 3１日までとす

る。ただし、期間満了の２ヶ月前までに、甲又は乙から書面による解約の申し出がないときは、

なお、１年間効力を有するものとし、以降も同様とする。

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各１通を保有するも

のとする。

平成２５年 ９月１３日

甲 宮崎県宮崎市橘通西一丁目 1番 1号

宮崎市長 戸敷 正

乙 東京都港区芝４－５－１０

カーニープレイス芝７F

株式会社 エポック・ジャパン

代表取締役 高見 信光
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11 災害時における協力に関する協定書

協定先：宮崎中央農業協同組合

宮崎市（以下「甲」という。）と宮崎中央農業協同組合（以下「乙」という。）は災害時にお

ける支援協力に関し、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、甲において地震、風水害その他災害の発生により、甲に災害対策本部が設

置される災害時（以下「災害時」という。）に多数の死者及び被災者が一時的または集中的に発

生する場合の迅速かつ円滑な応急対策を行なうため、必要な手続き等について定めるものとす

る。

（協力）

第２条 甲は、災害時に乙の協力が必要と認めるときは、次に掲げる事項について乙に要請し、

乙はやむを得ない事由のない限り、通常業務に優先して協力するものとする。

（１） 遺体の収容及び安置に必要な機材、資材及び消耗品並びに作業等の役務の提供

（２） 遺体を安置する施設（葬儀式場等）の提供

（３） 遺体搬送用寝台車及び霊柩車等による遺体搬送

（４） 帰宅困難者に対する避難所の提供

（５） 甲が設置した一時避難所及び、乙が提供する避難所における、被災者に対する炊き出

しや継続的な食事等（弁当等）の提供

（６） その他甲の要請により乙が応じられる事項

（要請）

第３条 前条の要請は、次に掲げる事項を記載した文書をもって行なうものとする。ただし、や

むを得ない事態が発生したときは、電話、ファクシミリ等で要請し、その後速やかに災害協力

要請書（第１号様式）を乙に送付するものとする。

（１） 要請を行なった者の職氏名及び担当者氏名

（２） 要請の理由

（３） 要請の内容

（４） 協力を要請する期間

（５） その他要請に必要な事項

（協力の方法）

第４条 乙は前条による甲の要請があった場合、乙のできうる範囲において、甲の指示に従い、

第２条各号の協力を行なうものとする。

（報告）

第５条 乙は、第２条各号の協力をしたときは、次に掲げる事項を災害時要請業務実施報告書（第

２号様式）をもって甲に報告するものとする。

（１） 遺体の収容及び安置に必要な機材、資材及び消耗品の数量並びに当該作業に従事した

者の氏名及び住所

（２） 遺体を安置した施設（葬儀式場等）の使用した部屋の数及び使用した日数

（３） 避難所に供給した食事等の数量

（４） 生活支援等の各種サービスの内容

（５） その他甲が乙に指示した事項

（経費の負担）

第６条 甲は、前条による乙の報告があった場合、甲の要請に相違ないことを確認の上、乙が要

した経費について、甲が負担するものとする。

（経費の請求）

第７条 乙は、前条の経費を甲に請求する場合は、甲の指定する方法により、一括して請求する
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ものとする。

２ 乙が遺族等の要請により、甲の要請事項の範囲を超える協力を行なった場合、その経費は当

該要請を行なった遺族等に請求する。

（経費の支払）

第８条 甲は、前条に基づき乙からの請求があった場合には、乙が指定する支払先に速やかに支

払うものとする。

（価格の決定）

第９条 遺体の収容及び安置に必要な機材、資材及び消耗品並びに遺体を安置した施設の使用料

等の価格は、災害の発生直前における災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）の基準額及び

市場の適正な価格を基準とし、甲、乙協議して決定するものとする。

（支援体制の整備）

第１０条 乙は、災害時における円滑な協力体制が図れるよう、広域における応援体制及び情報収

集伝達体制の整備に努めるものとする。

（連絡責任者）

第１１条 この協定の円滑な実施を図るため、甲、乙それぞれ連絡責任者を置き、甲にあっては次

の職にあたる者を、乙にあっては宮崎中央農業協同組合総合企画室企画開発担当次長の職にあ

たる者を当該責任者とする。

甲 遺体安置所及び葬祭関係 地域振興部生活安全課長

避難所関係 総務部危機管理局危機管理課長

（災害時の情報提供）

第１２条 乙は、協力業務の実施中に得た災害情報を、積極的に甲に提供するものとする。

（守秘義務）

第１３条 乙は、支援を行なう場合において知り得た災害に係わる情報を、甲以外の者に漏らして

はならない。

（通知）

第１４条 乙は、災害時における円滑な協力が図れるよう、この協定により協力できる乙の子会社

名簿を毎年 3月までに、甲に通知するものとする。

（協議）

第１５条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じた事項は、その都度、甲、乙協議して定める

ものとする。

（効力）

第１６条 この協定は、締結の日から効力を発生するものとし、平成２６年３月３１日までとする。

ただし、期間満了の２ヶ月前までに、甲又は乙から書面による解約の申し出がないときは、な

お、１年間効力を有するものとし、以降も同様とする。

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各 1通を保有するも

のとする。

平成２５年 ９月１３日

甲 宮崎県宮崎市橘通西一丁目 1番 1号

宮崎市長 戸敷 正

乙 宮崎県宮崎市丸島町１番 17号

宮崎中央農業協同組合

代表理事組合長 藤原 榮伸
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12 災害時における地図製品等の供給等に関する協定書

協定先：株式会社ゼンリン九州第二エリア統括部

宮崎市（以下「甲」という。）と株式会社ゼンリン（以下「乙」という。）とは、災害時に

おいて、乙の地図製品等を甲に供給すること等について、以下のとおり本協定を締結する。

（目的）

第１条 本協定は、以下各号の事項を目的とする。

（１） 甲の区域内で災害（災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第 1号

に規定する災害をいう。以下同じ。）が発生、又はそのおそれがある場合において、甲

が災害対策基本法第２３条の２に基づき市地域防災計画に定める災害対策本部（以下

「災害対策本部」という。）を設置したときの、乙の地図製品等の供給及び利用等に関

し必要な事項を定めること。

（２） 甲乙間の平常時からの防災に関する情報交換を通じ、甲及び乙が連携して、防災・

減災に寄与する地図の作成を検討・推進することにより、市民生活における防災力の

向上に努めること。

（定義）

第２条 本協定において以下の用語はそれぞれ以下の意味を有するものとする。

（１） 「住宅地図」とは、宮崎市全域を収録した乙の住宅地図帳を意味するものとする。

（２） 「広域図」とは、宮崎市全域を収録した乙の広域地図を意味するものとする。

（３）「ZNET TOWN」とは、乙の住宅地図インターネット配信サービス「ZNET TOWN」
を意味するものとする。

（４） 「ID等」とは、「ZNET TOWN」を利用するための認証 ID及びパスワードを意
味するものとする。

（５） 「地図製品等」とは、住宅地図、広域図及び「ZNET TOWN」の総称を意味する
ものとする。

（地図製品等の供給の要請等）

第３条 乙は、甲が災害対策本部を設置したときは、甲からの要請に基づき、可能な範囲で

地図製品等を供給するものとする。

２ 甲は、地図製品等の供給を求めるときは、物資供給要請書（様式第１号。以下「要請書」

という。）を乙に提出するものとする。但し、緊急を要する場合は、甲は、電話等により乙

に対して要請できるものとし、事後、速やかに要請書を提出するものとする。

３ 乙は、地図製品等を供給するときは、甲に物資供給報告書（様式第２号）を提出するも

のとする。

４ 本条に基づく地図製品等の供給にかかる代金及び費用は、次のとおりとする。

（１） 乙が供給した地図製品等の代金は、別途甲乙が合意した場合を除き有償とする。

（２） 地図製品等の搬送にかかる費用は、乙が負担するものとする。

（地図製品等の貸与及び保管）

第４条 乙は、前条第１項の規定に基づく地図製品等の供給とは別に、別表に定める数量の
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住宅地図、広域図及び ID等を甲に貸与するものとする。なお、当該貸与にかかる対価につ
いては無償とする。

２ 甲は、前項に基づき乙が貸与した住宅地図、広域図及び ID等を甲の事務所内において、
善良なる管理者の注意義務をもって保管・管理するものとする。なお、乙が、住宅地図及

び広域図の更新版を発行したときは、乙は、甲が保管している旧版の住宅地図及び広域図

について、甲から当該住宅地図及び広域図を引き取り、かつ更新版と差し替えることがで

きるものとする。

３ 乙は、必要に応じ、甲に対して事前に通知したうえで、甲による地図製品等の保管・管

理状況等を確認することができるものとする。

（地図製品等の利用等）

第５条 甲は、災害対策本部を設置したときは、災害応急対策、災害復旧・復興にかかる資

料として、第３条又は前条の規定に基づき乙から供給又は貸与された地図製品等につき、

以下各号に定める利用を行うことができるものとする。

（１） 災害対策本部設置期間中の閲覧

（２） 災害対策本部設置期間中又は甲乙間で別途協議のうえ定める期間及び条件の範囲

内での複製

２ 甲は、前項に基づき住宅地図等の利用を開始したときは、速やかに乙に報告するものと

する。また、当該住宅地図等の利用を終了したときは、速やかに従前の保管場所にて保管・

管理するものとする。

３ 甲は、第１項にかかわらず、災害時以外の平常時において、防災業務を目的として、甲

の当該防災業務を統括する部署内において、広域図及び「ZNET TOWN」を利用すること
ができるものとする。なお、甲は、本項に基づき広域図を複製利用する場合は、別途乙の

許諾を得るものとし、「ZNET TOWN」を利用する場合は、別紙「ZNET TOWN利用約款」
に記載の条件に従うものとする。

（情報の交換）

第６条 甲及び乙は、この協定に定める事項が円滑に行われるよう随時次の事項を交換する

ものとする。なお、連絡先に変更が生じた場合は、速やかに相手方に報告するものとする。

（１） 宮崎市地域防災計画

（２） 連絡責任者及び補助者の職、氏名並びに連絡方法等

（３） その他必要事項

（疑義に関する協議）

第７条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲

乙協議して定めるものとする。

（協定期間）

第８条 この協定の有効期間は、締結の日から平成２９年３月３１日までとする。ただし、

この協定の有効期間満了１月前までに甲乙いずれからも何ら意思表示がないときは、更に

期間満了の日の翌日から１年間この協定の有効期間が延長されたものとし、以後の期間に

ついてもまた同様とする。

２ 協定内容に見直しの必要が生じた場合は、協議の上随時変更を行うものとする。
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この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を

保有するものとする。

平成２８年９月２８日

甲 宮崎市橘通西一丁目１番１号

宮崎市

宮崎市長 戸敷 正

乙 熊本県熊本市南区馬渡二丁目９番１３号

株式会社ゼンリン 九州第二エリア統括部

部 長 檜垣 晋一朗

別 表

地図製品の名称 詳 細 数 量

住宅地図 宮崎市 B4判住宅地図（№1～№5） 各５冊

広域図 宮崎市を包括する広域図 ５部

ZNET TOWN
宮崎市 総務部 危機管理局 危機管理課 防災係

利用 閲覧地区：宮崎市
１ID
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13 災害時におけるし尿等の収集運搬に関する協定書

協定先：宮崎県環境保全事業連合会

宮崎市（以下「甲」という。）と宮崎県環境保全事業連合会（以下「乙」という。）は、災害発

生時におけるし尿及び浄化槽汚泥（避難所等に設置された仮設トイレ及び浄化槽設備から排出さ

れるものを含む。以下「し尿等」という。）の収集運搬に関し、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、災害に伴い宮崎市域で発生するし尿等の収集運搬に関して、甲が乙に協力

を要請する場合の必要な事項を定め、災害時において迅速かつ円滑に市民の生活環境の保全及

び公衆衛生の向上を図ることを目的とする。

（定義）

第２条 この協定における用語の意義は、次に定めるところによる。

収集運搬区域 宮崎市地域防災計画において指定された避難所のうち、必要と認められるも

の、及び甲が生活環境の保全及び公衆衛生の向上のため、し尿等の収集運搬が必要と判断した

区域のことをいう。

（協力要請の内容）

第３条 この協定により、甲が乙に協力を要請する業務は次のとおりとする。

（１）災害時におけるし尿等の収集運搬に必要な車両の提供及び人員の確保

（２）資機材の提供

（３）派遣及びその他し尿等の収集運搬に関する必要な措置

（４）仮設トイレの設置に関する技術的な支援

（５）甲が指定する処理施設への運搬

（６）前各号に伴う必要な業務

（協力の実施）

第４条 乙は、前条に定める業務への協力を要請されたときは、助け合いの精神に基づき、可能

な限り、協力するものとする。

２ 乙は、前項の規定にかかわらず、宮崎市域を含む広域市町村に及ぶ大規模災害が発生した場

合は、宮崎県と乙が平成１９年７月３日に締結した「災害時における一般廃棄物の収集運搬等

に関する協定書」第３条の要請を優先するものとする。

（災害時の情報提供）

第５条 甲及び乙は、収集運搬区域に係る共有すべき有用な情報があるときは、遅滞なく相互に

情報を共有するよう努めるものとし、業務の内容、規模及び方法等を協議するものとする。

（協力要請の手続き）

第６条 甲は、第３条に定める業務について協力を要請するときは、別紙様式第１号により乙に

要請するものとする。ただし、文書をもって要請することが困難な場合は、口頭での要請とし、

後日速やかに要請書を乙に提出するものとする。

（実施報告）

第７条 乙は、前条の規定による要請に基づき業務を実施したときは、別紙様式第２号により甲

に報告するものとする。
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（費用の負担）

第８条 この協定に基づく業務に要した費用は、甲が負担するものとする。

２ 前項の費用は、第４条第１項に規定する助け合いの精神に基づき実施した業務に係る費用と

し、第７条に規定する実施報告に基づき、甲乙協議のうえ決定するものとする。

（請求及び支払い）

第９条 乙は、前条の規定による費用を書面により甲に請求するものとする。

２ 甲は、前項による請求があったときは、内容を確認のうえ、費用を支払うものとする。

（災害補償）

第１０条 乙は、乙の会員及び関係者を第６条の要請に基づく業務に従事させようとする時は、

労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）による保険に加入した者を充て、その者が

当該業務に従事したことにより死亡、負傷、又は病気にかかった場合は、それを補償する。

（平常時の対応）

第１１条 甲及び乙は、災害の発生を想定した業務内容を事前に協議し、災害発生時の準備に努

めるものとする。

２ 甲及び乙は、前項の準備を補完するため、災害を想定した訓練を実施することができるもの

とし、訓練の内容その他必要な事項は、甲乙協議のうえ、別に定める。

（連絡窓口）

第１２条 この協定に伴う事務は、甲においては宮崎市環境部廃棄物対策課、乙においては宮崎

県環境保全事業連合会事務局を窓口とする。

２ 甲の組織に変更があった場合は、廃棄物対策課に代わり前項の事務を行う組織を充てるもの

とする。

（協議）

第１３条 この協定に定めのない必要な事項については、その都度甲乙協議の上、定めるものと

する。

（有効期間）

第１４条 この協定は、協定締結の日からその効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって

終了を通知しない限り、その効力は継続するものとする。

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有す

るものとする。

平成２８年１１月１４日

甲 宮崎県宮崎市橘通西一丁目１番１号

宮崎市

宮崎市長

乙 宮崎県宮崎市日ノ出町２５３番地

宮崎県環境保全事業連合会

会長
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14 災害時における廃棄物の処理等に関する協定書

協定先：一般社団法人宮崎県産業廃棄物協会→一般社団法人宮崎県産業資源循環協会

宮崎市（以下「甲」という。）と一般社団法人宮崎県産業廃棄物協会（以下「乙」という。）は、

災害発生時における廃棄物の撤去、収集運搬、処分及び仮置（以下「処理等」という。）に関し、

次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、災害に伴い宮崎市域で発生する災害廃棄物の処理等に関して、甲が乙に協

力を要請する場合の必要な事項を定め、災害時において迅速かつ円滑に市民の生活環境の保全

及び公衆衛生の向上を図ることを目的とする。

（定義）

第２条 この協定における用語の意義は、次の各号に定めるところによる。

（１）災害廃棄物 災害により発生した廃棄物（し尿、浄化槽汚泥を除く。）で、甲が生活環境

の保全及び公衆衛生の向上のため、特に処理が必要と判断したものをいう。

（２）仮置 災害廃棄物の粗分別や減容・減量化の処理をするために一次集積所で行う一時的

な保管及び細分別や安全・安定化の処理をするために二次集積所で行う保管のことをいう。

（協力要請の内容）

第３条 この協定により、甲が乙に協力を要請する業務は次のとおりとする。

（１）災害廃棄物の撤去

（２）災害廃棄物の収集運搬

（３）災害廃棄物の処分

（４）災害廃棄物の仮置に必要な土地の確保及び一時提供

（５）前各号に伴う必要な業務

（協力の実施）

第４条 乙は、前条に定める業務への協力を要請されたときは、可能な限り協力するものとする。

２ 乙は、災害廃棄物の処理等に協力するに当たっては、次に掲げる事項に留意するものとする。

（１） 周囲の生活環境を損なわないよう十分に配慮し、適正保管及び適正処理に努めること。

（２）災害廃棄物の再利用、再資源化に配慮し、分別に努めること。

（３）迅速かつ効果的に処理を進めるため、最適な仮置場の確保に努めること。

３ 乙は、前２項の規定にかかわらず、宮崎市域を含む広域市町村に及ぶ大規模災害が発生した

場合は、宮崎県と乙が平成２１年１月１６日に締結した「災害時における廃棄物の処理等に関

する協定書」第３条の要請を優先するものとする。

（災害時の情報提供）

第５条 甲は、次条の規定による協力を要請するため、乙に対し、必要に応じて協力可能な会員

の人員等の情報の提供を求めることができる。

（協力要請の手続き）

第６条 甲は、第３条に定める業務について協力を要請するときは、別紙様式第１号により乙に

要請するものとする。ただし、文書をもって要請することが困難な場合は、口頭での要請とし、

後日速やかに要請書を乙に提出するものとする。
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（実施報告）

第７条 乙は、前条の規定による要請に基づき業務を実施したときは、別紙様式第２号により甲

に報告するものとする。

（費用の負担）

第８条 この協定に基づく業務に要した費用は、甲が負担するものとする。

２ 前項の費用は、災害発生直前における通常の価格を基準として甲乙協議のうえ、甲が積算し

た額を基本とするものとする。

（請求及び支払い）

第９条 乙は、前条の規定による費用を書面により甲に請求するものとする。

２ 甲は、前項による請求があったときは、第７条に規定する実施報告を確認のうえ、費用を支

払うものとする。

（災害補償）

第１０条 乙は、乙の会員及び関係者を第６条の要請に基づく業務に従事させようとする時は、

労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）による保険に加入した者を充て、その者が

当該業務に従事したことにより死亡、負傷、又は病気にかかった場合は、それを補償する。

（平常時の対応）

第１１条 乙は、この協定に基づく災害廃棄物の処理等が円滑に行えるよう、確保可能な人員等

の状況について、平常時から把握するよう努めるものとする。

２ 甲は、前項の規定による把握状況について、乙に報告を求めることができる。

（連絡窓口）

第１２条 この協定に伴う事務は、甲においては宮崎市環境部廃棄物対策課、乙においては一般

社団法人宮崎県産業廃棄物協会県央支部事務局を窓口とする。

２ 甲の組織に変更があった場合は、廃棄物対策課に代わり前項の事務を行う組織を充てるもの

とする。

（協議）

第１３条 この協定に定めのない必要な事項については、その都度甲乙協議のうえ、定めるもの

とする。

（有効期間）

第１４条 この協定は、協定締結の日からその効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって

終了を通知しない限り、その効力は継続するものとする。

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有す

るものとする。

平成２８年１１月１４日

甲 宮崎県宮崎市橘通西一丁目１番１号

宮崎市

宮崎市長

乙 宮崎県宮崎市別府町３番１号宮崎日赤会館２Ｆ

一般社団法人宮崎県産業廃棄物協会

会長
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15 災害業務における災害情報共有支援システムの提供等に関する協定書

協定先：株式会社スカイコム

宮崎市（以下「甲」という。）と株式会社スカイコム（以下「乙」という。）とは、宮崎市地域

防災計画に定める災害時並びに災害対策準備業務及び災害関連業務において、乙の災害情報共有

支援システム（以下「システム」という。）を提供すること等について、以下のとおり協定を締結

する。

（目的）

第１条 この協定は、次の事項を目的とする。

（１）乙の社会貢献活動の一環として、乙の開発したシステムを甲に提供することにより、甲

の災害対応時の情報収集業務を支援すること。

（２）甲乙間の平常時からの防災に関する情報交換を通じ、甲及び乙が連携して、防災・減災

に寄与するシステムの構築を検討・推進すること。

（定義）

第２条 本協定において以下の用語はそれぞれ以下の意味を有するものとする。

（１）「災害情報共有支援システム」とは、乙の開発した「ＳｋｙＰＡＳクラウド Ｔｏｕｃｈ

ＰｉｃＳｉＳ」をいう。

（２）「災害対策準備業務」とは、災害時に混乱なくシステムを運用するために甲が行う運

用試験及び運用訓練をいう。

（３）「災害関連業務」とは、甲の当該防災業務を統括する部署である危機管理課において

行う避難所現況調査、災害危険箇所調査の業務をいう。

（支援協力内容）

第３条 この協定により、乙が行う支援協力は次のとおりとする。内容及び実施方法等について

は甲乙協議のうえ定めるものとする。

（１）災害時のシステムの無償提供

（２）平常時の災害対策準備業務及び災害関連業務に係るシステムの無償提供

（３）システムを運用するための技術的助言及び不具合が発生した際のサポート業務

（４）甲が実施する年１回のシステム操作研修への技術者の派遣及び研修対応

（情報の交換）

第４条 甲及び乙は、この協定に定める事項が円滑に行われるよう随時次の事項を交換するもの

とする。なお、連絡先に変更が生じた場合は、速やかに相手方に報告するものとする。

（１）宮崎市地域防災計画

（２）連絡責任者及び補助者の職、氏名並びに連絡方法等

（３）その他必要事項

（経費の負担）

第５条 第３条の規定に基づく支援協力において発生した費用については、乙が負担するものと

する。ただし、甲が必要と認めた場合は、費用負担及びその額について、甲乙協議のうえ定め

るものとする。



２．協定等

【その他】

資料 2-137

（秘密の保持）

第６条 乙は、支援協力により知り得た秘密を他に漏らしてはならない。この協定の有効期間

が満了後についても同様とする。

（個人情報の保護）

第７条 乙は、支援協力を実施する際の個人情報の取扱いについては、「個人情報取扱特記事項」

及び「宮崎市情報セキュリティポリシー」を遵守しなければならない。また、システム環境に

ついては、「宮崎市情報セキュリティポリシー」に従い適切なセキュリティ対策を講ずるものと

する。

（疑義に関する協議）

第８条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲乙協

議して定めるものとする。

（協定書の有効期間）

第９条 この協定の有効期間は、締結の日から平成２９年３月３１日までとする。ただし、この

協定の有効期間満了１月前までに甲乙いずれからも何ら意思表示がないときは、更に期間満了

の日の翌日から１年間この協定の有効期間が延長されたものとし、以後の期間についてもまた

同様とする。

２ 協定内容に見直しの必要が生じた場合は、協議の上随時変更を行うものとする。

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有

するものとする。

平成２９年２月６日

甲 宮崎市橘通西一丁目１番１号

宮崎市

宮崎市長 戸敷 正

乙 東京都台東区東１丁目３８番９号

イトーピア清須橋ビル４階

株式会社スカイコム

代表取締役社長 川橋 郁夫
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16 災害時における廃棄物の収集運搬等に関する協定書

協定先：公益社団法人宮崎市シルバー人材センター

宮崎市（以下「甲」という。）と公益社団法人宮崎市シルバー人材センター（以下「乙」という。）

は、災害発生時における廃棄物の収集運搬等に関し、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、災害に伴い宮崎市域で発生する災害廃棄物の収集運搬等に関して、甲が乙

に協力を要請する場合の必要な事項を定め、災害時において迅速かつ円滑に市民の生活環境の

保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的とする。

（定義）

第２条 この協定における用語の意義は、次の各号に定めるところによる。

（１）災害廃棄物 災害により発生した廃棄物（し尿、浄化槽汚泥を除く。）で、甲が生活環境

の保全及び公衆衛生の向上のため、特に処理が必要と判断したものをいう。

（協力要請の内容）

第３条 この協定により、甲が乙に協力を要請する業務は次のとおりとする。

（１）災害廃棄物の収集運搬

（２）前号に伴う必要な業務

（協力の実施）

第４条 乙は、前条に定める業務への協力を要請されたときは、可能な限り協力するものとする。

２ 乙は、災害廃棄物の収集運搬等に協力するに当たっては、次に掲げる事項に留意するものと

する。

（１）周囲の生活環境を損なわないよう十分に配慮し、適正な収集運搬に努めること。

（２）災害廃棄物の再利用、再資源化に配慮し、分別に努めること。

（災害時の情報提供）

第５条 甲は、次条の規定による協力を要請するため、乙に対し、必要に応じて協力可能な会員

の人員等の情報の提供を求めることができる。

（協力要請の手続き）

第６条 甲は、第３条に定める業務について協力を要請するときは、別紙様式第１号により乙に

要請するものとする。ただし、文書をもって要請することが困難な場合は、口頭での要請とし、

後日速やかに要請書を乙に提出するものとする。

（実施報告）

第７条 乙は、前条の規定による要請に基づき業務を実施したときは、別紙様式第２号により甲

に報告するものとする。

（費用の負担）

第８条 この協定に基づく業務に要した費用は、甲が負担するものとする。

２ 前項の費用は、災害発生直前における通常の価格を基準として甲乙協議のうえ、甲が積算し

た額を基本とするものとする。
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（請求及び支払い）

第９条 乙は、前条の規定による費用を書面により甲に請求するものとする。

２ 甲は、前項による請求があったときは、第７条に規定する実施報告を確認のうえ、費用を支

払うものとする。

（災害補償）

第１０条 乙は、乙の会員及び関係者を第６条の要請に基づく業務に従事させようとするときは、

会員にあっては乙が契約している保険会社等損害保険の補償対象者及び関係者にあっては労働

者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）による保険に加入した者を充て、その者が当該

業務に従事したことにより死亡、負傷、又は病気にかかった場合は、それを補償する。

（平常時の対応）

第１１条 乙は、この協定に基づく災害廃棄物の収集運搬等が円滑に行えるよう、確保可能な人

員等の状況について、平常時から把握するよう努めるものとする。

２ 甲は、前項の規定による把握状況について、乙に報告を求めることができる。

（連絡窓口）

第１２条 この協定に伴う事務は、甲においては宮崎市環境部環境業務課、乙においては公益社

団法人宮崎市シルバー人材センター事務局を窓口とする。

２ 甲の組織に変更があった場合は、環境業務課に代わり前項の事務を行う組織を充てるものと

する。

（協議）

第１３条 この協定に定めのない必要な事項については、その都度甲乙協議のうえ、定めるもの

とする。

（有効期間）

第１４条 この協定は、協定締結の日からその効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって

終了を通知しない限り、その効力は継続するものとする。

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有す

るものとする。

平成２９年 ２月２８日

甲 宮崎県宮崎市橘通西一丁目１番１号

宮崎市

宮崎市長 戸 敷 正

乙 宮崎市祇園二丁目１３５

公益社団法人宮崎市シルバー人材センター

理 事 長 岩 切 千 秋
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17 災害時における自転車調達及び整備に関する協定書

協定先：宮崎県自転車二輪車商協同組合

宮崎市（以下「甲」という。）と宮崎県自転車二輪車商協同組合（以下「乙」という。）は、災

害時における支援協力に関し、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は甲の区域内で災害（災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第

１号に規定する災害をいう。以下同じ。）が発生、又はそのおそれがある場合（以下「災害時」

という。）において、乙の積極的な協力を得ることにより、甲が使用する自転車の確保を図り、

迅速かつ円滑な応急対策に資することを目的とする。

（協力の内容）

第２条 甲が乙に要請する協力の内容は、災害時において甲が使用する自転車の調達及び整備、

その他甲が必要と認める業務であり、乙が対応可能な業務とする。

２ 乙は、甲からの要請を受けたときは、他の業務に優先して積極的に協力するものとする。

（協力の要請等）

第３条 甲は、乙に協力を要請するときは、協力要請書（様式第１号。以下「要請書」という。）

を乙に提出するものとする。但し、緊急を要する場合は、甲は、電話等により乙に対して要請

できるものとし、事後、速やかに要請書を提出するものとする。

２ 乙は、要請に基づき自転車調達等を行った場合は、速やかに甲に協力実施報告書（様式第２

号）を提出するものとする。

（経費の負担）

第４条 第２条の規定に基づく支援協力において発生した費用については、甲が負担するものと

する。費用額については、災害発生直前における適正価格をもって決定する。

（災害補償）

第５条 甲は、第２条の規定に基づき業務に従事した者が、そのため、死亡し、負傷し、若しく

は疾病にかかった場合の災害補償については、労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０

号）に基づき、これを補償するものとする。

（第三者に対する損害賠償）

第６条 業務中に、乙が第三者に対して及ぼした損害については、その賠償方法及び賠償額は、

甲乙協議のうえ定めるものとする。

（費用等の請求）

第７条 乙は、第４条に規定する経費、第５条に規定する災害補償及び前条に規定する第三者に

対する損害賠償を請求するときは、甲の定めるところにより行うものとする。
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（情報の交換）

第８条 甲及び乙は、この協定に定める事項が円滑に行われるよう随時次の事項を交換するもの

とする。なお、連絡先に変更が生じた場合は、速やかに相手方に報告するものとする。

（１）宮崎市地域防災計画

（２）連絡責任者及び補助者の職、氏名並びに連絡方法等

（３）その他必要事項

（疑義に関する協議）

第９条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲乙協

議して定めるものとする。

（協定書の有効期間）

第１０条 この協定の有効期間は、締結の日から平成２９年３月３１日までとする。ただし、こ

の協定の有効期間満了１月前までに甲乙いずれからも何ら意思表示がないときは、更に期間満

了の日の翌日から１年間この協定の有効期間が延長されたものとし、以後の期間についてもま

た同様とする。

２ 協定内容に見直しの必要が生じた場合は、協議の上随時変更を行うものとする。

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有す

るものとする。

平成２９年２月２８日

甲 宮崎市橘通西一丁目１番１号

宮崎市

宮崎市長 戸敷 正

乙 宮崎市瀬頭２丁目４番１２号

宮崎県自転車二輪車商協同組合

理事長 田川 覚
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【その他】
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18 災害時における応急対策業務等に関する協定書

協定先：佐土原町建設協議会

宮崎市（以下「甲」という。）と佐土原町建設協議会（以下「乙」という。）とは地震、風

水害等の災害（以下「災害」という。）が発生した場合又はそのおそれがある場合における応

急対策業務等の実施に関して、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、宮崎市の旧佐土原町域において風水害や地震等による災害(以下「災害」

という。)が発生し、又はそのおそれがある場合の応急対策業務等（以下「応急対策業務」

という。）について円滑に実施するために必要な事項を定めることを目的とする。

（対象となる災害等）

第２条 この協定は、災害が発生し又は発生するおそれがある場合であって甲が応急対策活

動及び応急復旧工事を行う必要があると認める場合を対象とする。

（応急対策業務の内容）

第３条 この協定により、甲が乙に要請する応急対策業務は、次のとおりとする。

（１）公共土木施設の機能確保のための応急復旧作業

（２）建設資機材及び労力の提供

（３）災害廃棄物の収集運搬業務

（４）その他甲が必要と認める業務

（協力要請）

第４条 甲は対策業務を実施する必要があると認めた場合、又はそのおそれがある場合にお

いて、次に掲げる事項を記載した「災害時の応急対策実施要請書(別記様式第1 号。以下「要

請書」という。)」により乙に協力を要請するものとする。ただし、文書をもって要請する

ことが困難な場合は口頭で要請し、速やかに要請書を乙に提出するものとする。

（１）災害の状況及び応急対策業務等の内容

（２）応援を必要とする日時、場所

（３）現地連絡責任者

（４）その他必要な事項

（情報の交換）

第５条 甲及び乙は、この協定に基づく業務が円滑に行われるよう随時次の資料を交換する

ものとする。

（１）宮崎市地域防災計画

（２）連絡責任者及び補助者の職氏名並びに連絡方法等

（３）災害対策用資機材の備蓄及び保有状況

（４）その他必要事項

（応急対策業務）

第６条 乙は、甲から第４条の規定により協力要請があった場合は、特別な理由がない限り

乙の会員に指示し応急対策業務の支援を行うものとする。
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（応急対策業務の報告）

第７条 乙は、第６条の規定に基づき応急対策業務を実施したときは、当該業務完了後速や

かにその内容を報告するものとする。応急対策業務は「災害の応急対策実施報告書（別記

様式第2 号）」により甲に報告するものとする。

（経費の負担）

第８条 第３条1 号から４号に規定する業務について、甲乙協議のうえ定める額を甲が負担

する。ただし、あらかじめ定めのない業務の経費については、その都度甲乙協議して定め

るものとする。

（災害補償）

第９条 この協定に基づいて応急対策業務に従事した者（以下「従事者」という。）が本業務

において負傷若しくは疾病にかかり、又は、死亡した場合の損害補償については、労働者

災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）の適用がある場合を除き、宮崎市消防団員等

公務災害補償条例（昭和41 年宮崎市条例第38 号）を適用し、甲が災害補償を行うものと

する。

（協定の効力）

第１０条 この協定の有効期間は、締結の日から平成29 年3 月31 日までとする。ただし、

この協定の有効期間満了１月前までに甲乙いずれからも何ら意思表示がないときは更に1

年間更新するものとし、その後も同様とする。

（その他）

第１１条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義を生じたときは、その都度

甲乙協議の上、定めるものとする。この協定の締結を証するため、本書2 通を作成し、甲

乙記名押印の上、各自その1 通を保有する。

平成２９年 ３月２２日

甲 宮崎市橘通西一丁目１番１号

宮崎市

宮崎市長 戸敷 正

乙 宮崎市佐土原町下那珂７６２４番地

佐土原町建設協議会

会長 戸敷 泰士
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19 災害時における車両の移動等の協力に関する協定書

協定先：宮崎県レッカー事業協力会宮崎中央支部

宮崎市（以下「甲」という。）と宮崎県レッカー事業協力会宮崎中央支部（以下「乙」とい

う。）とは、災害時における甲の応急対策の実施に関し、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、地震、津波、風水害その他災害（以下「災害」という。）が発生又は

発生の恐れがある場合における甲の管理する道路等の公共施設（工事施工中等の施設を含

む。以下「公共施設」という。）の被災防止、応急対策及び災害復旧に係る業務（以下

「応急対策業務」という。）及び災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号。以下

「法」という。）第７６条の６に基づく車両その他の物件（以下「車両等」という。）の移

動を実施するため、甲乙間における基本的事項を定め、もって公共施設の被災防止、機能

の確保、早期復旧及び被害の拡大防止に資することを目的とする。

（適用範囲）

第２条 この協定は、災害が発生又はその恐れがある場合において、公共施設の応急対策業

務及び法に基づく車両等の移動に適用するものとする。

（協力要請）

第３条 甲は、応急対策業務及び法に基づく車両等の移動の必要があると認めるときは、乙

に対し協力を要請することができるものとする。

２ 甲は、この協定による要請を行うときは、災害対策協力支援要請書（様式第１号。以下

「要請書」という。）により行うものとする。ただし、文書による要請が困難である場合

には口頭により要請し、その後、遅滞なく要請書を提出するものとする。

（協力の実施）

第４条 乙は、前条の規定による要請を受けたときは、速やかに乙に所属する会員等の所有

する車両、装備等の範囲内で可能な限りの協力を実施するものとする。

２ 乙は、法に基づく車両等の移動を行う場合は、要請書の写しに加え、甲が別途発行する

災害対策支援車両証（様式第２号）を携帯するものとする。

３ 乙は、第１項の規定に基づき協力を実施したときは、災害対策協力実施報告書（様式第

３号。以下「報告書」という。）により回答する。ただし、文書による回答が困難である

場合には口頭により回答し、その後、速やかに通知書を提出するものとする。

（経費の負担）

第５条 甲の要請により、乙が応急対策業務及び法に基づく車両等の移動を実施した場合に

要する経費は、甲が負担するものとする。

２ 前項に規定する経費の算出方法については、災害発生直前における通常の料金（価格）

を参考として、甲乙協議の上、決定するものとする。

（災害補償）

第６条 甲は、第４条の規定に基づき業務に従事した者が、そのため死亡し、負傷し、若し

くは疾病にかかり、又は障がいの状態となった場合の災害補償については、労働者災害に
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関する関係法令の適用がある場合を除き、宮崎市消防団員等公務災害補償条例(昭和４１

年宮崎市条例第３８号)を適用し、甲が災害補償を行うものとする。

（被害が生じた場合の措置）

第７条 乙は、その責に帰すべき事由により第三者に損害が生じたときは、乙の責任におい

て処理解決に当たるものとする。ただし、車両等の移動に際して、車両等に損失が生じた

場合は、法第８２条の規定により、通常生ずべき損失について、甲が車両等の占有者、所

有者又は管理者（以下「占有者等」という。）に補償するものとする。

２ 車両等の移動に起因する占有者等との紛争については、甲乙協議のうえ、解決に当たる

ものとする。

（情報の交換）

第８条 甲及び乙は、この協定に基づく業務が円滑に行われるよう、随時次の資料を交換す

るものとする。なお、連絡先に変更が生じた場合は、速やかに相手方に報告するものとす

る。

（１）宮崎市地域防災計画

（２）連絡責任者及び補助者の職、氏名並びに連絡方法等

（３）組織体制、提供可能な人員及び資機材

（４）その他必要事項

（秘密の保持）

第９条 乙は、協力により知り得た秘密を他に漏らし又は利用してはならない。この協定の

有効期間満了後においても同様とする。

（疑義に関する協議）

第１０条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、

甲乙協議して定めるものとする。

（協定期間）

第１１条 この協定の有効期間は、締結の日から平成３０年３月３１日までとする。ただし、

この協定の有効期間満了１月前までに甲乙いずれからも何ら意思表示がないときは、更に

期間満了の日の翌日から１年間この協定の有効期間が延長されたものとし、以後の期間に

ついてもまた同様とする。

２ 協定内容に見直しの必要が生じた場合は、協議の上随時変更を行う。

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保

有するものとする。

平成２９年１０月 ４日

甲 宮崎市橘通西一丁目１番１号

宮崎市

宮崎市長 戸敷 正

乙 宮崎市田代町１－１

宮崎県レッカー事業協力会 宮崎中央支部

宮崎中央支部長 中村 好男
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20 大規模災害時における被災建物の解体撤去等に関する協定書

協定先：宮崎県解体工事業協同組合

宮崎市（以下「甲」という。）と宮崎県解体工事業協同組合（以下「乙」という。）とは、

災害時における甲の応急対策の実施に関し、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、地震、津波、風水害、大規模火災その他災害（以下「災害」とい

う。）が発生又は発生の恐れがある場合において甲が乙に建築物等の除去、解体及び災害

廃棄物の撤去（以下「解体撤去」という。）に協力を求めるに当たって、その内容、費用

負担、その他基本的な事項を定めることにより、迅速な応急対応を図ることを目的とする。

（定義）

第２条 この協定において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。

（１）「応急活動」とは、消火活動、救助活動その他災害に伴う危険要因を除去する作業

をいう。

（２）「建築物等」とは、住宅、店舗、事務所、工場、倉庫、病院、公共施設等の建築物、

橋りょう、道路等公共土木施設等建築物等の工作物等または応急活動の支障となる障害

物等をいう。

（３）「災害廃棄物」とは、災害により倒壊、焼失した等、建築物等の解体撤去に伴って

発生する廃棄物をいう。

（業務の内容）

第３条 乙が行う業務は、次に掲げるものとする。

（１）災害時の被災状況に関する情報の収集及び報告に関する業務

（２）応急活動に支障となる建築物等の解体に関する業務

（３）被災者の救出等を目的とした建築物等の解体に関する業務

（４）災害廃棄物の撤去に関する業務

（５）前各号に伴う必要な業務

（協力要請）

第４条 甲は、前条に規定する業務について、必要に応じて乙に対し協力を要請することが

できるものとする。

２ 甲は、この協定による要請を行うときは、協力支援要請書（様式第１号。以下「要請

書」という。）により行うものとする。ただし、文書による要請が困難である場合には口

頭により要請し、その後、遅滞なく要請書を提出するものとする。

（業務の実施）

第５条 乙は、前条の規定による要請を受けたときは、速やかに乙に所属する会員等の所有

する資機材、人員の範囲内で可能な限りの協力を実施するものとする。

２ 乙は、直ちに指定場所に業務従事者を派遣し、甲の現場責任者の指示に基づき、業務を

実施するものとする。ただし、指定場所に甲の職員が派遣されていない場合は、要請事項
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に基づき、業務を行うものとする。

３ 乙は、撤去した災害廃棄物を、甲が指定した場所へ移動するものとする。ただし、状況

により甲が災害廃棄物の移動場所を指定できない場合は、乙は、甲の承諾を得て、乙の判

断で災害廃棄物を他の場所に移動することができるものとする。

（業務の報告）

第６条 乙は、前条の規定に基づき業務を実施し、完了した場合は、協力実施報告書（様式

第２号。以下「報告書」という。）により回答する。ただし、文書による回答が困難であ

る場合には口頭により回答し、その後、速やかに通知書を提出するものとする。

２ 前項の場合において、業務従事業者は、業務に関する記録を整理し、速やかに甲に提出

するものとする。

（経費の負担）

第７条 業務に要する費用は、甲が負担するものとする。ただし、第３条第１号に掲げる業

務に係る費用は、乙が負担する。

２ 前項に規定する経費の算出方法については、災害発生直前における通常の料金（価格）

を参考として、甲乙協議のうえ定めるものとする。

（災害補償）

第８条 甲は、第４条の規定に基づき業務に従事した者が、そのため死亡し、負傷し、若し

くは疾病にかかり、又は障がいの状態となった場合の災害補償については、労働者災害に

関する関係法令の適用がある場合を除き、宮崎市消防団員等公務災害補償条例(昭和４１

年宮崎市条例第３８号)を適用し、甲が災害補償を行うものとする。

（第三者に対する損害賠償）

第９条 業務中に、乙が第三者に対して及ぼした損害については、その賠償方法及び賠償額

は、甲乙協議のうえ定めるものとする。

（情報の交換）

第１０条 甲及び乙は、この協定に基づく業務が円滑に行われるよう、随時次の資料を交換

するものとする。なお、連絡先に変更が生じた場合は、速やかに相手方に報告するものと

する。

（１）宮崎市地域防災計画

（２）連絡責任者及び補助者の職、氏名並びに連絡方法等

（３）組織体制、提供可能な人員及び資機材

（４）その他必要事項

（秘密の保持）

第１１条 乙は、協力により知り得た秘密を他に漏らし又は利用してはならない。この協定

の有効期間満了後においても同様とする。

（疑義に関する協議）

第１２条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、

甲乙協議のうえ定めるものとする。
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（協定期間）

第１３条 この協定の有効期間は、締結の日から平成３０年３月３１日までとする。ただし、

この協定の有効期間満了１月前までに甲乙いずれからも何ら意思表示がないときは、更に

期間満了の日の翌日から１年間この協定の有効期間が延長されたものとし、以後の期間に

ついてもまた同様とする。

２ 協定内容に見直しの必要が生じた場合は、協議の上随時変更を行う。

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保

有するものとする。

平成３０年 ２月１９日

甲 宮崎市橘通西一丁目１番１号

宮崎市

宮崎市長 戸敷 正

乙 宮崎市下北方町井尻５３６２番地５

宮崎県解体工事業協同組合

理 事 長 原田 忠男
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21 災害時等におけるドローンを活用した支援活動に関する協定書

協定先：一般社団法人ドローン撮影クリエイターズ協会

一般社団法人地域再生・防災ドローン利活用推進協議会

ライフクリエイト宮崎株式会社

宮崎市（以下「甲」という。）と一般社団法人 ドローン撮影クリエイターズ協会（以下「乙」

という。）、一般社団法人 地域再生・防災ドローン利活用推進協議会（以下「丙」という。）、

ライフクリエイト宮崎株式会社（以下「丁」という。）とは、災害時等におけるドローンを活

用した支援活動について、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、災害時等におけるドローンを活用した支援活動の実施に関し、甲が乙、丙

及び丁に対して協力を求める際の必要な基本的事項を定め、もって災害情報の迅速な収集及び

被災者の救助等を実施し、ドローンの安全で効果的な利活用の促進に資することを目的とする。

（災害時における支援活動）

第２条 甲が、災害時に乙、丙及び丁に要請できる支援活動は、次のとおりとする。

（１）甲が指定する地点におけるドローンを活用した情報の収集

（２）甲が指定する地点におけるドローンを活用した被災者の捜索、救助等

（３）ドローンを活用した災害現場地図の作成支援

（４）前各号に掲げるもののほか、甲が要請する活動

（平常時における支援活動）

第３条 甲が、平常時に丁に要請できる支援活動は、次のとおりとする。

（１）ドローンの活用に関する技術的支援

（２）ドローンの活用に関する技術的助言

（３）ドローンの操作に関する技術指導

（４）甲が主催する訓練等への支援

（５）前各号に掲げるもののほか、甲が要請する活動

（支援要請）

第４条 甲は、災害時において、第２条に規定の要請を行うときは、災害対策要請書（様式第１

号）により行うものとする。ただし、文書による要請が困難である場合には口頭により要請し、

その後、遅滞なく災害対策要請書を提出するものとする。

２ 甲は、平常時において、前条に規定の要請を行うときは、支援活動要請書（様式第２号）に

より行うものとする。

（支援の実施）

第５条 乙、丙及び丁は、前条の規定による要請を受けたときは、特別の理由の無い限り、速や

かに支援活動を実施するものとする。

２ 飛行許可の取得に係る手続き等、前条の要請に基づく支援活動を行う場合に必要な手続きは、

乙、丙及び丁において行うものとする。

３ 乙、丙及び丁は、前項の規定に基づき協力を実施したときは、災害対策実施報告書（様式第
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３号。以下「報告書」という。）により回答する。ただし、文書による回答が困難である場合

には口頭により回答し、その後、速やかに報告書を提出するものとする。

（経費の負担）

第６条 第２条の規定に基づき、乙、丙及び丁が支援活動を実施した場合に要する経費は、原則

として甲が負担するものとする。

２ 前項に規定する経費の算出方法については、災害発生直前における通常の料金（価格）を参

考として、甲乙丙丁協議の上、決定するものとする。

３ 第３条の規定に基づき、丁が支援活動を実施した場合に要する経費は、原則無償とする。

（災害補償）

第７条 甲は、第２条の規定に基づき業務に従事した者が、そのため死亡し、負傷し、若しくは

疾病にかかり、又は障がいの状態となった場合の災害補償については、労働者災害に関する関

係法令の適用がある場合を除き、宮崎市消防団員等公務災害補償条例(昭和４１年宮崎市条例

第３８号)を適用し、甲が災害補償を行うものとする。ただし、次に掲げる場合は除く。

（１）支援活動に従事する者の故意又は重大な過失による場合

（２）当該損害につき、乙、丙及び丁又は支援活動に従事した個人が締結した損害保険契約に

より保険給付を受けることができる場合

（３）当該損害が第三者の行為によるものであって、当該第三者から損害賠償請求を受けるこ

とができる場合

（活動の支援）

第８条 甲は、乙、丙及び丁による支援活動が円滑に実施できるよう、可能な限り支援を行うも

のとする。

（情報の交換）

第９条 甲、乙、丙及び丁は、この協定に基づく業務が円滑に行われるよう、随時次の資料を交

換するものとする。なお、連絡先に変更が生じた場合は、速やかに相手方に報告するものとす

る。

（１）宮崎市地域防災計画

（２）連絡責任者及び補助者の職、氏名並びに連絡方法等

（３）組織体制、提供可能な人員及び資機材

（４）その他必要事項

（ドローンの利活用に関する連携協力）

第１０条 甲は、乙、丙及び丁と、相互に連携を深め、ドローンの安全で効果的な利活用の促進

について、協力して取り組むものとする。

２ 甲は、丁の訓練場所について、可能な範囲で協力する。

（秘密の保持）

第１１条 乙、丙及び丁は、協力により知り得た秘密を他に漏らし又は利用してはならない。こ

の協定の有効期間満了後においても同様とする。

（疑義に関する協議）

第１２条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲乙

丙丁協議して別に定めるものとする。
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（協定期間）

第１３条 この協定の有効期間は、締結の日から平成３１年３月３１日までとする。ただし、こ

の協定の有効期間満了１月前までに甲乙丙丁いずれからも何ら意思表示がないときは、更に期

間満了の日の翌日から１年間この協定の有効期間が延長されたものとし、以後の期間について

もまた同様とする。

２ 協定内容に見直しの必要が生じた場合は、協議の上随時変更を行う。

この協定の締結を証するため、本書４通を作成し、甲乙丙丁記名押印の上、各自その１通を保

有するものとする。

平成３１年 ２月１４日

甲 宮崎市橘通西一丁目１番１号

宮崎市

宮崎市長 戸敷 正

乙 京都府京都市南区東九条西岩本町１０－２

イリアスオフィス２階

一般社団法人ドローン撮影クリエイターズ協会

代表理事 上原 陽一

丙 大阪府大阪市北区錦町４－８２

一般社団法人地域再生・防災ドローン利活用推進協議会

代表理事 沖 貴博

丁 宮崎市佐土原町下田島１１６９７番地５

ライフクリエイト宮崎株式会社（一般社団法人地域再

生・防災ドローン利活用推進協議会宮崎支部）

取締役（支部長） 新原 一容
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22 災害時の協力に関する協定書

協定先：一般社団法人宮崎青年会議所

社会福祉法人宮崎市社会福祉協議会

宮崎市（以下「甲」という。）と社会福祉法人宮崎市社会福祉協議会（以下「乙」という。）及

び一般社団法人宮崎青年会議所（以下「丙」という。）とは、災害時における甲、乙及び丙の災害

対応及び被災者支援活動における協力に関し、次の通り協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、災害（災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１号に規定

する災害をいう。以下同じ。）が発生、又はそのおそれがある場合において、甲が災害対策基本

法第２３条の２に基づき市地域防災計画に定める災害対策本部を設置したときにおける災害救

援又は乙が行う被災者支援に関する災害ボランティア活動支援のため、甲又は乙が丙に協力を

求めるに当たって必要な事項を定めることにより、円滑な救援活動等を実施することを目的と

する。

（協力範囲）

第２条 丙は、社会奉仕の精神に基づき、丙の持つ組織力や機動力、会員及び会員の所属す

る会社等の各法人又は個人が持つ専門技能並びに宮崎県内外に広がる会員ネットワーク、各種

関係団体とのつながり等を最大限に活かし、状況に応じて次に掲げる協力を行うものとする。

（１）支援物資等の調達活動及び受付

（２）支援物資等の仕分け、輸送及び配給活動

（３）専門的な知識や技能を活用した総合的な救援活動

（４）市内外で発生した災害に関する情報収集及び双方向の情報交換

（５）その他甲乙丙協議により定めた活動

２ 前項に掲げる丙の活動に対し、甲又は乙は当該活動に必要な情報の提供、行政機関との

調整及び広報等の協力を行うものとする。

（協力依頼）

第３条 甲又は乙は、前条に規定する協力範囲について、必要に応じて丙に対し協力を依頼

することができるものとする。

２ 甲及び乙は、この協定による協力依頼を行うときは、協力支援依頼書（様式第１号）に

より、協力内容の対応可否について、確認を行うものとする。

３ 丙は、前項の規定による依頼を受けた際は速やかに確認を行い、協力支援回答書（様式

第２号）により、支援可能な範囲及び費用について、回答するものとする。

（協力要請）

第４条 甲及び乙は、前条の規定に基づく回答を確認後、協力内容を明確にし、速やかに協

力支援要請書（様式第３号）により、協力要請を行うものとする。

２ 丙は、前項の規定に基づき協力を実施したときは、協力実施報告書（様式第４号）によ

り、報告を行う。

（業務の実施）
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第５条 丙は、前条の規定による要請を受けたときは、速やかに丙の所属する会員等の所有

する資機材、人員の範囲内で可能な限りの協力を実施するものとする。なお、有償での協

力に伴う費用額については、甲乙丙協議の上、災害発生直前における適正価格をもって決

定する。

（災害補償）

第６条 甲は、甲の要請により業務に従事した者が、そのため死亡し、負傷し、若しくは疾

病にかかり、又は障がいの状態となった場合の災害補償については、労働者災害に関する

関係法令の適用がある場合を除き、宮崎市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年宮崎

市条例第３８号）を適用し、甲が災害補償を行うものとする。

（第三者に対する損害賠償）

第７条 業務中に、丙が第三者に対して及ぼした損害については、その賠償方法及び賠償額は、

甲乙丙協議の上定めるものとする。

（情報の交換）

第８条 甲、乙及び丙は、この協定に基づく業務が円滑に行われるよう、随時次の資料を交換す

るものとする。なお、連絡先に変更が生じた場合は、速やかに相手方に報告するものとする。

（１）宮崎市地域防災計画

（２）連絡責任者及び補助者の職、氏名並びに連絡方法等

（３）組織体制、提供可能な人員及び資機材

（４）その他必要事項

２ 甲は、災害時における迅速な協力体制の構築のため、前項に規定する連絡責任者等が出

席する連絡会議を、年１回以上開催するものとする。

３ 前項に規定する連絡会議については、危機管理主管課が主催するものとする。

４ 甲、乙及び丙は、災害時においてこの協定が円滑に運用されるよう、合同で訓練又は研

修等を行うものとする。

（秘密の保持）

第９条 丙は、協力により知りえた秘密を他に漏らし又は利用してはならない。この協定の有

効期間満了後においても同様とする。

（疑義に関する協議）

第１０条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲乙

丙協議の上定めるものとする。

（協定期間）

第１１条 この協定の有効期間は、締結の日から令和２年３月３１日までとする。ただし、この

協定の有効期間満了１月前までに甲乙丙いずれからも何ら意思表示がないときは、さらに期間

満了の日の翌日から１年間この協定の有効期間が延長されたものとし、以後の期間についても

また同様とする。

２ 協定内容に見直しの必要が生じた場合は、協議の上随時変更を行う。

この協定の締結を証するため本協定書３通を作成し、甲乙丙記名押印の上、各自１通を保有す

るものとする。
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令和 元年 ６月 ２日

甲 宮崎市橘通西１丁目１番１号

宮崎市

宮崎市長 戸 敷 正

乙 宮崎市花山手東３丁目２５番地２

社会福祉法人宮崎市社会福祉協議会

会 長 厚 地 安

丙 宮崎市松山１丁目１２番７号 大春ビル３F

一般社団法人宮崎青年会議所

理 事 長 野 崎 偉 世
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23 災害時における防疫作業に関する協定書

協定先：一般社団法人宮崎県ペストコントロール協会

宮崎市(以下「甲」という。)と一般社団法人宮崎県ペストコントロール協会(以下「乙」という。)

は、宮崎市に地震、風水害その他の災害又は感染症等が発生(以下「災害等の発生」という。)し

た場合、衛生的な市民生活を確保するため、感染症の拡大を未然に防止することを目的に、防疫

作業の実施について、次のとおり協定を締結する。

(要請)

第１条 甲は、災害等が発生した場合、速やかに乙に対して、次に掲げる作業(以下「防疫作業等」

という。)の実施について、協力を要請するものとする。

(1) 浸水家屋等の防疫作業

(2) 被災地域等でのネズミ・衛生害虫が発生した場合の駆除作業

(3) 災害等での感染症発生時における消毒作業

２ 前項に基づく甲から乙に対する要請は、原則文書により行うこととする。ただし、緊急を

要する場合は、口頭又はその他の方法により要請し、その後速やかに文書で要請を行うこと

とする。

３ 乙は、この協定に基づき、防疫作業等が円滑に行われるよう、あらかじめ実施体制を整備

し、その内容を甲に報告するものとする。

４ 乙は、前項に基づく報告の内容に変更が生じたときは、速やかに甲に報告するものとする。

(協力)

第２条 乙は、甲から前条第１項各号の防疫作業等の実施についての要請を受けたときは、薬剤

の調達及び提供、機材の支援、人員の支援等の協力を可能な限り行うものとする。

２ 乙は、災害等の規模に応じて、他県等のペストコントロール協会等に協力を求めることが

できる。

３ 甲は、防疫作業等の実施にあたり、乙から防疫作業等の効率を高めるための水道水の提供

の要請があった場合、甲の所管する施設から水道水を提供できるよう組織内を調整し、水道

水の提供に努めること。

(防疫作業等の実施)

第３条 乙は第１条に基づく要請を受けたときには、直ちに、乙の人員を甲の担当部署が指定す

る場所に派遣し、甲の職員の指示を受けて、防疫作業等を実施するものとする。

防疫作業等が連続して必要とされる場合は、日々甲の職員の指示を受けることとする。な

お、災害地区における防疫作業等の終了の目安は、災害発生日から１０日として防疫作業等

を進めることとする。

２ 乙は、甲から指示を受けた場所において、防疫作業等中に地域住民から直接防疫作業等の

依頼を受けた時は、柔軟に対応するものとする。

３ 乙は、防疫作業等の対象物件の所有者等と打合せを行い、防疫作業等の実施を行うととも

に、作業等終了後に所有者等に確認を求めることとする。
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(防疫作業等の実施報告)

第４条 乙は、前条第１項に基づく、日々の指示を受けた時は、その指示についての報告を行う

こととする。

２ 乙は、防疫作業等が終了したときは、甲に対して報告するとともに、報告書により、防疫

作業等の日時、活動場所、活動内容、使用機材、使用薬剤、防疫活動に従事した者の名称又

は氏名及び責任者の氏名その他必要な事項について、報告するものとする。

(費用の負担)

第５条 第３条の規定により乙が防疫作業等を実施するために要した消毒薬剤、人件費等の費用

は、甲が負担するものとする。

２ 前項の費用は、災害等の発生直前における適正価格を基準として、甲乙協議のうえ決定す

るものとする。

(損害賠償)

第６条 乙は、防疫作業等に際し、乙の責めに帰すべき事由により甲又は第三者に損害を与えた

ときは、その賠償の責めを負うものとする。

(協定の効力)

第７条 この協定の有効期間は、協定締結の日から令和２年３月３１日までとする。ただし、期

間満了の日の３０日前までに、甲又は乙から文書により解除又は変更の意思表示がなされな

いときは、さらに１年間延長されるものとし、その後も同様とする。

(協議)

第８条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じたときは、その都度甲乙協

議して決定するものとする。

この協定締結の証として、協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有するも

のとする。

令和元年６月６日

甲 宮崎市橘通西１丁目１番１号

宮崎市

宮崎市長 戸 敷 正

乙 宮崎市大塚台西３丁目２３番地１

一般社団法人 宮崎県ペストコントロール協会

会 長 髙 野 誠 司
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24 災害時における協力に関する協定書

協定先：宮崎県葬祭事業協同組合

宮崎市（以下「甲」という。）と宮崎県葬祭事業協同組合（以下「乙」という。）は、宮崎市内

に大規模な地震、風水害その他の災害が発生した場合（以下「災害時」という。）における棺及び

葬祭用品の供給並びに遺体の搬送（以下「葬祭用品等の供給」）に係る応急対策業務を迅速かつ円

滑に遂行するため、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、災害時に多数の死者が発生した場合における葬祭用品等の供給について、

円滑な応急対策を行なうため、必要な手続き等について定めるものとする。

（要請）

第２条 甲は、災害時において、業務の内容、場所及び期間その他必要事項等を記載した「災害

時支援協力要請書（様式第 1号。以下、「要請書」という。）」により要請をすることができる。

ただし、緊急を要する場合は、電話等により要請し、事後遅滞なく、要請書を乙に提出するも

のとする。

２ 乙は、前項の要請を受けた時は、その要請を実施するための措置を行うとともに、その措置

の状況を甲に報告するものとする。

（業務の範囲）

第３条 前条の規定により甲から要請を受けたときに乙が行う葬祭用品等の供給に関する業務は、

次に掲げる業務とする。

（１）遺体の収容及び安置に必要な機材、資材及び消耗品並びに作業等の役務の提供

（２）遺体を安置する施設（葬儀式場等）の提供

（３）遺体搬送用寝台車及び霊柩車等による遺体搬送

（４）その他甲が必要と認める業務

（協力）

第４条 乙は前条による甲の要請があった場合、乙のできうる範囲において、甲の指示に従い、

第３条各号の協力を行なうものとする。

（業務内容の報告）

第５条 乙は、前条の規定に基づき業務に従事した場合は、随時その活動内容の経過について甲

に報告するとともに、その業務を完了したときは、速やかに次の各号に掲げる事項を記載した

「災害時支援協力報告書（様式第２号）により、甲に報告するものとする。

（１）業務内容

（２）件数

（３）その他必要事項

（経費の負担）

第６条 甲は、前条による乙の報告があった場合、甲の要請に相違ないことを確認の上、乙が要

した経費について、甲が負担するものとする。

（経費の請求）
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第７条 乙は、前条の経費を甲に請求する場合は、甲の指定する方法により、一括して請求する

ものとする。

２ 乙が遺族等の要請により、甲の要請事項の範囲を超える協力を行なった場合、その経費は当

該要請を行なった遺族等に請求する。

（経費の支払）

第８条 甲は、前条に基づき乙からの請求があった場合には、乙が指定する支払先に速やかに支

払うものとする。

（支援体制の整備）

第９条 乙は、災害時における円滑な協力体制が図れるよう、広域における応援体制及び情報収集

伝達体制の整備に努めるものとする。

（連絡責任者）

第 10 条 この協定の円滑な実施を図るため、甲、乙それぞれ連絡責任者を置き、甲にあっては地

域振興部生活課長、乙にあっては宮崎県葬祭事業協同組合理事長を当該責任者とする。

（災害時の情報提供）

第 11条 乙は、協力業務の実施中に得た災害情報を、積極的に甲に提供するものとする。

（守秘義務）

第 12 条 乙は、支援を行なう場合において知り得た災害に係わる情報を、甲以外の者に漏らして

はならない。

（協議）

第 13 条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じた事項は、その都度、甲、乙協議して定める

ものとする。

（効力）

第 14 条 この協定は、締結の日から令和２年３月３１日までとする。ただし、期間満了の 2ヶ月

前までに、甲又は乙から書面による解約の申し出がないときは、なお、1年間効力を有するも

のとし、以降も同様とする。

この協定の締結を証するため、本書 2通を作成し、甲、乙記名押印の上、各 1通を保有するも

のとする。

令和元年１０月 ７日

甲 宮崎市橘通西一丁目１番１号

宮崎市

宮崎市長 戸 敷 正

乙 宮崎市高洲町 40 番地１

㈱ふじもと美誠堂内

宮崎県葬祭事業協同組合

理 事 長 藤 元 一 生
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25 災害時における応急対策業務等に関する協定書

協定先：田野地区建設業協会

宮崎市（以下「甲」という。）と田野地区建設業協会（以下「乙」という。）とは地震、風水害

等の災害（以下「災害」という。）が発生した場合又はそのおそれがある場合における応急対策業

務等の実施に関して、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、宮崎市の田野地域において風水害や地震等による災害（以下「災害」とい

う。）が発生し、又はそのおそれがある場合の応急対策業務等（以下「応急対策業務」という。）

について円滑に実施するために必要な事項を定めることを目的とする。

（対象となる災害等）

第２条 この協定は災害が発生し又は発生するおそれがある場合であって甲が応急対策活動及び

応急復旧工事を行う必要があると認める場合を対象とする。

（応急対策業務の内容）

第３条 この協定により、甲が乙に要請する応急対策業務は、次のとおりとする。

（１）公共土木施設の機能確保のための応急復旧作業

（２）建設資機材及び労力の提供

（３）災害廃棄物の収集運搬業務

（４）その他甲が必要と認める業務

（協力要請）

第４条 甲は応急対策業務を実施する必要があると認めた場合、又はそのおそれがある場合にお

いて、次に掲げる事項を記載した「災害時の応急対策実施要請書（別記様式第１号。以下「要

請書」という。）」により乙に協力を要請するものとする。ただし、文書をもって要請すること

が困難な場合は口頭で要請し、速やかに要請書を乙に提出するものとする。

（１）災害の状況及び応急対策業務等の内容

（２）応援を必要とする日時、場所

（３）現地連絡責任者

（４）その他必要な事項

（情報の交換）

第５条 甲及び乙は、この協定に基づく業務が円滑に行われるよう随時次の資料を交換するもの

とする。

（１）宮崎市地域防災計画

（２）連絡責任者及び補助者の職氏名並びに連絡方法等

（３）災害対策用資機材の備蓄及び保有状況

（４）その他必要事項

（応急対策業務）

第６条 乙は、甲から第４条の規定により協力要請があった場合は、特別な理由がない限り乙の

会員に指示し応急対策業務の支援を行うものとする。
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（応急対策業務の報告）

第７条 乙は、第６条の規定に基づき応急対策業務を実施したときは、当該業務完了後速やかに

その内容を報告するものとする。応急対策業は「災害の応急対策実施報告書（別記様式第２号）」

により甲に報告するものとする。

（経費の負担）

第８条 第３条１号から４号に規定する業務について、甲乙協議のうえ定める額を甲が負担する。

ただし、あらかじめ定めのない業務の経費については、その都度甲乙協議して定めるものとす

る。

（災害補償）

第９条 この協定に基づいて応急対策業務に従事した者（以下「従事者」という。）が本業務にお

いて負傷若しくは疾病にかかり、又は、死亡した場合の損害補償については、労働者災害補償

保険法（昭和 22 年法律第 501 号）の適用がある場合を除き、宮崎市消防団員等公務災害補償条

例（昭和 41年宮崎市条例第 38号）を適用し、甲が災害補償を行うものとする。

（協定の効力）

第１０条 この協定の有効期間は、締結の日から令和 3年 3月 31 日までとする。ただし、この協

定の有効期間満了 1月前までに甲乙いずれからも何ら意思表示がないときは更に 1年間更新す

るものとし、その後も同様とする。

（その他）

第１１条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義を生じたときは、その都度甲乙

協議の上、定めるものとする。この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押

印の上、各自その 1通を保有する。

令和２年７月３日

甲 宮崎市橘通西一丁目１番１号

宮崎市

宮崎市長 戸敷 正

乙 宮崎市田野町乙９５２５番地

田野地区建設業協会

会長 春山 義正
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26 災害時における応急対策業務等に関する協定書

協定先：高岡地区建設業協会

宮崎市（以下「甲」という。）と高岡町建設業協会（以下「乙」という。）とは地震、風水

害等の災害（以下「災害」という。）が発生した場合、又は発生するおそれがある場合におけ

る応急対策業務等（以下「応急対策業務」という。）の実施及び水門操作等（以下「水門操作」

という。）の支援に関して、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条 この協定は、宮崎市の旧高岡町域において災害が発生し、又は発生するおそれがある

場合の応急対策業務について円滑に実施するため、また水門操作の円滑な支援を行うために

必要な事項を定めることを目的とする。

（対象となる災害等）

第２条 この協定は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合であって甲が応急対策活

動及び応急復旧工事を行う必要があると認める場合、及び河川水位の上昇による水門操作の

支援が必要と認める場合を対象とする。

（応急対策業務、水門操作の内容）

第３条 この協定により、甲が乙に要請する応急対策業務は、次のとおりとする。

（１）公共土木施設の機能確保のための応急復旧作業

（２）建設資機材及び労力の提供

（３）水門操作の支援

（４）災害廃棄物の収集運搬業務

（５）その他甲が必要と認める業務

（協力要請）

第４条 甲は応急対策業務を実施する必要があると認めた場合、又は水門操作の支援の必要が

ある場合において、次に掲げる事項を記載した「災害時の応急対策実施要請書(別記様式第 1

号。以下「要請書」という。)」により乙に協力を要請するものとする。ただし、文書をもっ

て要請することが困難な場合は口頭で要請し、速やかに要請書を乙に提出するものとする。

（１）災害の状況及び応急対策業務等の内容

（２）応援を必要とする日時、場所

（３）現地連絡責任者

（４）その他必要な事項

（情報の交換）

第５条 甲及び乙は、この協定に基づく業務が円滑に行われるよう随時次の資料を交換するも

のとする。

（１）宮崎市地域防災計画

（２）連絡責任者及び補助者の職氏名並びに連絡方法等

（３）災害対策用資機材の備蓄及び保有状況

（４）その他必要事項
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（応急対策業務、水門操作の支援）

第６条 乙は、甲から第４条の規定により協力要請があった場合は、特別な理由がない限り乙

の会員に指示し応急対策業務、水門操作の支援を行うものとする。

（応急対策業務、水門操作の報告）

第７条 乙は、第６条の規定に基づき応急対策業務、水門操作を実施したときは、当該業務完

了後速やかにその内容を報告するものとする。応急対策業務は「災害の応急対策実施報告書

（別記様式第 2号）」、水門操作は「操作記録簿（別記様式第 3号）」により甲に報告する

ものとする。

（経費の負担）

第８条 第３条各号に規定する業務について、甲乙協議のうえ定める額を甲が負担する。

ただし、あらかじめ定めのない業務の経費については、その都度甲乙協議して定めるものと

する。

（災害補償）

第９条 この協定に基づいて応急対策業務、水門操作に従事した者が本業務において負傷若し

くは疾病にかかり、又は死亡した場合の損害補償については、労働者災害補償保険法（昭和

２２年法律第５０号）の適用がある場合を除き、宮崎市消防団員等公務災害補償条例（昭和

41 年宮崎市条例第 38 号）を適用し、甲が災害補償を行うものとする。

（協定の効力）

第１０条 この協定の有効期間は、締結の日から令和 4年 3月 31 日までとする。ただし、この

協定の有効期間満了１月前までに甲乙いずれからも何ら意思表示がないときは更に 1年間更

新するものとし、その後も同様とする。

（その他）

第１１条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義を生じたときは、その都度甲

乙協議の上、定めるものとする。

この協定の締結を証するため、本書 2通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その 1通を保有

する。

令和４年２月４日

甲 宮崎市橘通西一丁目 1番 1号

宮崎市

宮崎市長 戸敷 正

乙 宮崎市高岡町浦之名１４３７番地

高岡町建設業協会

会長 中馬 洋一


